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（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

イニシアティブ、インテグレーション、コラボレーション、ディベロップメント、ブラ
ンディング

大学院

機関番号 12606

東京藝術大学・学長

東京藝術大学・学長

合計

人349

477

４．申請者
　（大学の設置者）

５．構想責任者

所属・職名

入学定員
（平成２６年度）

全学生数
（H26.5.1）

教職員数（H26.5.1）学生数

職員数

みやた　りょうへい

宮田　亮平

合計

学部

教員数

所属・職名

人 113

１．大学名 東京藝術大学

ふりがな

氏名

ふりがな

氏名

宮田　亮平

２．構想名

３．構想のキーワード

“藝大力”創造イニシアティブ　　～オンリーワンのグローバル戦略～

平成２６年度　スーパーグローバル大学等事業

「スーパーグローバル大学創成支援」

構想調書
【タイプB】

７．学部・
　　研究科等名

６．学生・
　　教職員数

みやた　りょうへい

（学部名）
・美術学部
・音楽学部

（研究科等名）
・大学院美術研究科
・大学院音楽研究科
・大学院映像研究科

人1,189

3,213

236445

922

2,024

学部数 研究科等数2 3
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※１．文部科学省や他省庁が実施する他の補助金（公募要領Ｐ．１１参照）は「大学負担額」に計上しないこと。

※２．国立大学における運営費交付金、公立大学における運営費交付金等、私立大学の私立大学経常費補助金等は

　 「大学負担額」に計上しないこと。

※３．構想調書中、他の補助金事業の取組は「構想調書等の作成・提出方法」において示しているとおり、別の色で記載

 　すること。ただし、事業経費欄には含めないこと。

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

324,000

200,000

２８年度

事業規模

200,000 200,000 188,900

524,000404,500308,000 532,000

３４年度

２９年度

519,000

518,900

319,000108,000 204,500

515,900 513,900

３２年度

年度（平成） ２６年度 ２７年度

内
訳

200,000 200,000

３３年度

内
訳

370,000大学負担額

327,000

354,000

８．本事業経費（単位：千円）　※千円未満は切り捨て

515,900

補助金申請額

332,000

補助金申請額

3,145,500

年度（平成）

事業規模

大学負担額

143,900

E-mail（副）

部課名

責任者

担当者

E-mail（主）

電話番号

ふりがな

氏名

ふりがな

氏名
所属・職名

緊急連絡先

所属・職名

123,900

９．本事業事務担当課の連絡先　※採択結果の通知、ヒアリング等の事務連絡先となります。

1,720,500101,900

513,900

161,900

417,000

所在地

※「９．本事業事務担当課の連絡先」は、当該機関事務局の担当課とし、責任者は課長相当職、担当者は係長相当職とします。
　 E-mail（主）は、できる限り係や課などで共有できるグループメールとし、（副）にも必ず別のメールアドレスを記入してください。

合計

4,866,000

３５年度

390,000

３１年度３０年度
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（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ） 
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様式１ 

①  構想全体の概念図【１ページ】※構想の全体像が分かる概念図を作成してください。 

“藝大力”創造イニシアティブ  
～ オンリーワンのグローバル戦略 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都 台東区 
足立区 墨田区 
荒川区 横浜市 
取手市 
文部科学省 
文化庁 他 

国内公私立２８芸術系大学
海外５３国際交流協定大学

他 

北京 ｿｳﾙ 台北 ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ 

ﾊﾉｲ ｼﾞｬｶﾙﾀ ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ 

ﾎﾞｽﾄﾝ 

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾍﾞﾙﾘﾝ ﾊﾟﾘ 

ﾛｰﾏ ｳｨｰﾝ ﾌﾞﾀﾞﾍﾟｽﾄ 

◆グローバル化が進展する中、芸術文化振興や産業競争力強化等に繋がる新たなフロンティア開拓

の必要性から、世界に誇る日本の芸術文化力を活かしたグローバル戦略・人材育成が急務 
 

◆我が国の芸術文化価値を高め、新たな創造や国際社会への発信・展開を担う、世界トップレベル

の芸術家やマネジメント人材等の育成には、国内外の芸術文化リソース・知見の総結集が必要 
 

◆我国唯一の国立総合芸術大学として世界最高水準の教育研究を実践してきた強み・特色を活かし

“オール藝大”体制の下、国内外関係機関とも連携して先導的・独創的戦略を実行 
 

◆“藝大”が立地する“上野の杜”の芸術文化潜在力を活かし、２０２０年東京オリンピックを契

機に、パリやロンドン等、世界的芸術文化都市に比肩する「国際芸術文化拠点“上野”」へ発展

海外戦略拠点整備 
先導的ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ構築

教員・学生の国際循環や教育研究
成果の国際発信、新興国への教育

ﾕﾆｯﾄ派遣等のための海外への 

国際交流・戦略ｻﾃﾗｲﾄ拠点 
“藝大ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｷﾞｬﾗﾘｰ”整備 

芸術分野固有の観点・指標等に基づく 

世界に先駆けたﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ構築
による“藝大力”国際ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽの確立 

藝大・上野の杜を中核とした 
国内ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化・ﾘｿｰｽ 

総結集による国際的拠点形成 

上上上野野野ののの杜杜杜   

国国内内外外ののﾈﾈｯｯﾄﾄﾜﾜｰーｸｸ基基盤盤をを活活かかししたたｸｸﾞ゙ﾛﾛｰーﾊﾊﾞ゙ﾙﾙ戦戦略略実実行行 

  ◇◇◇ １０年後のビジョン（“文化芸術立国”の実現） ◇◇◇ 
○育成人材が、傑出した芸術力や輝く感性、我国のアイデンティティを武器に先導的に活躍、 

芸術文化の創造・発信や国際貢献等“藝大力”を発揮し、社会システムや産業構造等を革新 
 

○国際的見地から“藝大”の強み・特色を明確化して、グローバルスタンダードと 

しての“藝大力”を国際社会に発信し、“世界の藝大”としてのプレゼンスを確立 
 

○“藝大”の教員・学生等が“コンシェルジュ”となり、世界の人々と交流し、 

芸術文化価値  を発信する“国際芸術文化の発信拠点”を形成 
 
○“藝大”“上野の杜”に世界最大のアートプラットホームを構築して、文京区 

  の学術文化力、秋葉原のポップカルチャー、東京駅、江戸城天守閣まで多様な 

文化資源を統合し、国際都市“東京”の芸術文化ネットワークを構築 

“ Integration ” 
【統合・集積（“ｵｰﾙ藝大”体制構築）】 

“ Branding ” 
【価値・ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽ向上（“藝大ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ”確立）】

“ Development ” 
【展開・発展（“上野の杜”国際化）】 

“ Collaboration ” 
【共同・共演（“国際連携”ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成）】

Quad Initiative 
戦略実行に係る４つの先導力 

GGlloobbaall  --  AArrtt  --  LLiinnkk  

学
国内連携基盤強化 

 学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ機能

強化やｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応した教
育研究・支援体制等ｼｽﾃﾑ構築 

ﾛﾝﾄﾞﾝ 
芸術大学 
 
清華大学 
 
ﾍﾞﾙﾘﾝﾌｨﾙ
管弦楽団 
 
ｳｨｰﾝ音楽
演劇大学 
 
ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ 
大学 
 
ﾌﾗﾝｽ国立 
映画学校 
 

他 

世界一線級ｱｰﾃｨｽﾄ・ｸﾘｴｰﾀｰ等 

誘致による国際共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ 
制作・指導実施等を通じた 

世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙのｱｰﾃｨｽﾄ育成 

（ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ・年俸制導入） 

海外一線級 
ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ誘致 

学内機能・基盤強化 

官

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｿﾆｰ ｷｬﾉﾝ ｴﾌﾟｿﾝ 
ｹﾝｳｯﾄﾞ ｱｯﾌﾟﾙ ﾄﾖﾀ  
JR 東日本 東京ﾒﾄﾛ  
三菱地所 三井不動産 
鹿島建設 ＮＨＫ 
ｽﾀｼﾞｵｼﾞﾌﾞﾘ ｴｲﾍﾞｯｸｽ 
日本経済新聞 朝日新聞社 
毎日新聞社 産経新聞社 
TBS 日本航空 ＦＥＮＤＩ 
大日本印刷 凸版印刷 
東京ガス 電通 ＬＩＮＥ 他 

産 東京国立博物館 国立科学博物館 国立西洋美術館 国際こども図書館
東京都美術館 東京文化会館 上野の森美術館 上野動物園 東京文化財研究所 

藝
大
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様式１ 

③ 共通観点１（構想の創造性、展開性等）概念図【１ページ】 

“藝大”にしかできない“藝大”だからこそ可能な戦略の実行 

 

 

世界的にも稀な総合芸術大学として、本学が

有する美術、音楽及び映像に係る世界水準の

教育研究ﾘｿｰｽを総結集し、分野横断的・複合

的な「オール藝大」体制の下、複数分野を専攻

する大学院「ﾀﾞﾌﾞﾙﾒｼﾞｬｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」実施等、多

角的・多面的ｱﾌﾟﾛｰﾁによる新たな芸術文化価

値「ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌﾞﾗﾝﾄﾞ」を創造・発信 

 

“ Integration ” 
【統合・集積】  

長きに亘り培ってきた海外一流芸術大学・関

係機関との連携・ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤を活かした「海外

一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ誘致」及び「海外戦略拠

点整備」、本学「芸術実践領域博士ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」

強化、「ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ」等ｶﾘｷｭﾗﾑ共同化よる

「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成機能強化」 

 

“ Collaboration ” 
【共同・共演】 

 

我が国屈指の文化集積“上野の杜”のポテン

シャル・連携基盤を活かし、上野の杜全体を広域

型キャンパスとして活用し、「アクティブラーニン

グ」や「国際芸術祭」開催など教育研究成果のア

ウトリーチ実践・展開による「国際遊学都市」へ展

開、２０２０年東京オリンピック開催を契機に、上

野の杜を「国際的芸術文化都市」へ発展 

 

“ Development ” 
【展開・発展】 

 

未だ確立されていない世界の芸術系大学の国

際指標、相対的な強み・特色を、本学が中核と

なり、世界の有力芸術系大学とも連携しつつ検

証・分析してグローバルスタンダードを構築し、世

界における本学の教育研究力等国際プレゼンス

の明確化や世界への発信により「藝大ブランド」

を確立し、“上野の杜”の国際プレゼンスも併せ

て向上 

 

 

“ Branding ” 
【価値・プレゼンス向上】 

Quad Initiative 
戦略実行に係る４つの先導力 

◆“藝大”は日本屈指の文化集積“上野の杜”に立地、我国唯一の国立総合芸術大学として、世界

最高水準の教育研究実績を有し、世界トップクラスの教育体制による実践型少人数教育等を通じ

て、傑出した芸術家等を育成・輩出 
 
◆我が国の伝統的な芸術文化の継承・振興や、東アジアにおける文化財保存・人材育成等国際貢献

において中核的役割を果たすとともに、映画・アニメーション等ポップカルチャーの推進、国際

展開においても先駆的役割を果たすなど、アジアでは確固たる地位を築いている本学が、強み・

特色を活かしたグローバル戦略を“オール藝大”体制により総力を結集し展開 
 
◆東アジアにおける中核的機関としての役割を一層明確にしつつ、さらなる高みを目指し、国際交

流実績・国際ネットワーク基盤を活かしたグローバル人材育成機能強化等を総合的に推進し、欧

米の有力芸術大学をも凌駕する世界ブランド“藝大”へ飛躍 

““藝藝大大””ににししかか実実現現ででききなないい  
独独創創的的・・先先導導的的ななググロローーババルル戦戦略略をを実実行行  

“オール藝大”体制による、分野横断的・複合的な 

新たな芸術文化価値を創出、大学院におけるﾀﾞﾌﾞﾙﾒｼﾞ

ｬｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを革新 

海外芸術大学等関係機関 

ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ等ｶﾘｷｭﾗﾑ共同化・

博士ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ充実によるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

人材育成機能強化 

藝 大 

海
外
一
線
級 

ユ
ニ
ッ
ト
誘
致 

海
外
戦
略 

拠
点
整
備 

上野の杜 

 藝大 

東京国立博物館 国立西洋美術館

東京文化会館 東京都美術館 

上野の森美術館

国立科学博物館
藝大・上野の杜 

世世界界ﾌﾌﾞ゙ﾗﾗﾝﾝﾄﾄﾞ゙化化・・  
国国際際ﾌﾌﾟ゚ﾚﾚｾｾﾞ゙ﾝﾝｽｽ向向上上  

世界の芸術系 

大学との関係性

を明確化 

総 結 集 

美 術 音 楽 映 像 

連携強化 ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ活用 
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様式１ 

④ 共通観点２（共通の成果指標と達成目標）概念図【１ページ】 

グローバル戦略を実行するための“強靱な土台づくり”を推進 

  
〇教育の質的転換・主体的学習の確保  
◆ＴＡを発展させ、上級生が下級生に対し指導的役割を担い、教育指導等を行う「シニアチューター制度」の新設

〇柔軟かつ多様なアカデミック・パス  
◆美術、音楽及び映像の３分野の複合的・横断的履修が可能な大学院「ダブルメジャープログラム」の実施 
◆本学附属音楽高等学校等、高校からの「飛び入学制度」導入や、小中高校生から幼児まで対象とした超早期型

教育「卓越人材ディスカバリープログラム」等、早期教育の実施、大学院「５年一貫プログラム」の実施 

 

 

国際化関連 
 多様性／流動性／留学支援体制／語学力関係／教務ｼｽﾃﾑの国際通用性／大学の国際開放度 

ガバナンス改革関連
 人事システム 

／ガバナンス 

その他 
 教育情報の徹底 

した公表 

教育の改革的取組関連 
 教育の質的転換・主体的学習の確保／入試改革／柔軟かつ多様なアカデミック・パス 

ググロローーババルル戦戦略略ののたためめのの強強靱靱なな土土台台づづくくりり  
抜抜本本的的なな大大学学改改革革のの推推進進  

Strong Foundation 
戦略実行のための強靱な土台 

 

◆世界に先駆けた「ブランディング戦略」により、教育プログラムや活動実績・成果等を多言語で広く国際発信 

  
〇多様性  
◆「海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ誘致」による外国人教員等増 

[（教員に占める外国人教員等割合）H25：34.6% → H28：59.0% → H31：69.4% → H35：82.0%]

◆大学院「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄ創造研究科」新設等に伴う留学生増 
[（全学生に占める留学生割合） H25：4.4％ → H28：8.8％ → H31：13.3％ → H35：17.7％]

〇流動性  
◆「海外戦略拠点整備」・「国際共同ｶﾘｷｭﾗﾑ導入」による留学経験者比率増及び大学間協定に基づく交流数増 

  [（日本人学生に占める留学経験者割合（大学院生）） H25：7.8％ → H28：17.0％ → H31：26.3％ → H35：35.6％]
[（大学間協定に基づく派遣学生数（大学院生）） H25：38 人 → H28：133 人 → H31：228 人 → H35：323 人]

[（大学間協定に基づく受入学生数（大学院生）） H25：34 人 → H28：133 人 → H31：232 人 → H35：342 人]

〇留学支援体制  
◆「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ」新設（専任ｽﾀｯﾌ配置）や海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄを「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾒﾝﾀｰ」としたｷｬﾘｱ形成支援等 

〇語学力関係  
◆「海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ誘致」に伴う外国語による科目数増 

［（外国語による授業科目数） H25：4 科目 → H28：145 科目 → H31：300 科目 → H35：505 科目］

◆「言語・音声ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ」の活用による外国語レベルの向上 
〇教務システムの国際通用性  

◆国際共同カリキュラム（「ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ」）実施や海外一線級アーティストユニットによる「公開学位審査」 
実施等、教育プログラムの国際通用性及び質保証の確保 

〇大学の国際開放度  
◆混住型学生宿舎「藝心寮」（平成２６年 ＰＦＩにより整備）の教育寮としての積極的活用 

     [(混住型宿舎への外国人留学生入居者数)  H25：2 人 → H28：152 人 → H31：152 人 → H35：152 人]

◆教員・学生の国際交流活性化や発進力強化のための海外戦略拠点「藝大グローバルギャラリー」の整備 
［海外拠点：ベルリン、ロンドン、パリ、ローマ、ウィーン、ブダペスト、ボストン、ロサンゼルス、北京、ソウル、台北、クアラルンプール、ハノイ、ジャカルタ、ウランバートル］ 

◎国際化関連 

◎その他 

◎教育の改革的取組関連 

  
〇人事システム  
◆既に導入済の「年俸制」をさらに発展・拡充させ、海外一線級アーティストユニット等を積極的に雇用 

[（年俸制導入割合（教員）） H25：9.6% → H28：42.9％ → H31：46.8％ → H35：52.2％] 
〇ガバナンス  

◆学長のリーダーシップの下で戦略策定を行う「大学改革プラン推進会議」、学長直下で戦略を機動的実行する
「藝大グローバル・クロッシング・コア」、大学ＩＲ機能を担う「戦略企画インテリジェンス」、分野横断的
教員組織「芸術研究院」等、大学組織及び意思決定プロセスの見直し等によるガバナンス機能の抜本的強化 

◎ガバナンス改革関連 

改革の方向性・指標等（主要事項）
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様式１ 

⑤ 共通観点３（大学独自の成果指標と達成目標）概念図【１ページ】 

グローバル戦略の成果を可視化するための指標・達成目標を設定 

 

Artistic Index 
芸術分野固有の指標 

教育体制・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に関する指標 

海外での教育研究活動等 

国際発信・展開に関する指標 

社会実践・ｱｳﾄﾘｰﾁ活動等 

社会連携・展開に関する指標 

“上野の杜”の国際芸術文化 

拠点基盤形成等に関する指標 

“藝大”のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化・国際

ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽ向上に関する指標

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略実施に係る 

財政基盤確立に関する指標 

ググロローーババルル戦戦略略のの着着実実なな実実行行にによよるる目目標標のの達達成成  

  

  
◆海外一線級アーティストユニット誘致実績（ユニット延人数） 

［ H25: 20 人 → H28: 80 人 → H31: 100 人 → H35: 120 人 ］ 
◆海外の大学・関係機関等との国際共同プロジェクトの実施件数（年間延数）／参加学生数（延数） 

［ H25: 40 件/201 人 → H28: 90 件/600 人 → H31: 120 件/900 人 → H35: 150 件/1,200 人 ］ 
◆ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ等カリキュラムへの反映（ｺｰｽﾜｰｸ・授業科目への反映、参加者アンケート等（定性的指標））

◎教育研究体制・人材育成プログラムのグローバル化に関する指標 

  
◆海外における教員・学生の制作・展示・公演等ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施件数（年間延数）／参加者数（延数） 

［ H25: 18 件/45 人 → H28: 40 件/100 人 → H31: 60 件/150 人 → H35: 80 件/200 人 ］ 
◆国際交流協定締結大学以外の国際連携大学等機関数（機関数） 

［ H25: 54 機関 → H28: 75 機関 → H31: 100 機関 → H35: 130 機関 ］ 
◆海外でのプロジェクト等活動実績（実施プロジェクトの達成度、参加者アンケート 等（定性的指標））

◎海外での教育研究活動等、国際発信・展開に関する指標 

  
◆国内におけるの関係機関等との共同プロジェクトの実施件数（年間延べ数）及び参加者数（延べ数） 

［ H25:234 件/1,258 人 → H28:350 件/2,000 人 → H31:500 件/3,000 人 → H35:700 件/4,200 人］
◆国内でのプロジェクト等活動実績（実施プロジェクトの達成度、参加者アンケート 等（定性的指標））

◎社会実践・アウトリーチ活動等、社会連携・展開に関する指標

  
◆大学美術館・奏楽堂への来場者数（年間延べ数） 

［ H25: 41 万人 → H28: 60 万人 → H31: 80 万人 → H35: 120 万人 ］ 
◆上野の杜への来訪者数（年間延べ数） 

［ H25: 1,576 万人 → H28: 1,750 万人 → H31: 3,000 万人 → H35: 3,300 万人 ］ 
◆上野の杜での本学主催イベントの開催数（年間延べ数） 

［ H25: ０件 → H28: １５件 → H31: ２５件 → H35: ４０件 ］ 
◆キャリアアッププログラム参加者数（年間延べ数） 

 ［ H25: ０人 → H28: 50 人 → H31: 80 人 → H35: 120 人 ］ 
◆大学主催イベント等活動実績（実施プロジェクトの満足度、参加者アンケート 等（定性的指標）） 

◎“上野の杜”の国際芸術文化拠点基盤形成等に関する指標 

  
◆国際的な展覧会・コンクール等での受賞・入賞実績（年間延べ件数） 

［ H25: 54 件 → H28: 75 件 → H31: 95 件 → H35: 120 件 ］ 

◆国内の展覧会・コンクール等での受賞・入賞実績（年間延べ件数） 

［ H25: 198 件 → H28: 250 件 → H31: 300 件 → H35: 350 件 ］ 

◆ブランディングシステムによる藝大のプレゼンス（活動や受賞件数・内容等の総合評価（定性的指標））

◎“藝大”のブランド化・国際プレゼンス向上に関する指標 

  
◆藝大基金の獲得状況（受入累計額） 

［ H25: 177 百万円 → H28: 5,000 百万円 → H31: 8,000 百万円 → H35: 12,000 百万円 ］ 
◆受託事業・受託研究等外部資金獲得状況（単年度受入額） 

［ H25: 595 百万円 → H28: 800 百万円 → H31: 900 百万円 → H35: 1,000 百万円 ］ 

◎グローバル戦略実施に係る財政基盤確立に関する指標

６つの着眼点・具体的指標
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様式１ 

⑥ 共通観点４（構想実現のための体制構築）概念図【１ページ】 

学長の強力なリーダーシップの下、“オール藝大”体制により 

国内外との連携・ネットワーク基盤を活かし、戦略を実行 

 

 

 

 
大学美術館、附属古美術研究施設、附属写真センター、附属音楽高等学校、附属図

書館、保健管理センター、社会連携センター、言語・音声トレーニングセンター、

演奏芸術センター、芸術情報センター、藝大アートプラザ 

 

 ＜学部＞ 
◆美術学部（７学科）

◆音楽学部（７学科）

      （大学別科）

＜大学院＞ 
◆美術研究科（Ｍ８専攻・Ｄ２専攻） 

◆音楽研究科（Ｍ６専攻・Ｄ１専攻） 

◆映像研究科（Ｍ３専攻・Ｄ１専攻） 

 
学長をトップとして、理事、

副学長、及び学部長・研究科

長等部局長により構成、 

大学の機能強化・改革戦略を 

企画・立案 

大学改革ﾌﾟﾗﾝ
推進会議 

★藝大 Global Crossing Core （ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｸﾛｯｼﾝｸﾞ・ｺｱ） 

 ◆グローバル・クリエーション推進拠点 
   国際戦略展開（ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾈﾏ・国際ｱﾆﾒｰｼｮﾝ・音楽創造） 
  /国際共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成  等 

 ◆グローバル・マネジメント推進拠点 
  国内外ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤構築/国際発信・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 

  /総合ｱｰｶｲﾌﾞｼｽﾃﾑ構築/ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材育成  等 

各部局等の若手教職

員及び専門ｽﾀｯﾌによ

り構成、機能強化戦略

策定・経営方針決定に

係る情報収集・分析

等、大学運営に係る 

ＩＲ機能強化 

戦略企画 
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ

大学戦略機構 【戦略の機動的実行組織・学長直下に設置】 

 

教
育
組
織
と 

研
究
（
教
員
）組
織
分
離 

に
よ
る
分
野
の
枠
を
超
え
た 

オ
ー
ル
藝
大
体
制
の
実
現 

 

 学長のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ 

・戦略企画機能強化 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
促
進 

創
造
・
発
信
機
能
強
化 

★第３期中期目標期間初年度（平成 28 年度）に強み・特色を活かした新たな大学院組織を整備 

 

学 長 教育研究組織

藝術研究院 【分野横断型研究（教員）組織】 
  ３つ群（芸術表現学群・芸術理論学群・芸術資源学群） 

により構成 

大学基盤機構

 
 

 
「大学改革ﾌﾟﾗﾝ推進会議」 

  における自己点検 

評価結果踏まえ、 

外部委員による 

第三者評価を実施 

（学外有識者により構成） 

大学戦略実行会議
◎戦略機構長：戦略担当副学長（新設） 
◆グローバルクリエーション推進ユニット 
◆グローバルマネジメント推進ユニット

藝 大

外部機関 等 

 
学長を委員長として、 

理事、副学長、学部長・研

究科長等により構成（推進

会議より分属）、総合的な 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略を企画・立案

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略 
推進委員会 

◇独立研究科の新設：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄ創造研究科（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ専攻／ｱｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻／ｱｰﾄｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専攻）
◇大学院専攻の新設：音楽研究科 オペラ専攻

 

 

 

  

 

ﾌｧｲﾝｱｰﾄ分野 
  【ﾛﾝﾄﾞﾝ芸術大学 

（ｲｷﾞﾘｽ）等】 

工芸・文化財 
保存分野 

   【清華大学 

（中国）等】 

ｱﾆﾒｰｼｮﾝ分野 
  【ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学 

（ｱﾒﾘｶ）等】 

音楽表現分野 
【ﾍﾞﾙﾘﾝﾌｨﾙ 
ﾊｰﾓﾆｰ管弦楽団 

  （ﾄﾞｲﾂ） 等】 

オペラ分野 
 【ｳｨｰﾝ音楽 

演劇大学 
（ｵｰｽﾄﾘｱ） 等】 

映画分野 
   【ﾌﾗﾝｽ国立映画学校 

（ﾌﾗﾝｽ） 等】 

海
外
一
線
級 

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
ユ
ニ
ッ
ト 

グローバル戦略 

評価・検証委員会 

東京都、台東区
足立区、墨田区
取手市、横浜市
文部科学省 
文化庁 等 

官

国内２８公私立 
国際交流協定 
１７カ国５０機関
芸術系大学 等

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ、ｿﾆｰ、ｷｬﾉﾝ、
ｴﾌﾟｿﾝ、ｹﾝｳｯﾄﾞ、ｱｯﾌﾟ
ﾙ、ﾄﾖﾀ、JR 東日本、
東京ﾒﾄﾛ、三菱地所、
三井不動産、鹿島建
設、NHK、ｽﾀｼﾞｵｼﾞﾌﾞ
ﾘ、ｴｲﾍﾞｯｸｽ 日本経
済新聞社、朝日新聞
社、毎日新聞社、産
経新聞社 等 

産

上野の杜
東京国立博物館、国立科学博物館、国立西洋美術館 
国際こども図書館、東京都美術館、東京文化会館 
上野の森美術館、上野動物園、東京文化財研究所 等

学

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ｻﾎﾟｰﾄ 
ｾﾝﾀｰ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ｴｸｾﾚﾝｽ 
※海外一線級 

ユニット 
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様式１ 

⑦Ｂ 個別観点Ｂ（大学の特性を踏まえた特徴）概念図【１ページ】 

“藝大”固有の強み・特色を活かし、社会的役割を踏まえた戦略を実行
 

“藝大力”
オンリーワン 
の実績・魅力

世界一流の教育体制による 
最高水準の実践型教育の実施 

教育研究成果の発信、第三者評価
を通じた質保証システムの構築 

大学の多様な芸術教育研究 
リソースを活かした諸活動の推進 

世界トップレベルの人材育成の
ための大学院博士課程の充実 

多数の受賞歴や卓越した 
人材輩出等、傑出した成果・実績 

アジア・欧米を中心とした 
海外一流大学等との緊密な連携・交流 

地域自治体等との連携による 
地域活性化に向けた活動の推進

産業界等との連携による 
芸術文化振興・研究活動等の推進

国内の芸術系大学との 
連携基盤・ネットワーク構築 

“上野の杜”の中核機関としての
芸術文化・人材育成等の振興 

 

◆我が国唯一の国立総合芸術大学、オンリーワンの存在として、国策を踏まえた“国家戦略”を先駆的に実行 

◆文部科学省文化審議会会長である学長の“超”強力なリーダーシップ・牽引力の下、小規模大学の機動性・即応性を 

活かし、“オール藝大”体制により、革新的・挑戦的な戦略をスピード感をもって実行 

◎国立総合芸術大学としての使命、我が国の芸術文化政策と連動した戦略実行、 
学長の“超”強力なリーダーシップ・小規模大学の機動力の発揮 

“藝大”の特性、固有の強み・特色を踏まえた特徴的取組

 

◆海外一流芸術系大学・関係機関、世界的ｱｰﾃｨｽﾄとの国際ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤を活かして一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄを誘致し 

世界最高水準の共同プロジェクトを実施、芸術分野では例のない国際共同カリキュラム（ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ）を実現 

◆芸術分野固有のキャンパス機能・成果発信機能を備えた海外戦略サテライト拠点“藝大グローバルギャラリー”を整備 

◎国際交流実績・ネットワーク基盤を活かした海外一線級アーティストユニット 
誘致・海外国際戦略拠点整備等、ダイナミックなグローバル戦略の実行 

 

◆世界的にも稀少な美術、音楽及び映像に係る教育研究を展開する総合芸術大学として、分野を超えた新たな芸術を 

創造、複数分野を専攻する「ダブルメジャープログラム」等、分野横断的な教育研究を推進、新たな芸術価値を創造 

◆本学固有の“実技”に重点を置く「芸術実践領域博士プログラム」を推進、海外ユニットを審査メンバーとした公開型 

学位審査制度や海外戦略拠点での教育成果の発信等、国際的な公開レビューによる世界水準の質保証を実現 

◎国立総合芸術大学としての分野横断型教育研究推進、世界トップアーティスト 

育成のための大学院博士課程プログラム強化・独自の質保証システム構築 

 

◆産学官との連携の下、社会実践やｱｳﾄﾘｰﾁ活動をﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ化し、芸術分野の特徴を活かしたｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞを推進 

◆グローバル企業との連携の下、芸術分野固有の強みを活かした“芸術と科学の融合” “アートイノベーション”を推進 

◎産学官連携基盤を活かした社会実践活動の推進、芸術分野の強み・特色を 
活かした新たなイノベーション創出 

 

◆我が国屈指の文化資源の集積“上野の杜”のポテンシャルと本学の特色を活かしたグローバル人材育成等諸活動を 

実行、2020 年東京オリンピック開催を契機に“上野の杜”の価値を高め、世界屈指の国際芸術文化都市へと発展 

◆本学が“ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ”の役割を担い、人的・物的ﾘｿｰｽを活かして、“世界最高峰の総合ｱｰﾄｱｰｶｲﾌﾞ”として世界へ展開 

◎我が国屈指の文化集積“上野の杜”の中核機関としての芸術文化の振興 
・人材育成等の推進、”コンシェルジュ”としてのリソース活用 

 

◆未だ確立されていない世界の芸術系大学の国際指標を、アジアの中核機関であり世界的芸術大学である本学が、 

世界有力大学との連携しつつ先導的に検証・分析し、世界の芸術系大学のプレゼンス・グローバルスタンダードを構築 

◆国際的見地から“藝大”の価値、強み・特色を明確化することで、国際的なプレゼンスを確立させ、世界に広く発信 

◎芸術分野（芸術大学）における先導的ブランディングシステム構築による 

国際プレゼンスの明確化、世界への発信 

““藝藝大大力力””をを活活かかししたた独独自自ののググロローーババルル戦戦略略  
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様式２ 

共通観点１ 創造性、展開性等【４ページ以内】 

○ 構想・ビジョンが、各大学の理念等と整合し、かつ戦略性、創造性、展開性及び実現可能性を有したものと

なっているか。タイプに合った革新性、先見性及び先導性ある構想となっているか。また、取組が概ね全学的

なものであり、大学全体の底上げが認められる内容となっているか。 

【大学の理念】 

 東京藝術大学（以下“藝大”と表記）は、我が国唯一の国立総合芸術大学として、我国の芸術文

化発展に指導的役割を果たすことを使命としており、中期目標において「世界最高水準の芸術教

育」、「高い専門性と豊かな人間性を有した芸術家、芸術分野の教育者・研究者養成」、「国内外の芸

術教育研究機関や他分野との交流等」、「伝統文化の継承と新しい芸術表現の創造推進」を掲げ、国

内外の芸術諸機関との連携を強化し、戦略的な芸術大学ネットワークを構築し国際交流推進に結び

つく体制等を整備することとしている。 

さらに文部科学省「ミッション再定義」で「海外の著名な芸術家等からの指導や作品の共同制作

等を通じたグローバル人材養成」の実行が示され、「国立大学改革プラン」を踏まえた本学の機能

強化・アクションプランにおいては、国際交流実績・国際ネットワーク基盤を飛躍的に発展させて、

グローバル化時代に対応した世界トップレベルのアーティスト育成や、世界に向けた我が国固有の

文化芸術価値の創造・発信、国際的教育研究拠点形成を推進することとしている。 

【本構想の目的】 

 グローバル化が急速に進展する今日、国際的な芸術文化交流による国境を超えた相互理解増進や

国際平和の実現等が求められ、芸術文化の魅力によって世界の国々を引きつけること（芸術文化力

の発信）が重要となっており、我が国の経済成長に繋がる新たなフロンティアの開拓が求められる

中、日本の芸術文化は世界的にも注目され、高い評価を得ており、世界に誇れる“我が国の財産”

であることから、これを活かしたグローバル戦略を展開していく必要がある。 
 
芸術文化力を活かしたグローバル戦略は、我が国の芸術文化振興はもとより、産業競争力強化や

国益増進の観点からも重要であり、自国の芸術文化価値を高め、新たな創造に発展させ、国際社会

に対して積極的に発信できる人材育成、具体的には、世界第一線で活躍できるアーティスト・クリ

エーター等の傑出した芸術家や、芸術文化の承継や国際発信等を担うアーキビスト・キュレーター

等のマネジメント人材育成が急務であり、戦略を具現化するためには、単独機関だけでなく、我が

国の芸術文化リソースを総動員し、さらに海外の卓越した知見等も結集させていく必要がある。 
 
“藝大”は、日本屈指の文化集積“上野の杜”に立地し、前身である東京美術学校及び東京音楽

学校の時代から、120 有余年に亘り、我が国唯一の国立総合芸術大学として、世界最高水準の傑出

した教育研究実績を有しており、世界トップクラスの教育体制による実践型少人数教育の実施等を

通じて、国内外の第一線で活躍する数多の芸術家を育成・輩出するとともに、我が国の伝統的な芸

術文化の継承・振興や、東アジアを中心とした国際社会における文化財修復・保存や人材育成等、

芸術文化を通じた国際貢献においても中核的役割を担っており、さらに近年は、映画・アニメーシ

ョン等日本のポップカルチャーの推進・国際展開等においても先駆的役割を果たしている。 

 

 

 

 
          
本構想は、既に国内及びアジアにおいて確固たる地位を築いている本学が、文部科学省から再定

義されたミッション等を踏まえ、これまで培ってきた実績や強み・特色を活かしたグローバル戦略

を、大学の総力を結集し“オール藝大”体制により展開するものであり、東アジアにおける中核的

機関としての機能・役割を一層明確にしつつ、さらなる高みを目指し、欧米の芸術系大学等との連

＜国際貢献・国際展開の例＞ 
  

◆中国の敦煌壁画や 

北朝鮮の高句麗壁画・ 
高麗仏画・朝鮮仏画 

の模写 

◆ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ・ﾊﾞｰﾐﾔﾝ遺跡 
の壁画の模写・研究 

等 

◆ローマ国際映画祭における 
最優秀監督賞・最優秀技術貢献賞 

Ｗ受賞 

◆ｻﾞｸﾞﾚﾌﾞ国際ｱﾆﾒｰｼｮﾝﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ 
最優秀学校賞 

ｵﾀﾜ国際ｱﾆﾒｰｼｮﾝ映画祭 

最優秀教育機関ｼｮｰﾘｰﾙ賞  等 

黒沢 清（映画専攻教授） 
第８回ローマ国際映画祭 最優秀監督賞・最優秀技術貢献賞 



（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ） 

 

11 

携基盤を活かしながら、グローバル人材育成機能強化を総合的に推進することにより、世界の有力

芸術大学をも凌駕する国際ブランド“藝大”への飛躍を目指すものである。 
 
併せて、本学が立地する“上野の杜”における芸術文化施設や文化資源等、世界的にも屈指の芸

術文化潜在力を最大限活かし、本学が推進するグローバル戦略・人材育成と、国が推進する“上野

「文化の杜」新構想”を有機的に連動させ、本学がコンダクターとなりシナジー効果を演出するこ

とにより、“上野の杜”を「国際遊学都市」に飛躍させ、２０２０年東京オリンピック開催を契機

に、“上野の杜”の魅力・実力を世界中に浸透させ、パリやロンドン、ワシントンＤＣ等、世界を

代表する芸術文化都市に比肩する「国際芸術文化拠点」への持続的発展に繋げる。 
 
＜本構想により創造する“１０年後の未来・将来ビジョン”＞ 

“藝大”が育成・輩出する芸術家等グローバル人材が、傑出した芸術力・表現力や光輝く感性、

さらには、日本人としてのアイデンティティを武器に、国内外のあらゆる場面において、先導的・

革新的に活躍することであり、世界的に権威ある展覧会・コンクール等での受賞・入賞はもとより、

我が国の芸術文化の国際発信や、新興国を中心とした芸術文化振興などの国際貢献等、国際社会の

あらゆるシーンにおいて“藝大力”を発揮し、芸術文化力によって、世界の文化・社会システムや

産業構造等国際社会全体を革新していく。 
 
加えて、“藝大”の価値・国際的プレゼンスについても、本学が自らのイニシアティブで確立し

ていくこととし、国際的見地からの本学の強み・特色について、世界の芸術大学との関係性も踏ま

え、エビデンスベースで明らかにすることで、真の“藝大力”を国際社会に発信していくこととし、

１０年後においては、“世界屈指の総合芸術大学”としての“藝大”のプレゼンスやポジションを

確固たるものとする。 
 
また、２０２０年の東京オリンピックはあくまでも通過点と位置づけ、“上野の杜”や“藝大”

のみの国際化に止まらず、“藝大”の芸術文化力から、文京区の学術文化力、

秋葉原のポップカルチャー、さらに東京駅、江戸城天守閣まで、東京都・関

係機関等との広域的な連携・共同により、多様な文化資源のシームレスな流

れを創出し、国際的都市“東京”の芸術文化ネットワークを構築していく。 
 
そして、日本の何処にどのような芸術文化が存在するのか迷った時には、

まず“藝大”を訪れ、“藝大”の教員・学生等コミュニティがコンシェルジュ

となって、世界各国の人々と多言語で交流し、芸術文化の価値や素晴らしさ

を情熱的に語らいあうことのできる、真の国際芸術文化発信の拠点、世界の

人々が集う国際遊学都市となる。 
 
本構想により、我が国に、“上野の杜”及び“藝大”を起点とする世界最大のアートプラットホ

ームを構築し、グローバル時代に対応した、国際的な芸術文化・人の流れを創出するとともに、我

が国の伝統文化を世界に発信しつつ、次世代に継承していくことにより、持続可能なシステムを基

盤とした“文化芸術立国”を実現し、我が国の国際的なプレゼンスを確立させる。 

【本構想における取組概要】 

本構想においては、学長の強力なリーダーシップの下、小規模大学の機動性・即応性を活かした

戦略の企画・立案・実行の迅速化とガバナンス機能の抜本的強化を図ることとし、“オール藝大”

体制を基盤に、国内外の関係機関等とも緊密に連携・協力することにより、戦略実行に係る４つの

先導力“Quad Initiative（ｸｱｯﾄﾞ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ）”を基軸としたグローバル戦略を展開していく。 

＜Quad Initiative（クアッド・イニシアティブ）＞ 
Integration Collaboration Development Branding 

総合芸術大学として、美術、音

楽及び映像に係る教育研究リ

ソースを総結集し、分野横断

的・複合的な「オール藝大」体

制の下、多角的・多面的アプロ

ーチによる新たな芸術文化価

値「ジャパン・ブランド」を創

造・発信 

海外一流芸術系大学・関係機関

等との連携基盤を活かした「海

外一線級アーティストユニッ

ト誘致」及び「海外戦略拠点整

備」を推進するとともに、「芸

術実践領域博士プログラム」を

活かしたグローバル人材育成

機能強化 

“上野の杜”のポテンシャルを

活かし広域型キャンパスとし

て活用、アクティブラーニング

やアウトリーチ等の展開によ

る「国際遊学都市」への発展、

2020 年東京オリンピックを契

機に「国際的芸術文化都市」へ

と飛躍 

未だ確立されていない世界の

芸術系大学の相対的な強み特

色等のブランディング 

を本学が先導的に分析してグ

ローバルスタンダードを構築、

世界における本学の国際プレ

ゼンスを明確化、「藝大ブラン

ド」を確立 
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「Integration」【インテグレーション（統合・集積）】 

 本学は我が国唯一の国立総合芸術大学として、美術、音楽及び映像に係る世界水準の教育研究を

展開しているが、これは世界的にも見ても稀であり、美術や音楽等個別分野に特化した芸術系大学

が多い中、本学では、多様な芸術分野に係る世界トップレベルの教育研究実績やリソースを活かし

つつ、分野を超えた連携や多角的・多面的なアプローチによる新たな芸術の創造を探求してきた。
 
 本構想においては、分野融合型の芸術教育研究をさらに推進するため、学部・講座を基本単位と

してきた教員組織を見直し、分野横断型の「芸術研究院」を新たに編成し、個々の分野の強み・特

色を有機的に統合し、世界をリードできる新たな芸術文化価値「ジャパン・ブランド」を創造・発

信していく。さらに平成２８年度には、分野横断的な教育研究基盤を活かし、新たな独立研究科と

して「グローバルアート創造研究科（３専攻（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ専攻、ｱｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻及びｱｰﾄｲﾉ

ﾍﾞｰｼｮﾝ専攻）で構成）」を設置し、複数の分野専攻を可能とする「ダブルメジャープログラム」等、

分野横断的な教育研究を推進し、世界に新しい芸術価値を創造・発信できる人材育成を実行する。
 
 また、本学には、これまで創出してきた教育研究成果や、収集・蓄積してきた芸術作品・図面・

教材・演奏記録・映像・写真・楽器等、世界的に価値の高い文化資源が集積していることから、こ

れを有機的に統合し、“上野の杜”をはじめとする我が国の文化資源も含めた総合的・体系的な芸

術アーカイブシステムを構築し教育研究に活かすとともに、広く国際社会に向けて発信していく。
 
「Collaboration」【コラボレーション（共同・共演）】 

 国際交流協定大学数が国内芸術大学中、

最多を誇るなど、本学がこれまで培ってき

た海外一流芸術系大学や関係機関、世界的

なアーティスト等との国際的な交流・ネッ

トワーク基盤や共同プロジェクト等の実

績は、質・量とも、世界最高水準を誇る。 
 
 今後、グローバル人材育成を推進する上で、世界水準の技術・表現力はもとより、国際的な視点

やコミュニケーション能力等を総合的に強化していく必要があり、キャンパス環境のグローバル化

を図る上でも、外国人教員や留学生等を計画的に増加させていく必要がある。 
 
 本構想においては、海外から一線級アーティストをユニットとして誘致し、これまでテンポラリ

ーに実施していた招聘教員による指導を恒常化させて、世界最高水準の共同プロジェクトをカリキ

ュラムに組み込み、グローバル人材育成プログラムを確立する。 
 
 他方、教員・学生の国際流動性・双方向性を確保する際、海外に国際交流のためのサテライト拠

点を戦略的に整備する必要があり、とりわけ、芸術分野において重要となる教育研究成果を国際的

に発信するための場（ギャラリー機能）も併せて整備する必要がある。 
 
 そのため、上記ユニット誘致や今後の国際共同カリキュラム（ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ）の開発等を念頭

に、今後本学が展開を計画する国・地域に、グローバル戦略のベースキャンプとなる拠点を整備す

ることとし、専任教員やスタッフを配置し、ギャラリー機能を併せ持つサテライトキャンパス“藝

大グローバルギャラリー”を整備する。 
 
 さらに、ユニット誘致や海外拠点整備を活かし、本学が世界に先駆けて開発した、芸術分野固有

の“実技”に重点を置いた博士人材育成システム「芸術実践領域博士プログラム」について、海外

一線級ユニットとの国際コラボレーションによる実践プログラムを組み込むとともに、海外ユニッ

トを審査メンバーに加えた国際水準の公開型学位審査制度に発展させることにより、世界トップレ

ベルのアーティストを育成するためのシステムを構築する。 
 
「Development」【ディベロップメント（展開・発展）】 

本学は国内の芸術系大学や産業界、自治体等との連携関係を構築し、共同による人材育成プログ

ラム・シンポジウム等の実施や産学連携による研究開発や社会実践活動等を展開しているが、今般、

グローバル戦略を推進する中で、海外ユニットとの共同プロジェクトについて、国内関係機関とも

日仏学生交流ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
外国人ｱｰﾃｨｽﾄ 
による個人ﾚｯｽﾝ
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連携することとし、国内一線級アーティストをはじめ、文化人や科学者等、様々な有識者を広く参

集し、藝大のみに止まらない“オールジャパン”による教育研究活動を展開する。 
 
また、我が国屈指の文化資源の集積“上野の杜”の文化施設等との連携基盤・ネットワークを活

かし、上野の杜全体を広域型（リージョナル）キャンパスとして活用し、外国人観光者等来訪者を

巻き込んだアクティブラーニングや、国際芸術祭をはじめ、展覧会・公演など文化施設を利用した

教育研究成果のアウトリーチ活動等を展開していく。 
 
さらに、上野の文化施設に在籍する学芸員等の資質向上を図るため、上記のグローバルアート創

造研究科の人材育成プログラムを活用し、海外ユニットとの共同プロジェクトも取り入れた“キャ

リアアッププログラム”を履修証明制度により展開する。 
 
とりわけ、2020 年の東京オリンピック開催を視野に、現在、文部科学大臣の指示により検討中で

ある“上野「文化の杜」新構想”において、本学はその中核機関として、上野の文化施設とも連携

した事業展開を構想中であり、本構想と連動させてグローバル人材育成等を推進し、“上野の杜”

を“国際遊学都市”に展開するとともに、オリンピックを契機として、ロンドンやパリ、ワシント

ンＤＣに比肩する “世界的芸術都市 上野”へと飛躍させていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「Branding」【ブランディング（価値・プレゼンス向上）】 

日本再興戦略等において、大学の国際ランキングに着眼したグローバル化推進が提言される中、

芸術系大学については、国際ランキング等の評価・指標のグローバルスタンダードは未だ存在せず、

歴史的・文化的背景から、「芸術分野は欧米が有力」というイメージのみ先行する傾向があり、本

学をはじめ、アジアの芸術系大学の強みや特色が必ずしも明らかになっていない。 
 
本構想におけるグローバル戦略の成果や達成度を図る上でも、大学の国際的な位置付けや実力等

「国際プレゼンス」の明確化は極めて重要であることから、未だ明確化されていない世界の芸術系

大学の相対的な強みや特色を、本学が中核となり、世界の有力芸術系大学や誘致する海外ユニット

等とも連携しつつ検証・分析して“先導的ブランディングシステム”を構築し、芸術分野における

国際プレゼンスのグローバルスタンダードを整備する。 
 
特に芸術分野の場合、一般的な大学ランキングの指標とされる「被引用論文数」等の定量的指標

が馴染まないことから、学生や卒業生、教員の国際的な展覧会・コンクール等での受賞・入賞歴を

はじめ、制作等活動実績や、社会実践や国際貢献活動に係る実績等、芸術分野の特殊性を踏まえた

多様な観点・指標等に基づき検証を行う。 
 
これにより、本学の世界的な位置づけを明確化し、強み・特色等を世界に広く発信していくとと

もに、ＰＤＣＡサイクルの中で不断の検証を行い、研鑽を積むことにより、“藝大ブランド”とし

ての国際的な価値を高め、国際プレゼンスを向上させていく。 

さらに、“上野の杜”の国際的な価値も高め、日本の芸術文化力を“ジャパンブランド”として

確立するとともに、本構想の成果や達成状況等を検証する際、ブランディングによるアウトプット

をマイルストーンとして活用していく。 

“上野の杜”における世界最高水準のポテンシャル 
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様式３ 

共通観点２ 共通の成果指標と達成目標 

○ 前提条件となる事項（大学改革、国際化等）に関し、「スーパーグローバル大学」に相応しい実績を有し、

かつ目標設定がなされているか。                ※各指標の定義は記入要領によること。

１．国際化関連 （１） 多様性 

①教員に占める外国人及び外国の大学で学位を取得した専任教員等の割合【１ページ以内】

【実績及び目標設定】                     各年度５月１日の数値を記入

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

外国人教員等（Ａ） 79 人 158 人 193 人 228 人 

 うち外国籍教員 10 人 70 人 75 人 80 人 

 うち外国の大学で学位を取得した
日本人教員 

39 人 43 人 48 人 53 人 

 うち外国で通算１年以上３年未満
の教育研究歴のある日本人教員 

20 人 32 人 53 人 72 人 

 うち外国で通算３年以上の教育研
究歴のある日本人教員 

10 人 13 人 17 人 23 人 

全専任教員数（Ｂ） 228 人 268 人 278 人 278 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 34.6 ％ 59.0 ％ 69.4 ％ 82.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、外国籍教員及び外国の大学で学位を取得した日本人教員数は必ずしも多くはな

いが、本学教員の大半は外国での教育研究歴を有しており、とりわけ、芸術分野においては、正規

の海外留学や海外派遣等だけでなく、個人的な展覧会・演奏会等も含め、教員は様々な態様で海外

での実践的活動を行っている場合が大半であり、単に教育研究歴に止まらない、多様な海外経験・

国際活動実績を有している。 

特に本学の場合は、教員のキャリアとして海外での創作研究・演奏活動等の経験を重視して採

用・昇格等を行ってきていることから、国際的なキャリアを有する教員の比率は一般的な芸術系大

学の比しても高く、その豊富な国際経験を活かし、日本最高峰の芸術大学の教員として、世界水準

の教育研究を展開している。 

【本構想における取組】 

 本構想では、海外から一線級のアーティスト等をユニットとして誘致することとしており、これ

まで培ってきた国際ネットワークを発展させて、美術、音楽及び映像分野において、世界の第一線

で活躍している海外のアーティスト・クリエーター等を専任教員として、年俸制により招聘する。

 １ユニット当たりの構成は１０名規模（「ｺｱﾕﾆｯﾄ」4～5 名及び「ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ」5～6 名）として

おり、特に芸術分野では、大学のみならず、学術機関・団体や個人など、多様な属性による複合的

な「ユニット・コミュニティ」を構築する必要がある。 

平成２７年度中に６ユニットを誘致し、約６０名規模の外国人教員を確保し、その後も段階的に

ユニット数・構成員の拡充を図る。他方、ユニット誘致と併せて実施する海外戦略拠点整備におい

て、ユニット誘致とのトレード・人材交流も推進し、本学教員の海外への派遣計画を実行すること

で、外国で教育研究歴を有する日本人教員も段階的に増加させる。 

＜海外一線級アーティストユニットの構成＞ 
ファインアート分野 

ヨーロッパ中心 

工芸・文化財保存分野 

アジア中心 

音楽表現分野 

ヨーロッパ中心 

オペラ声楽分野 

ヨーロッパ中心 

映画分野 

ヨーロッパ中心 

アニメーション分野

アメリカ中心 

＜コアユニット＞ 

ロンドン芸術大学セン

トラル・セントマーティンズ 

＜コアユニット＞ 

清華大学美術学院 

＜コアユニット＞ 

ベルリン・フィルハ

ーモニー管弦楽団 

＜コアユニット＞ 

ウィーン音楽演劇 

大学 

＜コアユニット＞ 

フランス国立映画 

学校 

＜コアユニット＞ 

ハーバード大学 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

パリ国立高等美術学

校、シカゴ美術館附属

美術大学 等 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

中央美術学院、ソウ

ル大学校美術大学 

等 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

ベルリン芸術大学、

リスト音楽院 等 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

メトロポリタンオペ

ラ、ウィーン国立歌

劇場 等 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

韓国映画アカデミー

大学、映画監督（ﾌｨﾝ

ﾗﾝﾄﾞ･台湾） 等 

＜ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝﾕﾆｯﾄ＞ 

南カリフォルニア大

学、ｱﾆﾒｰｼｮﾝ映画監督

（ﾌﾗﾝｽ） 等 
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様式３  

１．国際化関連 （１） 多様性 

②職員に占める外国人及び外国の大学で学位を取得した専任職員等の割合【１ページ以内】

【実績及び目標設定】                    各年度５月１日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年 

外国人職員等（Ａ） 2 人 12 人 21 人 30 人 

 うち外国籍職員 1 人 6 人 9 人 12 人 

 うち外国の大学で学位を取得
した日本人職員 

0 人 1 人 2 人 3 人 

うち外国で通算１年以上の職
務・研修経験のある日本人職員 

1 人 5 人 10 人 15 人 

全専任職員数（Ｂ） 110 人 120 人 120 人 120 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 1.8 ％ 10.0 ％ 17.5 ％ 25.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状において、外国籍職員や外国の大学で学位を取得した日本人職員数はほとんど存在せず、外

国で通算１年以上の職務・研修経験のある日本人職員もほとんど存在しない。 

これまで、職員の採用試験等において、特に上記観点を踏まえた採用を行ってこなかったが、国

籍や学位、外国での職務履歴までは問わないまでも、外国語の運用能力や国際的業務に係る実務経

験等を意識した試験を行う中で、国際関係業務に係る専門能力を有する職員採用を年々増やしつつ

ある。 

また、外国語研修はもとより、通常の職員研修プログラムにおいても、国際関係に係る研修内容

を組み込むなど、グローバル化に対応できる資質を高めるよう努めている。 

【本構想における取組】 

 本構想では、海外からの一線級アーティストユニット誘致及び留学生受入の拡充によるキャンパ

ス環境のグローバル化促進や、海外戦略拠点整備による本学の学生や教職員の海外への流動性向上

を計画しており、国際交流・人材交流の双方向性が飛躍的に高まることから、当然ながら職員につ

いても、国際的なセンス・視野や基礎的な語学力等の専門性を有することが求められる。 

 そのため、事務職員採用時においては、国際経験や語学力を要件として、採用における一定数割

合を国際担当専門スタッフとして雇用することとし、その他の事務職員採用においても採用時に資

質を見極めることとする。 

 加えて、採用後においても国際化に対応できる能力・資質を高めるため、外国語研修を中心とし

て、国際化に対応した研修制度を新たに設け、新設予定の海外戦略拠点や国際交流校への一定期間

（半年～３年程度）の派遣・短期留学等を、通常の人事異動や研修プログラムとして実行すること

により、国際化に対応できる職員を計画的に育成・配置する。 

 

＜海外戦略拠点の整備計画＞ 

 

 

 

 

 

 その他、本構想では、留学生（主に大学院生）を「シニアチューター」として雇用し、大学のグ

ローバルマネジメントを担うスタッフという立場で、留学生や外国人教員等に対するアドバイザー

的役割を担ってもらうこととしているが、シニアチューターと本学職員との協働の中で国際化に対

応できるノウハウを培う環境が醸成される。 

 

ベルリン（ドイツ）、ロンドン（イギリス）、パリ（フランス）、ウィーン（オーストリア） 

ブダペスト（ハンガリー）、ローマ（イタリア）、ボストン、ロサンゼルス（アメリカ） 

北京（中国）、ソウル（韓国）、台北（台湾）、クアラルンプール（マレーシア）、 

ハノイ（ベトナム）、ジャカルタ（インドネシア）、ウランバートル（モンゴル）  他   
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様式３ 

１．国際化関連 （１） 多様性 

③教職員に占める女性の比率【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月１日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

女性教員（Ａ） 42 人 66 人 90 人 114 人 

全専任教員数（Ｂ） 228 人 268 人 278 人 278 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 18.4 ％ 24.6 ％ 32.4 ％ 41.0 ％ 

女性職員（Ｃ） 38 人 45 人 53 人 60 人 

全専任職員数（Ｄ） 110 人 120 人 120 人 120 人 

割  合（Ｃ／Ｄ） 34.5 ％ 37.5 ％ 44.2 ％ 50.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状において、女性教員、女性職員の比率は高い割合となっており、女性教員に関しては、国立

大学協会が掲げる「国立大学における男女共同参画の推進について－アクションプラン－」で示さ

れる「女性教員２０％」をあと少しで達成できる状況であり、女性職員に関しては、３４．５％と

高い割合になっている。 

 女性教員の採用に関しては、男女共同参画の観点から、任用・昇格の際の審査の観点としており、

芸術に係る表現力や実践力等、様々な要素を踏まえた総合的な審査を行っていく中で、年々女性教

員の採用が増加傾向にあり、昨今の女子学生の増加にも連動して、今後さらに高まっていくことが

予想される。 

 また、女性職員に関しても、男女共同参画の観点から採用時の審査の観点としていることから、

近年さらに増加傾向にあり、例えば、４０歳未満の職員の占める女性比率に関して言えば、４７名

のうち２７名（約５８％）が女性であるなど、さらに比率が高まっており、課長ポストへの女性管

理職の登用など、女子学生比率が高い芸術大学の特色・個性に応じた体制整備を行っている。 

【本構想における取組】 

 本学は芸術大学であることから、現在女子学生の比率は高く、今後も高い水準で推移していくこ

とが予想され、これに連動して教員組織における女性教員比率もますます高まっていくものと推察

される。 

 男女共同参画を推進する観点もさることながら、芸術大学としては、女性の持つ豊かな感性や繊

細な表現力等は極めて重要であることから、今後の教員の採用計画における女性教員採用の目標数

を設定して採用を促進するとともに、研究者としてのキャリアパスの円滑化を図るため、特にライ

フイベントに係る組織的な配慮を行うこととし、出産前後や育児期間における支援要員の配置等、

女性教員が教育研究に従事しやすい環境整備を図っていく予定である。 

 また、女性職員についても最近は増加傾向にあるが、女性教員同様、ライフイベントに係る配慮

を充実させるため、組織的な支援体制等を強化していく予定であり、芸術大学の特色・個性に応じ

た職員採用を推進していく。 

             ◆藝大の特色・個性を一層強 
する観点から、女性教職員 
を計画的に採用・拡充 
 

◆出産・育児等ライフイベント 
に係る支援・環境整備等を 
組織的に強化 

女性教職員の計画的採用・支援強化 
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様式３ 

１．国際化関連 （１） 多様性 

④全学生に占める外国人留学生の割合【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                 各年度５月１日及び通年の数値を記入

 
平成２５年度 
（H25.5.1） 

平成２８年度 
（H28.5.1） 

平成３１年度 
（H31.5.1） 

平成３５年度 
（H35.5.1） 

外国人留学生数（Ａ) 138 人 280 人 422 人 564 人 

うち、在留資格が「留学」
の者 

116 人 235 人 355 人 474 人 

うち、在留資格が「留学」
以外の者 

22 人 45 人 67 人 90 人 

全学生数（Ｂ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 4.2 ％ 8.5 ％ 12.7 ％ 17.0 ％ 

 
平成２５年度 
（通年） 

平成２８年度 
（通年） 

平成３１年度 
（通年） 

平成３５年度 
（通年） 

外国人留学生数（Ｃ） 145 人 293 人 441 人 588 人 

うち、在留資格が「留学」
の者 

123 人 249 人 375 人 500 人 

うち、留資格が「留学」以
外の者 

22 人 44 人 66 人 88 人 

全学生数（Ｄ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

割  合（Ｃ／Ｄ） 4.4 ％ 8.8 ％ 13.3 ％ 17.7 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、中国及び韓国を中心に、東アジアから欧米を含め多数の国から留学生の受け入

れを行っているが、年々増加傾向にあり、大学全体として、留学生の拡充を方向で積極的な受け入

れを推進しており、教育プログラムの改革や支援の在り方を含め、学内において総合的な推進方策

を検討中である。 

【本構想における取組】 

 本構想では、海外からの研究者・アーティストユニット誘致と併せて、留学生受入の大幅な拡充

を図ることとしているが、具体的な対応の方向性として、グローバルサポートセンターの新設やシ

ニアチューター制度創設による総合的な留学生支援の実施をはじめ、外国語による授業科目の充実

や外国語のみで修了出来るコースの新設、シラバスの英語化、日本語教育の充実等を総合的に推進

することとしており、本年４月に整備した混住型学生宿舎「藝心寮」の活用も可能な状況となって

いる。 
 
また、新たな研究科・専攻の設置構想（「グローバルアート創造研究科」及び音楽研究科「オペ

ラ専攻」）もあり、新たな組織においては、留学生枠を一定数設ける予定であることから、留学生

の確実な増加を見込んでいる。 

＜本構想における新たな大学院組織の整備＞ 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、国際交流協定校との関係においても、積極的なリクルートを行うとともに、海外の本学

ＯＢを活用したリクルート方策も講じることにより、人材交流・双方向性を高め、留学生の積極的

な受け入れ・増加を図ることを計画している。 

大学院独立研究科 

の新設 

 

グローバルアート創造研究科

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ 
専攻(M) 定員 12 名 

ｱｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻(M)
定員 8名 

ｱｰﾄｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専攻(M)
定員 8名 

音楽研究科（既設）

大学院専攻 
の新設（専攻増） 

オペラ専攻(M) 
定員 8名 
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様式３ 

１．国際化関連 （２） 流動性 

①日本人学生に占める留学経験者の割合【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

単位取得を伴う海外留学経験
者数（Ａ 

91 人 224 人 367 人 510 人 

うち学部（Ｂ） 1 人 28 人 65 人 101 人 

うち大学院（Ｃ） 90 人 196 人 302 人 409 人 

全学生数（Ｄ） 3,175 人 3,175 人 3,175 人 3,175 人 

うち学部（Ｅ） 2,025 人 2,025 人 2,025 人 2,025 人 

うち大学院（Ｆ） 1,150 人 1,150 人 1,150 人 1,150 人 

割  合（Ａ／Ｄ） 2.9 ％ 7.1 ％ 11.6 ％ 16.1 ％ 

割  合（Ｂ／Ｅ） 0.0 ％ 1.4 ％ 3.2 ％ 5.0 ％ 

割  合（Ｃ／Ｆ） 7.8 ％ 17.0 ％ 26.3 ％ 35.6 ％ 

３ヶ月以上研究派遣された大
学院生数（Ｇ） 

0 人 90 人 185 人 285 人 

割  合（Ｇ／Ｆ） 0.0 ％ 7.8 ％ 16.1 ％ 24.8 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、単位取得を伴う形での海外留学経験者や３か月以上研究派遣された大学院生は

必ずしも多くはないが、芸術分野においては、海外との共同ワークショップや国際公演、制作活動

等、必ずしも単位認定や研究派遣等に表れない形で国際経験を積んでいる実態がある。 
  
例えば、上記の共同ワークショップ等諸活動で海外での活動実績を有する学生に関しての統計と

しては（個人が休学し渡航する場合除く）、学部学生で概ね２割、大学院学生で概ね６割が海外で

の活動経験等を積んでいる状況であり、現在、さらに多くの学生が海外経験を積むことができるよ

うな制度設計に向けて検討しているところである。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、海外での活動・経験を積む機会をさら拡充・発展させることとし、正規のカ

リキュラムへの反映や単位認定も含め、組織的にシステムとして組み込んでいくこととしており、

学部学生については、基本的には短期型の派遣を拡充していく予定であり、大学院学生については、

長期型の派遣・留学を拡充していく。 
 
その際、大学間交流協定を締結している大学はもとより、それ以外にも海外関係大学・関係機関

は多数存在しており、本学は我が国の芸術系大学の中では、対象地域・分野等も含め最多数の国際

交流実績があることから、そのネットワーク基盤を活かして展開していく予定であり、今般整備す

る海外戦略拠点の活用や、現地の本学ＯＢによるサポート等により、円滑な海外派遣システムを確

立する。 
 
また、海外での活動に係る支援に関しては、本構想において新設するグローバルサポートセンタ

ーにおける支援や、海外一線級アーティストユニットによるグロ-バルメンターの指導・助言等、

海外での活動による教育効果が高まるような総合的なサポートシステムを構築する。 
 
その他、海外派遣については、渡航・滞在に係る費用等の問題も介在することから、大学として

の組織的な支援を「藝大基金」等の資金を活用して行っていく予定であり、学生本人の家計状況や

成績、海外留学等に対する意欲等を総合的に勘案しつつ、必要な手当・配慮を行っていくこととし

ている。 
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様式３ 

１．国際化関連 （２） 流動性 

②大学間協定に基づく交流数【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

大学間協定に基づく派遣本人学
生数（Ａ） 43 人 146 人 253 人 359 人 

 うち単位取得を伴う学部生数 1 人 2 人 4 人 6 人 

 うち単位取得を伴わない学部
生数 4 人 8 人 14 人 20 人 

 うち単位取得を伴う大学院生
数 0 人 3 人 7 人 10 人 

 うち単位取得伴わない大学院
生数 38 人 133 人 228 人 323 人 

全学生数（Ｂ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

割  合（／Ｂ） 1.3 ％ 4.4 ％ 7.6 ％ 10.8 ％ 

大学間協定に基づく受入外国留
生数（Ｃ） 35 人 147 人 259 人 367 人 

 うち単位取得を伴う学部生数 1 人 3 人 4 人 5 人 

 うち単位得を伴わない学部生
数 0 人 7 人 15 人 20 人 

 うち単位取得を伴う大学院生
数 0 人 4 人 8 人 12 人 

 うち単位取得を伴わない大学
院生数 34 人 133 人 232 人 330 人 

全学生生（Ｄ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

割  合（／Ｄ） 1.1 ％ 4.4 ％ 7.8 ％ 11.1 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、本学が大学間交流協定を締結する大学は１８カ国５３大学と、我が国の芸術系

大学ではナンバーワンの実績を誇り、世界的に見てもトップクラスの状況にあり、海外一流芸術大

学を中心に、アジアから欧米を含め、対象地域・分野等もバリエーションに富んでいる。 
 
学生に対しては、ガイダンスや各種説明会等の中で交流大学への派遣についてアナウンスすると

ともに、留学に係る単位認定や修業年限、費用負担に係る詳細までも含め、個別に指導教員から説

明を行っており、留学生に受入れに関しても、個別訪問等を行う中でリクルート活動を行っている。

【本構想における取組】 

 本構想においては、今後、グローバル展開を進める中で、国際交流・ネットワーク基盤を活かし、

学生の海外派遣を飛躍的に増加させる予定であり、正規のカリキュラムへの反映や単位認定も含

め、組織的にシステムとして組み込んでいくこととしており、学部学生については、短期型の派遣

を拡充し、大学院学生については、長期型の派遣・留学を拡充していく。 
 
現在、学生の派遣や外国人留学生の受け入れに関しては、組織的な支援体制を強化することとし

て、今般新設するグローバルサポートセンターにおける支援や、海外一線級アーティストユニット

によるグロ-バルメンターの指導・助言等、総合的なサポートシステムを構築する。 
 
また、海外派遣については、渡航・滞在に係る費用等の問題も介在することから、大学としての

組織的な支援を「藝大基金」等の資金を活用して行っていく予定であり、学生本人の家計状況や成

績、海外留学等に対する意欲等を総合的に勘案しつつ、所要の手当・配慮を行っていく。 
 
他方、国際交流校からの留学生確保に関しても、新たに整備する海外戦略拠点や現地の留学生Ｏ

Ｂ等を活かしつつ、直接的にリクルートする組織的なシステムを構築する。 
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様式３ 

１．国際化関連 （３） 留学支援体制 

①日本人学生の留学についての支援体制の構築【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、これまで、留学する日本人学生に対しては、留学に関する情報提供や相談等を、

本部学生支援課と学部事務部、指導教員等の協力の下対応してきたところであり、ガイダンスや各

種説明会の機会を通じて積極的に情報提供・情報発信を行っている。 

 実際には、個別相談の中で手厚いサポートを行うこととしており、事務局の留学担当スタッフに

よる、教務的な観点はもとより、就業・生活支援も含めた個別相談を行っている他、担当指導教員

からの専門的見地からの指導・助言を行う中で、留学を希望する学生に対しては、遺漏なく留学に

係る手続きを行うよう支援している。 

【本構想における取組】 

本構想においては、今後留学を含めた海外派遣を増加させていくことから、これに対応するため、

新たに「グローバルサポートセンター」を設置し、専任の教員１名、国際コーディネーター２名（ア

ジア・欧米担当各々１名）、専門スタッフ５名を配置することにより、留学前から留学中、留学後

も含めた手厚い支援を実施する予定であり、特に留学先でのリスク回避や危機管理についても、同

センターを中心としたネットワークを構築し、整備予定の海外戦略拠点や個々の留学先のおける指

導教員やホストファミリー等との緊密な連携の下、迅速に対応していく。 
 
さらに、留学・渡航に係る費用負担に関しても、大学独自奨学金による支援や、他の奨学金の斡

旋等を行ってきたところであるが、今後は、大学としての支援を拡充すべく、組織的支援として、

「藝大基金」を活用していく予定であり、学生本人の家計状況や成績、海外留学等に対する意欲等

を総合的に勘案しつつ、所要の手当・配慮を行っていくこととしている。 

加えて、本構想において誘致する海外一線級アーティストユニット教員に「グローバルメンター」

としての役割を担っていただくとともに、併せて「キャリアアドバイザー」を配置し、留学を希望

する者を対象とした留学前事前相談・セミナーを実施する他、海外戦略拠点を整備することで、キ

ーステーションとなるサテライトキャンパスの教員・スタッフによるサポートの実施等、手厚い組

織的支援を行うこととしている。 

グローバル戦略実現のための総合支援体制の強化・充実 

グローバルサポートセンター 
＜大学戦略機構“藝大 Global Crossing CORE”内に設置＞ 

 

◆専任教員（１名）・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（２名） 

専門スタッフ（５名）の手厚い配置により 

総合的な支援体制を強化 

◆留学生及び日本人学生の留学双方について 

総合的に支援（日本語教育、生活支援等） 

◆海外ユニット誘致、海外戦略拠点整備に 

 ついてもインタフェースとして対応 

◆ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾒﾝﾀｰやｷｬﾘｱｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ 

に係る調整に関しても対応 

留 

学 

生 

日 
本 
人 
学 
生 
の 
留 
学 

◆グローバルメンター
※海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄ 

ﾕﾆｯﾄにより構成  
◆キャリアアドバイザー 

現地に 

おける 

大学案内・

学生募集 

入学後 

の履修・ 

生活相談 

帰国後 

の OB・OG 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 

構築 等 

世界各地の海外戦略拠点、国際交流協定大学、藝大国際同窓会、ﾎｽﾄﾌｧﾐﾘｰ等との総合的な連絡調整 

チューターステーション

◆シニアチューター 
※大学院生により構成 

留学・渡航 

に係る 

事前相談、 

留学中の 

ｻﾎﾟｰﾄ、帰国後 

の事後教育 

ﾚﾋﾞｭｰ等を 

実施 



（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ） 

 

21 

様式３ 

１．国際化関連 （３） 留学支援体制 

②外国人留学生等の支援体制の構築【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、「学長特命（国際交流及び留学生担当）」教員主導により、小規模大学のメリッ

トを活かした組織一体的・一元的な外国人留学生支援を行っている。 

具体的には、留学生支援を目的とした「留学生センター」を設置し留学生担当教員を配置して、

留学生からの修学・生活指導相談等に対応するとともに、日本語・日本事情に係る教育を行ってお

り、学長主催の外国人留学生懇談会の開催や日本文化体験等、留学生対象としたイベントも実施し

ている。 

また、事務組織としては、大学の支援機能を一元化した「学生支援課（留学生係）」が設置され

ており、上記センターの担当教員との連携・協力の下、手厚い支援を行っている他、「チューター

制度」として、本学の日本人学生がチューターとなり、留学生の学習上や日常生活の問題等につい

ての相談を受けている。 

 その他、全学的な国際交流を推進する観点から「国際交流室」が設置されており、例えば、自治

体等とタイアップした国際交流に係る諸活動を推進する中で、留学生へのインフォメーションはも

とより、日本文化に触れる機会や語学力向上に係るサポート等、様々な支援を行っている。  

【本構想における取組】 

 本学においては、既設の「留学センター」を発展的に強化して、新たに「グローバルサポートセ

ンター」を設置し、専任の教員・国際コーディネーター・専門スタッフを手厚く配置することによ

り、留学生に対する支援の充実を図ることとしており、とりわけ、語学力のあるスタッフの配置に

よるコミュニケーションの円滑化や教学支援・生活支援を含めたワンストップサービスを提供する

こととしている。また、留学生支援員の配置として、日本人学生のチューターに加え、先輩留学生

による「シニア・アドバイザー制度」も併せて導入し、サポートセンター内外も含めた支援を行う。
 
 日本語教育についても、新たに教員を配置し指導体制の強化を図るとともに、入学前の日本語研

修プログラム提供を行うこととし、さらに日本文化に触れる機会を増やすため、現行の日本文化体

験・旅行（年２回開催）を月１回の頻度で開催し、上野の杜を中心とした都内の文化施設への訪問

はもとより、日本各地における文化体験等の機会を組織的に提供することとしている。 
 
加えて、本構想において誘致する海外一線級アーティストユニット教員に「グローバルメンター」

の役割を担っていただき、併せて配置する「キャリアアドバイザー」と連携し、留学生を対象とし

たキャリア相談・メンタリングを実施するなど、留学生の希望に即した手厚い支援を実施すること

としており、本年度整備した混住型学生寮「藝心寮」における寮内教育・支援等も充実させていく。

 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾒﾝﾀｰ・ｷｬﾘｱｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

によるｷｬﾘｱ相談・ﾒﾝﾀﾘﾝｸﾞ実施 

大学院生“ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ” 
による支援・指導 

先輩留学生 
“ｼﾆｱ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｰ” 
による支援・指導 

日本語指導教員配置 
による日本語教育の充実 

“グローバルサポートセンター”
（専任教員、国際コーディネーター、専門スタッフ等）に

よる総合的な支援 

総合的な留学生支援体制・システムの構築 

混住型学生寮「藝心寮」 
における寮内教育・支援等 

入学前における 
日本語研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供 
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様式３ 

１．国際化関連 （４） 語学力関係 

①外国語による授業科目数・割合【２ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

外国語による授業科目数（Ａ） 4 科目 145 科目 300 科目 505 科目

 うち学部（Ｂ） 0 科目 45 科目 90 科目 185 科目

 うち大学院（Ｃ） 4 科目 100 科目 210 科目 320 科目

英語による授業科目数（Ｄ） 4 科目 108 科目 247 科目 425 科目

 うち学部 0 科目 35 科目 72 科目 155 科目

 うち大学院 4 科目 73 科目 175 科目 270 科目

全業科目（Ｅ） 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｆ） 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｇ） 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

割  合（Ａ／Ｅ） 0.1 ％ 4.3 ％ 9.0 ％ 15.1 ％ 

割  合（Ｂ／Ｆ） 0.0 ％ 2.5 ％ 4.9 ％ 10.2 ％ 

割  合（Ｃ／Ｇ） 0.3 ％ 6.5 ％ 13.7 ％ 20.9 ％ 

割  合（Ｄ／Ｅ） 0.1 ％ 3.2 ％ 7.4 ％ 12.7 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、大学院の専門科目や共通科目における、外国人教員による英語の授業の実施に

止まるが、芸術分野の特殊性として、例えば、ファインアートやデザイン、音楽表現、声楽、映像、

アニメーション分野の実技科目の一部では、日本語と外国語を併用するスタイルでの授業が展開さ

れているなど、すでにグローバル化に対応した授業形態が導入されている。 
  

現在、東アジアを中心とした留学生の更なる拡充や、海外一線級アーティスト誘致による教育研

究活動・内容のグローバル化を計画する中で、特に大学院における外国語による講義等授業科目の

開設について検討しており、実際に在学中の留学生や、留学生ＯＢ、留学希望者等からの外国語に

よる授業開設についての要望も強いことから、速やかに対応すべく検討を進めている。 
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【本構想における取組】 

 本構想では、海外からの一線級アーティストユニットの誘致や、東アジアを中心とした留学生受

入の拡充によるキャンパス環境のグローバル化促進を図ることとしており、本学学生の留学や海外

インターンシップ等についても飛躍的に増加させていく予定であることから、特に大学院におい

て、外国語による授業科目を増加させることは必須である。 
 

 そのため、外国語による授業科目数を年々増加させていく予定であり、まずはユニット誘致によ

り招聘した外国人教員が行う授業（講義、演習及び実習・実技等）は、全て外国語で実施するほか、

本学教員が担当する授業についても、段階的に外国語により実施していく予定である。 
 

具体的には、大学院において実施される海外一線級アーティスト等外国人教員が担当する国際共

同プロジェクト等を中心として、当該プロジェクトに関連する事前・事後教育として、一連のコー

スワークの中に組み込まれる講義・演習についても外国語により実施する予定であり、グローバル

人材育成のための体系的なカリキュラム編成の中で対象となる授業科目を決定していく。 

  

そのため、海外一線級アーティストユニット等が担当する授業科目の他、関連するコースワーク

に係る講義等に関しては、日本人教員が担当する科目についても、原則外国語に切り替えていく予

定である。 
 

また、芸術分野の特性から、そもそも現時点においても、例えば、声楽等の実技科目では、イタ

リア語やフランス語、ドイツ語を主体として行われている授業も存在しており、日本語による指導

部分も含めて外国語に切り替えていくことで、全て外国語により実施する予定としている。 
  

なお、現時点において、本学教員の４割近くは外国での教育研究歴を有しており、それ以外にも

海外での活動経験を有する者が多数存在し、実行上、外国語で授業を実施することが可能な日本人

教員はおよそ６割を超えることから、指導者側の立場からは、外国語への授業実施への切替は５割

超程度までは可能である。 
 

しかしながら、日本画や邦楽など、そもそも外国語での授業実施が馴染まない教育研究分野も存

在することや、日本人学生が学生数の多数を占める現状や学生定員の制約等、国立大学としての役

割を踏まえ本構想を考えた結果、あくまで現時点での「最適値」である目標値としては、平成３５

年度までの間に学部では１割程度、大学院では２割程度を外国語による授業実施に切り替える計画

としているが、今後、本構想実行中における社会や学生からのニーズ、さらには学生の外国語能力

向上等の状況等を踏まえ、引き続き、さらなる外国語による授業実施の必要性を検討し、計画以上

に外国語による授業実施割合を増加させる方向で対応していく。 
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様式３ 

１．国際化関連 （４） 語学力関係 

②外国語のみで卒業できるコースの数等【２ページ以内】 

【実績及び目標設定】                     各年度５月１日の数値を記入

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

外国語のみで卒業できるコー
スの設置数（Ａ） 

0 コース 6 コース 8 コ―ス 8 コース

 うち学部（Ｂ） 0 コース 0 コース 2 コース 2 コース

 うち大学院（Ｃ） 0 コース 6 コース 6 コース 6 コース

全学位コースの数（Ｄ） 90 コース 96 コース 98 コース 98 コース

 うち学部（Ｅ 34 コース 34 コース 36 コース 36 コース

 うち学院（Ｆ） 56 コース 62 コース 62 コース 62 コース

割  合（Ａ／Ｄ） 0.0 ％ 6.3 ％ 8.2 ％ 8.2 ％ 

割  合（Ｂ／Ｅ） 0.0 ％ 0.0 ％ 5.6 ％ 5.6 ％ 

割  合（Ｃ／Ｆ） 0.0 ％ 9.7 ％ 9.7 ％ 9.7 ％ 

外国語のみで卒業できるコー
スの在籍者数（Ｇ） 

0 人 30 人 40 人 40 人 

 うち学部（Ｈ） 0 人 0 人 10 人 10 人 

 うち大学院（Ｉ） 0 人 30 人 30 人 30 人 

全学生数（Ｊ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

 うち学部（Ｋ） 2,044 人 2,044 人 2,044 人 2,044 人 

 うち大学院（Ｌ） 1,269 人 1,269 人 1,269 人 1,269 人 

割  合（Ｇ／Ｊ） 0.0 ％ 0.9 ％ 1.2 ％ 1.2 ％ 

割  合（Ｈ／Ｋ） 0.0 ％ 0.0 ％ 0.5 ％ 0.5 ％ 

割  合（Ｉ／Ｌ） 0.0 ％ 2.4 ％ 2.4 ％ 2.4 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、外国語のみで卒業（修了）できるコースは存在せず、一部留学生を対象として

授業科目単位で外国語による講義等を実施しているに止まるが、芸術分野の特殊性として、例えば、

ファインアートやデザイン、音楽表現、声楽、映像、アニメーション分野の実技科目では、日本語

と外国語を併用するスタイルでの授業が展開されている中で、実質的なコースワークにおいても同

様の状況でカリキュラムが編成されているなど、グローバル化に対応した“準コース的”な実態は

既に存在している。 

 

 現在、東アジアを中心とした留学生の更なる拡充や海外一線級アーティストユニット誘致によ

り、今後展開される国際共同プロジェクトやカリキュラム共同化（ジョイントディグリー）への対

応の必要性から、外国語より実施する授業科目開設の必要性と併せて、大学院における外国語のみ

で修了できるコースの開設が必須であるとの認識の下、必要なコースワークの設定について検討を

進めている。 
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【本構想における取組】 

 本構想では、海外からの一線級アーティストユニットの誘致や、東アジアを中心とした留学生受

入の拡充によるキャンパス環境のグローバル化促進を図ることとしており、人材育成プログラムを

国際通用性のあるものとして刷新し、ジョイントディグリー等カリキュラム共同化していく予定で

あることから、外国語のみで卒業できるコース設定が必要であると考えている。 
 

特に東アジアからの留学生の大幅な拡充を計画している中で、外国語による授業科目の必要性は

もとより、大学院の修士・博士課程について、外国語のみで実施される履修コースで修了すること

を希望する者が、今後当然に増加することが予想されることからも、外国語によるコースを設定し

ていく必要がある。 
 

加えて、日本人学生においても、例えば、欧州に活躍の場を求める演奏家や建築家・デザイナー

等、本人の志望や将来のキャリアパスに応じて、外国語による履修コースを選択することは有効で

あり、日本人学生を対象に考えた場合においても、外国語のみで修了できるコースの新設は必要で

あると考えられることから、段階的に拡充させていく予定である。 
 

 具体的には、大学院において実施される海外一線級アーティスト等が担当する国際共同プロジェ

クト等実技科目・演習科目や当該科目に係る事前・事後教育を含めたコースワークを外国語により

実施予定であることから、これに対応したコースワークを新たに設定するとともに、声楽など、イ

タリア語やフランス語、ドイツ語を主体として実質行われているコースワークについても、全て外

国語により構成していく。 
 

 なお、本学の学位コースは、例えば、美術分野の場合は「日本画」や「彫刻」、「デザイン」等、

音楽分野の場合は「ピアノ」や「指揮」、「三味線」等、細分化された固有の専門性に基づくコース

設定となっており、これら全てを個別に外国語コースとして設定することは、教員のマンパワーの

問題や時間的制約、履修者数等学生ニーズ等を含めて考えると現実的ではない。 
 

そのため、本構想では、分野横断型の総合的な外国語コースとして、学部については、美術及び

音楽の２分野について各々１コースずつ（計２コース）、大学院については、修士課程において、

美術、音楽及び映像の３分野について各々１コースずつ（計３コース）、博士課程においても、修

士課程同様の考え方により、計３コースを新設し、同コース内において、学生のニーズ・専門性を

踏まえ、個々の専門分野に対応した教育研究・学位プログラムを提供していく。 
 

なお、実行上、外国語により授業実施が可能な日本人教員は６割超であり、指導者側の立場では、

外国語による授業実施や外国語コース切替は対応可能であるが、日本画や邦楽など、そもそも外国

語での授業実施が馴染まない教育研究分野も存在することや、日本人学生が学生数の多数を占める

現状や学生定員の制約等、国立大学としての役割を踏まえ本構想を考えた結果、あくまで現時点で

の「最適値」である目標値としては、平成３５年度までの間のコース設定の割合は、学部では 5.8％、

大学院では 9.8％としているが、今後、本構想実行中における社会や学生からのニーズ、さらには

学生の外国語能力向上等の状況等を踏まえ、引き続き、さらなるコースの設定の必要性を検討し、

計画以上に外国語による学位コース割合を増加させる方向で対応していく。 
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様式３ 

１．国際化関連 （４） 語学力関係 

③ 日本語教育の充実【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、留学生センターにおいて日本語教育・サポートを行っている他、日本語教育に

係る留学生特別科目として７科目の特別授業が開設されており、さらに、担当指導教員や同一専

攻・学科、研究室内でのサポートの中で個別指導を行っている。 
 
 また、留学生用の宿舎（松戸国際交流会館）においては、日本人学生（チューター）が共に生活

をする中で、個別に日本語に係る指導を行っており、生活全般の相談にも応じている。 
 
これまでの留学生の傾向・志向として、日本語よりも英語を基本とした活動・コミュニケーショ

ンに重点を置く傾向もあるが、昨今、留学生からの日本語教育に係る要望が高まってきていること

を踏まえ、日本語教育に係る組織的対応を行うべく検討を開始している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、「グローバルサポートセンター」を新たに設置して、留学生に対する手厚い

サポートを実施することとし、その支援の中で、日本語教育や指導の充実・強化を図ることとして

いるが、留学生に対する日本語教育のみならず、海外から誘致したアーティストユニットやその家

族等に対する日本語教育やサポートが必要になることから、新たに日本語教育を専門とする教員を

配置して、留学生や外国人教員等へのサポートを行うとともに、大学院生を対象として「シニアチ

ューター（日本語教育サポーター）」として役割を与え、教員の指示の下、日本語教育サポート（Ｔ

Ａとしての役割）を果たす体制・システムを新たに整備して手厚いサポートを行う。 
 
 また、留学生宿舎（松戸国際交流会館）に加え、平成２６年度より、新たに混住型の学生寮「藝

心寮」を整備しており、今後教育寮として活用していく中で、寮内におけるコミュニケーションや

個別支援により、日本語に係る基礎力の向上に資することが期待できる。 
 
 さらに、入学前における日本語研修プログラムも提供することとし、大学入学直後から一定程度

の水準の日本語能力が確保できるよう配慮する。 
 
 その他、留学生や外国人教員（家族含）に対する日本文化の体験に係る課外活動も毎月１回開催

する予定であり、その中で、我が国の文化にも触れる機会と併せて、日本語そのものにも触れる機

会・実際に話す場面をプログラム化して提供することにより、日常生活の中での日本語運用能力の

向上が図られるよう配慮する。 

日本語教育に係る総合的な支援 

大学院生“ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ 
（日本語教育ｻﾎﾟｰﾀｰ）” 

による語学指導 

日本語教員配置 
による日本語教育の充実 

“グローバルサポートセンター”
（専任教員、国際コーディネーター、専門スタッフ等）に

よる日本語指導等の総合支援 

混住型学生寮「藝心寮」 
における語学指導・支援 

入学前における 
日本語研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供 

日本文化体験実施等、 
日本語に触れる機会提供 
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様式３ 

１．国際化関連 （４） 語学力関係 

④学生の語学レベルの測定・把握、向上のための取組【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                 各年度大学が定める時点の数値を記入

 平成２５年度 
(10.1)

平成２８年度 
(10.1)

平成３１年度 
(10.1)

平成３５年度 
(10.1)

外国語力基準 
英検準１級 TOEFL iBT 50   TOEIC 600 実用フランス語技能検定試験２級 
ドイツ語技能検定試験２級、実用イタリア語検定３級 

外国語力基準を満たす学生数
（Ａ） 

687 人 960 人 1,713 人 2,245 人 

 うち学部（Ｂ） 298 人 415 人 943 人 1,265 人 

 うち大学院（Ｃ） 389 人 545 人 770 人 980 人 

全学生数（Ｄ） 3,313 人 3,313 人 3,313 人 3,313 人 

 うち学部（Ｅ） 2,044 人 2,044 人 2,044 人 2,044 人 

 うち大学院（Ｆ） 1,269 人 1,269 人 1,269 人 1,269 人 

割  合（Ａ／Ｄ） 20.7 ％ 29.0 ％ 51.7 ％ 67.8 ％ 

割  合（Ｂ／Ｅ） 14.6 ％ 20.3 ％ 46.1 ％ 61.9 ％ 

割  合（Ｃ／Ｆ） 30.7 ％ 42.9 ％ 60.7 ％ 77.2 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、明示された外国語基準はなく、これまで行われてきた語学教育の中で外国語能

力を担保しているが、本学の場合、芸術分野の特殊性から、海外での活動や展開を前提とした教育

研究を行う必要性から、従来より外国語の運用能力、

とりわけ、発音・発声等、運用能力に重点を置いた

外国語教育を実施してきており、昭和５０年に学内

共同教育研究施設として「言語・音声トレーニング

センター」を設置し、専任の外国人教員により、英

語、ドイツ語、フランス語、イタリア語に係る手厚

い教育・指導を実施している他、その成果としての

教材等も充実しており、学生の自学自習にも役立て

られている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、更なる国際化を推進する観点から、新たに外国語基準を設定することとし、

「英検準１級・TOEFL iBT 50・TOEIC 600・実用フランス語技能検定試験２級・ドイツ語技能検定

試験２級・実用イタリア語検定３級」を基準とするとともに、特にリスニングに係る指導を強化す

ることとして、「言語・音声トレーニングセンター」や新たに招聘する外国人教員等、ネイティブ

スピーカーを活用し、エクステンション講座として指導を実施することとしており、全ての学生が

同基準を必ず満たすよう指導を徹底し、海外に行った際に円滑なコミュニケーションが確保される

ようなシステムを構築する。 
 

 なお、本構想での中核となる、海外一線級アーティストとの共同プロジェクト等諸活動の中にお

いては、当然ながら外国語による授業・コミュニケーションが必須となることから、上記の教育成

果を実際に運用することができる（運用せざるを得ない）環境が学内に確保されることによって、

実質的な外国語の運用能力が向上するよう、外国語を使用する場面を実際の活動中でプログラム化

して組み込んでいくこととしている。 

「言語・音声トレーニングセンター」 
における指導の模様 
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様式３ 

１．国際化関連 （５） 教務システムの国際通用性 

①ナンバリング実施状況・割合【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

ナンバリングを行っている授
業科数（Ａ） 

0 科目 1,589 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｂ） 0 科目 936 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｃ） 0 科目 653 科目 1,528 科目 1,528 科目

全授業科目数（Ｄ） 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｅ） 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｆ） 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

割  （Ａ／Ｄ） 0.0 ％ 47.5 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（Ｂ／Ｅ） 0.0 ％ 51.4 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（Ｃ／Ｆ） 0.0 ％ 42.7 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、ナンバリングを行っている授業科目はなく、履修要項や履修モデル等において、

履修推奨年次や段階的な履修順序などを示す中で、系統的な履修を促している。 
 
 本学の場合、芸術大学として、美術、音楽、映像の３分野（映像は研究科のみ）に係る、専門性

を重視した、少人数教育を基本とした教育研究を行っているが、各分野毎に、例えば、絵画や彫刻、

工芸等、学科・専攻単位での専門教育内容が特化されており、履修すべき授業科目についても一定

の範囲内での履修順序が明らかであること、さらには少人数教育のメリットとして、個別の履修指

導も手厚く実施されていることから、現状においても、体系的・系統的な履修は確保されている。

【本構想における取組】 

 本構想においては、従前の教育研究を発展させ、美術、音楽及び映像の３分野を横断・複合化し

た教育研究をはじめ、国際共同プロジェクト・ワークショップ等の実施など、新たな展開を目指し

ており、芸術分野における国際標準となるような人材育成プログラムを構築することを目的として

いることから、体系的なカリキュラム編成及び履修指導等を行っていく必要がある。 
 
当然ながら、体系的・系統的な授業科目の履修は必要不可欠であると考えており、履修科目につ

いての選択の幅を形式的・外形的に広げたとしても、芸術系分野の特殊性から、実技系の授業に係

る時間の割合が大きいため、実質的な選択幅の確保は困難であり、如何に効率的・効果的に学びの

時間を確保するかが課題であることから、特に海外留学・インターンシップ等を拡充していく際、

限られた年限の中で如何に海外派遣期間を確保していくかがポイントとなる。 
  
そのため、現在、個別の履修指導や履修モデルの中で示されている授業科目に係る履修の順序性

や体系性を外形的に明らかにし、教育効果を高めつつ学修時間の確保をしていくためにも、今後、

ナンバリングを導入する。このことは、ブランディングシステムの中で教育プログラムをグローバ

ルに発信していく上でも重要である。 
  
平成２６年度よりナンバリングに着手し、平成２７年度には実習・実技系を除く全ての科目につ

いての検証・整理を行い、平成２８年度から実習・実技系科目以外は全てナンバリングを行う。 
  
さらに、実習・実技系科目に関しても、平成２８年度中には検証・整理を終了させ、平成２９年

度には全ての授業科目についてナンバリングを行い、体系性・系統性があり、かつ国際通用性のあ

るカリキュラヘと発展させる。 
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様式３ 

１．国際化関連 （５） 教務システムの国際通用性 

②ＧＰＡ導入状況【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、ＧＰＡ制度は導入されていないが、現在も導入に向けた検討を継続してきたお

り、芸術分野特有の実技系科目を中心とした成績評価の在り方、とりわけ、教員の成績評価に係る

基準の明確化や成績評価の厳格化等との関係性も踏まえつつ、最終的にＧＰＡが活用できる信憑性

のあるアベレージになるのか（個々の成績評価結果が適正な内容か）、また、実際にどのようにＧ

ＰＡを活用すべきか等、運用方法全般に係る詳細を詰めている段階である。 
 

ＧＰＡにおける最初（インプット）の部分である教員の成績評価に関して、実技以外の授業科目

については、これまでＦＤ等を通じて共通理解が図られてきていることから、速やかに導入できる

状況に至っており、現在平成２７年度導入に向けて準備を進めている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、厳格な成績評価を行う中で学生の質を担保していく必要があり、とりわけグ

ローバル人材を育成していく上で、厳格な成績評価や教育成果の検証は必要不可欠であるとの認識

の下、ＧＰＡについても導入することとしており、これと合わせて、学生の学習状況・成績等を可

視化し、履修指導等にフィードバックしていくための総合キャリア・ポートフォリオシステムを導

入する。 
 

加えて、ＧＰＡの効果的な運用においては、その大前提として、まず教員における厳格な成績評

価が実施される必要性があること、さらには、実技に係る成績評価の在り方についてスタンダード

を明確にする必要があることから、学内における成績評価ポリシー・基準の策定を行うとともに、

教員に対するＦＤとして、厳格な成績評価に係る共通認識を図るよう研修内容を充実させていく。
 

 併せて、ＧＰＡの結果を用いた履修指導の充実・強化を行うことはもとより、プロジェクト参加

や海外派遣時の参加資格判断に活用するとともに、授業料免除や大学独自の奨学金貸与の際の判

断・評価基準として用いることにより、学生の競争意識の醸成や質の確保に繋げていく。 

 

 
ＧＰＡ導入に係る成績評価ポリシー・基準の明確化 

履修指導・学生支援との有機的連動 
 

総合キャリア・ポートフォリオシステムと連動させ 

履修指導・学生支援に活用 

＜実技科目以外＞ 

平成２７年度より導入予定 

＜実技科目＞ 

平成２７年度に成績評価ﾎﾟﾘｼｰ策定（平成２８年度導入） 

国際共同 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加 
資格評価指標

授業料免除 
奨学金貸与時 
の評価指標

海外派遣時の 
基礎評価指標 

ＦＤにおける成績評価ﾎﾟﾘｼｰ共有・厳格な成績評価の徹底 

個別履修指導 
に係る基礎指標 

ＧＰＡの積極的活用 
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様式３ 

１．国際化関連 （５） 教務システムの国際通用性 

③シラバスの英語化の状況・割合【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年 平成２８年度 平成３１年 平成３５年度 

シラバスを英語化している授
業科目数（Ａ 

31 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｂ） 28 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｃ） 3 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

全授業科目数（Ｄ） 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｅ） 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｆ） 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

割  合（Ａ／Ｄ） 0.9 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（／Ｅ） 1.5 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（Ｃ／Ｆ） 0.2 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、シラバスの英語化は進展しておらず、一部ネイティブスピーカーの教員の科目

のみが英語化されているに止まる。 
 
 このことは、在学生の中で多数を占める日本人学生を最優先する中で、外国人教員が英語等で作

成したシラバスを和訳するなどしてきたこともあり、海外からの学生確保や在籍する留学生への対

応等、国際通用性を踏まえた場合には問題があることから、学内の「留学生センター」や全学の「教

育推進室」、各学部の教務委員会において、シラバスの外国語による作成の必要性を議論している。

【本構想における取組】 

 本構想では、海外からの研究者・アーティストユニット誘致及び留学生受入の拡充によるキャン

パス環境のグローバル化促進を図ることとしており、さらに、外国語による授業や外国語のみで卒

業できるコースも拡充予定であることから、当然ながら外国語シラバスの作成も推進することとし

ている。 
  
本学ではブランディング戦略として、教育情報の国際発信を推進することから、科目の到達目標

や準備学修内容、成績評価の方法・基準・配分等の詳細を明示することとし、さらに芸術分野にお

いては、欧州やアジアをターゲットとした多言語による教育情報が必要となることから、英語の他、

ドイツ語、フランス語、イタリア語、中国語、韓国語によるシラバスを作成する。 
 
今後、留学生を拡充していく上で、外国語によるシラバス作成や情報発信は有効であることから、

今後準備を進め、平成２８年度から全科目のシラバス英語化を完了するとともに、その他の５つの

外国語によるシラバス作成を順次行い、平成３０年度には多言語化を完了させる。 

シラバスの多言語化による国際発信
 

英 語 フランス語

中国語 韓国語

イタリア語 ドイツ語 

ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ戦略の一環として多言語化を実行
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様式３ 

１．国際化関連 （５） 教務システムの国際通用性 

④教育プログラムの国際通用性と質保証【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、芸術分野独自の質保証システムとして、大学院の学位審査における公開審査を

はじめ、教育研究成果を展示・公演等の形で対外的に公表して外部から批評を得て、活動等にフィ

ードバックしていく中で、教育研究や実践活動、さらにはアーティストとしての質を確保してきた。
 
さらに本学独自の取組として、世界の芸術系大学では必ずしも一般化されていない「博士課程」

教育・人材育成について、文部科学省からの支援の下、実技に基軸を置いた博士課程教育研究、研

究指導や学位審査の在り方を検証し、本学独自の博士学位の質保証のシステムを構築し、既に実践

しているなど、芸術分野における人材育成システムの質保証という点では、世界的に見ても先駆的

な取組を推進している。 

 

【本構想における取組】 

 本構想においては、これまで学内外での発表や公演等、教育成果を対外的に明らかにし、外国人

研究者・アーティスト等、第三者からの批評・レビュー、さらにはフィードバックにより確保され

てきた本学固有の芸術教育の質、教育プログラムの質に関して、さらにシビアなチェックを加える

こととしており、具体的には、今回誘致する海外一線級アーティストユニットからの教育研究成果

に対する公開審査の頻度を増加させる（海外アーティストの招聘自体が増加するので実質的な公開

審査の機会は５倍程度に増加する）こととしており、世界水準を踏まえた外部評価が加わることで、

芸術分野では特に重要となる、実践力や表現力について、国際的に通用するレベルに高めていく。
 
 また、本学が世界に先駆けて開発した、芸術分野固有の“実技”に重点を置いた博士人材育成シ

ステム「芸術実践領域博士プログラム」について、このアドバンテージを活かして、欧米一流大学

とのカリキュラム共同化を進めることとしており、ユニット誘致や海外拠点での共同プロジェクト

実施を体系化していき、ジョイントディグリープログラムとして発展させていく。  
 
海外一線級ユニットとの国際コラボレーションによる実践プログラムを組み込むとともに、海外

ユニットを審査メンバーに加えた国際水準の公開型学位審査制度に発展させ、大学美術館や奏楽堂

はもとより、“上野の杜”の文化施設や海外の“藝大グローバルギャラリー”における教育研究成

果の公開・レビューを実施することにより、世界中で見ても本学にしか存在しない、世界トップレ

ベルのアーティストを育成するためのハイブリッドな質保証システムを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

芸術分野独自の質保証システムの構築 
 

世界水準の教育指導・実践活動 

・厳格なレビューを総合した 

ハイブリッドなシステムを構築 

することにより、グローバルに 

活躍できる傑出したアーティスト 

を育成 

海
外
一
線
級
ア
ー
テ
ィ
ス
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ユ
ニ
ッ
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に
よ
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最
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大学院における公開学位審査の実施 
（海外ユニットの参画） 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

① 柔軟な学事暦の設定の有無【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、これまで通年科目を中心としてきた学事暦（アカデミックカレンダー）につい

て、海外大学からの留学生受入れの観点から、段階的にセメスター制に切り替えてきたが、形式的

にはセメスター制としている場合にあっても、未だ実質通年で実施している科目も残存しているな

ど、必ずしも国際的な大学、学生（教員）の動向に対応できるシステムには至っていない。 
 
現在、海外との共同プロジェクト（ジョイントディグリー）等をはじめとする国際的なカリキュ

ラム共同化までを睨んだ構想を検討する中で、国際交流をさらに進展させるための柔軟なアカデミ

ックカレンダーの在り方を検討しているところである。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、海外一線級アーティストユニットの誘致を行うとともに、海外への教員・学

生派遣、並びに海外からの学生受入れを推進することから、教員・学生の国際的な循環が活性化し

ていくことになり、教育プログラムや人事異動を含め、シームレスな接続、円滑なトランスファー

を確保することが極めて重要となる。 
 
 とりわけ、国際共同プロジェクトの実施やジョイントディグリー等、カリキュラム共同化を行う

上で、アカデミックカレンダーの弾力化は必要不可欠であり、ブランディング戦略を進める上でも、

人材育成プログラムの国際通用性が求められることから、早急に対応していく必要がある。 
 
そのため、秋季入学の導入による国際標準への対応等、弾力的かつ柔軟なアカデミックカレンダ

ーの設定・運用は必須であることから、クオーター制を導入することとして、現行のセメスター制

度を見直し、必要な短期集中型の講義や演習・実習等を増加させ、海外へのアクセス、海外からの

アクセス、いずれも容易になるような柔軟なシステムを構築し、全学的にクオーター制へと切り替

えていく。 

 

 クオーター制導入によるアカデミックカレンダー弾力化 
＜人材交流円滑化・国際流動性向上、人材育成プログラムの国際通用性確保＞

教 員 学 生 

海外一線級 
ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ 留学生 

 

国際互換性 
双方向性の確保 
による人材の 
流動化促進 

クオーター制導入 
等、より柔軟な 
アカデミック 
カレンダーへシフト

学生の海外派遣 
の円滑化や 
カリキュラム 
共同化等の促進 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

②入試における国際バカロレアの活用【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、本学に入学を希望する者からの要請等を受けたことはなく、学内においては、

過去に入試にあり方に関する議論の中で、国際化に係る着眼点の一つの選択肢として話題に挙がっ

たことはあるものの、実際に活用することまでを見据えての正式な議論・検討までは行われていな

い状況である。 

 

【本構想における取組】 

 本構想において、グローバル人材育成やキャンパス環境のグローバル化等を総合的に推進してい

く上で、国籍を含め多様な個性・特色を有する学生が訳隔たりなく集うことは極めて有意義であり、

今後その動きを活性化していく必要がある。 

 

国際バカロレア資格の活用については、これまで十分に議論されてこなかったが、今般、本構想

を検討する中で、同資格について、先行して入学者選抜で活用している大学（筑波大学、大阪大学

及び岡山大学）に対して、状況確認等情報収集を行った結果、各々の大学において、国際性豊かな

学生の確保という点において有効に機能しているとの評価を受けていることが確認できた。 

 

このことを受けて、本学においても、入試の段階で国際バカロレア資格及びその成績（スコア）

を積極的に活用することとして、今後検討を進めることとし、平成２８年度入試を目途に導入する

こととして、国際バカロレア資格の活用について、その旨を募集要項等において具体的に記載する

こととしている。 

 

 なお、制度設計においては、国内の日本人生徒の有資格者も対象に含むこととし、その旨を募集

要項等への明確に記載することとし、国際バカロレア資格等の積極的な活用を通じて、インターナ

ショナルスクールの卒業生等も含め、本学への進学の道を確保することにより、本学のグローバル

化を一層推進していく。 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

③渡日前入試、入学許可の実施等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、本学に入学を希望する者、実際に入学した者からの要請等を受けたことはなく、

学内においても正式な議論・検討は行われてこなかったが、昨年度に日本学生支援機構から情報を

収集し、制度設計に向けた研究・検討を開始している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、留学生受け入れの拡充を計画しており、人材交流を活性化していく上でも渡

日前入試・入学許可の実施は必須であると考えている。 
 

とりわけ、芸術分野では必須となる実技試験をどのように現地で実施していくかが課題である

が、本構想で併せて整備する海外戦略拠点の活用や、海外、とりわけ東アジア諸国での展示・公演

等諸活動を行うタイミングとも有機的に連動させて現地試験を実施することとし、渡日前入試に係

る詳細な制度設計を詰めるべく、日本学生支援機構からも情報を収集しつつ準備を進めている。 
 

 現時点の計画としては、留学生確保において主たる市場となる東アジアのうち、中国、韓国、台

湾、ベトナム、インドネシア、マレーシア、モンゴルを対象に実施することとし、段階的に拡充し

ていく。 

海外における現地試験・入学手続等実施による留学生確保   
アジアの中核大学として、さらに留学生を拡充すべく、海外戦略拠点、派遣教員、 

現地スタッフ等を活用しつつ、本学卒業生にオフィサーとして協力いただき、 

現地における入学試験及び渡日前における入学許可・手続等を実施 

海外における戦略的な留学生確保・リクルート活動 
◆海外戦略拠点・派遣教員・現地スタッフにより対応 
◆現地の本学ＯＢ・ＯＧを本学オフィサーとして積極的に活用

海外における 
現地入学試験実施 

現地において 
入学許可・入学手続 

手続迅速化により、
留学生確保を促進 

中国、韓国、台湾、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾓﾝｺﾞﾙ 等
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

④奨学金支給の入学許可時の伝達【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

外国人留学生への奨学金支給
の入学許可時の伝達数（Ａ） 

0 人 60 人 70 人 85 人 

奨学金を取得した外国人留学
生数（Ｂ） 

34 人 105 人 120 人 120 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 0.0 ％ 57.1 ％ 58.3 ％ 70.8 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、奨学金支給の入学許可時の伝達を必ずしも実施できていない状況にあるが、実

際に留学生から照会や要望を受けたケースもあることから、必要性については、これまで学内にお

いて検討してきた経緯はあり、外国人留学生からの多様な要望事案のうち、対応すべき課題の一つ

として、現在検討を進めている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、可能な限り奨学金支給の入学許可時の伝達を行うべく、現行の手続きを早期

化するよう努めることとしているが、民間団体等の奨学金については、入学許可時に必ず伝達でき

るかは確定的ではないことから、仮に伝達が入学許可時に間に合わなかったとしても、可能な限り

早く伝達できるよう、事務対応の迅速化を図る。 
  

その他、海外における現地入試の実施や渡日前における入学手続き等を迅速化することと併せ

て、奨学金貸与等に係る通知の迅速化を図るため、本学“藝大基金”の活用により、独自の奨学金

制度を新設し、留学生の入学選抜時において、「特に優秀だと認められる者（１５名程度）」及び「優

秀だと認められる者（４０～５０名程度）に対して、入学許可時に奨学金支給を伝達するよう、留

学生特待生制度を整備することとし、授業料免除や混住型学生寮への寮費支援とも連動させなが

ら、優秀な留学生の確保に努める。 

留学生特待生制度における大学独自の奨学金支給 

入学許可時の採択決定等、優れた留学生獲得戦略 

 

 

海外戦略拠点等を活用した留学生獲得戦略 

として総合的・一体的に手続等を迅速化 

海外における現地入試 

・入学手続等実施 

入学者選抜時の成績優秀者を

特待生として選定 

◆“藝大基金”を活用し、大学独自の奨学金制度を創設 
◆“特に優秀”及び“優秀”のレベルに応じた奨学金支給 
◆“授業料免除”や“寮費支給”も併せて実施 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

⑤混住型学生宿舎の有無【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年度 平２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

混住型学生宿舎に入居してい
る外国人留学生数（Ａ） 

2 人 152 人 152 人 152 人 

留学生宿舎に入居しいる外国
人留学生数（Ｂ） 

31 人 183 人 183 人 183 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 6.5 ％ 83.1 ％ 83.1 ％ 83.1 ％ 

混住型宿舎に入居している日
本人学生数（Ｃ） 

146 人 150 人 150 人 150 人 

全日本人学生数（Ｄ） 3,175 人 3,175 人 3,175 人 3,175 人 

割  合（Ｃ／Ｄ） 4.6 ％ 4.7 ％ 4.7 ％ 4.7 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、これまで留学生宿舎として、千葉県松戸市の本学「国際交流会館」を利用して

きたが、学生生活全般を含めたグローバル化を推進する観点から混住型学生宿舎の必要性を考え、

生活環境を含めた国際化や通学に係る利便性も考慮した上で、混住型学生宿舎設置に向けて準備を

進め、都内（足立区）に、混住型学生宿舎「藝心寮」（総戸数３００戸）をＰＦＩにより整備し、

平成２６年度より供用を開始したところである。 

 

【本構想における取組】 

 本構想においては、今般整備した混住型学生宿舎「藝心寮」を活用し、今後、留学生入居者のさ

らなる増加を予定している。 
  

同寮においては、入居している学生同士が交流できる「交流サロン」が整備されている他、「ア

トリエ」や「音楽練習室」も整備されていることから、所謂「教育寮」としての機能も担っており、

日本人学生及び外国人留学生双方がお互いの文化・慣習等に触れないながら国際感覚を磨いていく

場として活用するとともに、お互いの語学力・コミュニケーション能力を向上させる意味において

も、日常生活の中で実践的な運用能力を高めていくことが可能となり、弱点を補完し合うことがで

きることから、寮内において有意義な人材育成等が展開されることが期待される。 
  

なお、特に優秀であると認められる留学生に対しては、寮費の一部を免除する制度を新たに設け

ることとし、積極的に入寮を促すとともに、寮内での指導的役割も与えることで、教育寮としての

機能を高めるような仕組みを構築する。 

アトリエ

音楽練習室

交流サロン

藝 心 寮
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

⑥海外拠点の数及び概要【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、恒常的な海外拠点は存在しないが、教員・学生を継続的に派遣している地域で

ある、ロンドンやパリ、ローマ、北京、ソウルなどには、実質的にオフィスとして使用しているス

ペースは存在し、従前より先方の大学等からも、恒常的に事務所・講義室等で使用することを打診

されており、費用負担の面を含め交渉・協議を続けている。 
  
そのため、具体的な利用方法や維持管理方法はもとより、学内予算の確保を含め、海外戦略拠点

を整備すべく学内において検討を進めている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、教員・学生の国際流動性・双方向性を確保するため、海外に戦略的サテライ

ト拠点を整備することとし、単なる海外オフィスや“サテライトキャンパス”に止まらない、芸術

分野において重要な教育研究成果発信機能を具備した “藝大グローバルギャラリー”を整備する。
 
海外拠点整備においては、本学の国際ネットワーク基盤を活用し、ユニット誘致とも連動させて

推進するが、本学固有の特徴であり、世界的な強み・特色である「文化財保存・修復」や「工芸」

の教育研究力を活かし、東アジア新興国を中心に、本学からの“一線級ユニットの派遣・輸出”を

戦略的に展開するなど、本学の国際的な役割も踏まえた戦略を推進する。  
 
加えて、海外展開においては、大学単体の取組に止まらず、東京都の「姉妹友好都市」及び「ア

ジア大都市ネットワーク２１」の国際交流基盤とも連動させ、さらに 2020 東京オリンピックとも

連動させた、“オールジャパン”の海外展開戦略を実行していく。 
 
今回、「海外戦略拠点（藝大グローバルギャラリー）の整備」については、平成２７年度より計

画的に整備する予定であり、具体的には、欧州拠点として、ロンドン、パリ、ベルリン、ローマか

らは既に以前から誘致のオファーがあり、さらにウィーン、ブダペスト等とも協議を開始している

ところであり、平成２８年度当初を目途に整備予定である。 

 

 
 

戦略的に展開

ベルリン（ドイツ）、ロンドン（イギリス）、パリ（フランス）、ウィーン（オーストリア） 

ブダペスト（ハンガリー)、ローマ（イタリア）、ボストン、ロサンゼルス（アメリカ）、 

北京（中国）、ソウル（韓国）、台北（台湾）、クアラルンプール（マレーシア）、 

ハノイ（ベトナム）、ジャカルタ（インドネシア）、ウランバートル（モンゴル）  他   

◆サテライトキャンパス機能 

として、ギャラリー機能を 

具備した戦略拠点を整備 

◆東京都の姉妹友好都市、アジア

大都市ネットワーク２１とも 

連動させて展開 

海外戦略拠点“藝大グローバルギャラリー”整備計画 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

⑦外国人留学生ＯＢの積極的活用【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、本学「留学生センター」を中心とした留学生支援の中で、外国人留学生ＯＢに

よる指導・助言や、同ＯＢを通じた各種情報発信・情報収集等を行っており、芸術分野の特殊性か

ら、卒業後においても交流が継続する傾向が強いことから、ＯＢ等に多様な機能・役割を担ってい

ただいており、本学の国際交流事業においても、現地にて参画いただいている他、留学等で派遣し

た日本人学生に対しても、これまで培ってきたネットワークを活かしてサポートを要請し、様々な

形での支援・助言等を受けている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、持続可能型の国際・留学生ネットワークを構築することとしているが、留学

生を継続的に確保し、育成・輩出していく上で、外国人留学生ＯＢの活用は極めて重要である。 
 
本学は東アジアを中心に、長きに亘って留学生を受け入れ、輩出してきた実績から、現地に多数

存在する本学卒業生とのグローバルネットワークを構築・実質化すべく、新たに新設する「グロー

バルサポートセンター」において、これまで蓄積されている名簿・連絡先等を体系的に整理して「藝

大国際同窓会」として各現地において組織化して、現地におけるオフィサーやメンターとして協力

いただくこととし、現地での留学生入試等や派遣された日本人学生へのサポートを実施する。 
 

 特に、海外戦略拠点を整備予定である国・地域においては、外国人留学生卒業生のスタッフとし

て採用や、特任スタッフとしての参画を求めることとし、本学が展開する国際活動について積極的

にコミットメントしていただくこととしており、今後の留学生のリクルーティングに関しても、本

学卒業生に現地におけるリクルート活動を担っていただくこととしている。 

 

  

 

 外国人留学生ＯＢ・ＯＧとのグローバルネットワークの構築 
  

世界各地に所在する本学卒業生との国際ネットワークを構築、グローバルサポートセンタ

ー・海外戦略拠点等と連携し、海外留学・派遣中の学生へのサポートや、“将来の藝大生”の

現地リクルート等、現地オフィサー・メンターとしてＯＢ・ＯＧを活用 

グローバルサポートセンター 

海外 
戦略 
拠点 

海外 
戦略 
拠点 

留学中の学生 

ｻﾎﾟｰﾄや留学生の

現地ﾘｸﾙｰﾄ・入学

試験実施補助等、

ﾒﾝﾀｰ・ｵﾌｨｻｰ 

として機能 

海外 
戦略 
拠点 

外国人留学生ＯＢ・ＯＧとの 
ネットワーク構築

海外 
戦略 

拠点 

連 携 

海外戦略拠点とも連動 

藝大国際同窓会 

OB･OG 名簿・連絡先を体系的に

整理・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化 
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様式３ 

１．国際化関連 （６） 大学の国際開放度 

⑧外国語による情報発信等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、大学概要やホームページ等を英語で作成し、海外交流大学や連携機関を含め、

国際的な情報発信を行っている。 
 

 しかしながら、グローバル化が進展する中、芸術分野においては、英語だけでなく、アジア・ヨ

ーロッパ諸国を含めた多言語による情報発信が求められているほか、内容の分かり易さや国際的な

インパクトなど、海外の大学・関係機関や留学希望者等、ステークホルダーから見た場合の「魅力」

という面では内容が不足しているとの認識の下、現在内容を充実させるべく検討を進めている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、上記のとおり、ステークホルダーから見て魅力な内容となるよう、発信する

情報・内容の充実・強化を図ることを大前提として、大学ホームページ等における外国語による情

報発信を推進することとしており、所謂「ブランド化」が国際的に認められるようなシステムの構

築を図ることとしている。 
 

具体的には、英語はもとより、フランス語、イタリア語、ドイツ語、中国語、韓国語等も含め、

海外展開のターゲットとなる国の公用語まで発展させた情報発信を行うこととし、留学生を拡充し

ていく上で必要な情報である、入試や奨学金、教育体制、教育プログラム、生活支援等について、

幅広に情報発信していく。 
 

さらに、国際的見地から“藝大”のプレゼンスを明らかにするため、芸術大学としての実績・成

果・活動等を可視化して発信するシステムを構築し、一般的な「広報戦略」を超越した「ブランデ

ィング戦略」として展開する予定であり、新たに設置する大学戦略機構である、「藝大 Global 

Crossing CORE」において、情報を分析・検証した上で多言語化し、世界に向けて発信していく。

 

 

 

 
先導的ブランディングシステムにおける 

大学情報の積極的な世界発信 
 海外戦略拠点を含め、世界各地への“藝大”ブランドの発信や学生確保 

・リクルートにおいては、芸術分野の特殊性から、多言語による情報発信 

は必要不可欠 

大学戦略機構「藝大 Global Crossing CORE」

におけるブランディングシステム構築 

→ 多言語に対応、世界に向けて発信 

英 語 フランス語

中国語 韓国語 

イタリア語 ドイツ語 

多言語による情報の世界発信 
海外拠点整備等と連動し順次言語を拡大 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （１） 人事システム 

①年俸制の導入【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

年俸制適用者（教員）数（Ａ） 22 人 115 人 130 人 145 人 

全専任教員数（Ｂ） 228 人 268 人 278 人 278 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 9.6 ％ 42.9 ％ 46.8 ％ 52.2 ％ 

年俸制適用者（職員）数（Ｃ） 6 人 20 人 38 人 55 人 

全専任職員数（Ｄ） 110 人 120 人 120 人 120 人 

割  合（Ｃ／Ｄ） 5.5 ％ 16.7 ％ 31.7 ％ 45.8 ％ 
 

【これまでの取組】 

 本学では国立大学の先駆けとして、平成２３年度より映像研究科において、傑出したクリエータ

ーを採用するため、専任教員ポストについて年俸制を先行導入してきた実績があり、併せて、平成

２３年度より全学教員について、「ポイント制（「定員管理」から「経費管理」）」に移行して弾力的

な採用・配置を実施しており、他大学に先行して、国の俸給体系に縛られない柔軟かつ弾力的な運

用を行うことにより、優れた人材確保や教員組織の活性化、新陳代謝向上を実施してきた。 

【本構想における取組】 

 本構想はもとより、「国立大学改革プラン」を踏まえた年俸制導入を推進すべく、現在制度設計

を行っているが、芸術大学の特色を踏まえ、国内外の第一線で活躍しているアーティストやクリエ

ーター、卓越した若手芸術家等を獲得する観点から、実力重視型の年俸制を構想しており、海外一

線級の相場（年俸 2000 万円超）にも対応できるよう、魅力ある弾力的な給与体系とし、併せて、

学内運営管理業務に係る負担緩和や兼業緩和により学外活動を促し、実質的に「混合給与」とする

など、芸術家の教育研究スタイルに対応した、柔軟なシステムを整備する。 
 
当然ながら、今回誘致予定の海外一線級アーティストに関しても年俸制を適用し、能力・実績に

応じた俸給により雇用することで、卓越した人材確保を促進する。 
 
なお、国立大学からの承継職員からの切り替えに関しては、若手芸術家を中心に、中堅からシニ

ア教員も含め、学外での実践活動が求められる分野の教員を中心に切り替えていくこととしてお

り、平成２６年度末以降の退職者補充においては原則年俸制により雇用し、段階的に年俸制適用教

員の増員を図る。 

 

 

 

 

 

 

芸術分野の特性を活かした年俸制の積極的な運用 

◆“実力主義”による俸給体系とし、芸術分野の特性や教育研究ｽﾀｲﾙを踏まえ、“兼業緩和”

や“学内業務負担軽減”により、学外実践活動を促進し“混合給与”へと展開 
 
◆平成２６年度末以降の退職者に係る後任補充は、原則、全て年俸制へ切替 
 
◆国内外の傑出した一線級ｱｰﾃｨｽﾄ等については、海外一流大学の相場（2,000 万円超）を 

 手当して獲得し、世界最高水準の教育研究体制を実現 

第一線で活躍する傑出した芸術家を獲得するため、国の俸給体系に縛られない弾力的かつ 

柔軟な制度設計により、ポジティブな年俸制を推進（他の国立大に先行し、既に導入実績あり） 

年俸制により 
傑出した人材獲得 

を実現 

海外一線級 
アーティストユニット 

国内一線級の 
ｱｰﾃｨｽﾄ・ｸﾘｴｰﾀｰ 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （１） 人事システム 

②テニュアトラック制の導入【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平３５年 

テニュアトラック対象者数
（Ａ） 

0 人 1 人 1 人 2 人 

年間専任教員採用者数（Ｂ） 14 人 8 人 9 人 8 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 0.0 ％ 12.5 ％ 11.1 ％ 25.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、教員の流動性確保の必要性から任期制は導入しているものの、テニュアトラッ

ク制度としての運用となっていないが、芸術分野は他分野とは異なり、若手の教育研究者（芸術家）

の学外実践活動は、将来的な教育研究者としてのキャリアパスとして必須であり、当人が学外活動

の場を求める意欲が強くテニュアポストを求める傾向にはないことから、理工系分野同様のテニュ

アトラック制度は馴染みにくい状況にある。 
 

 例えば芸術分野の場合、６０歳でも未だ「洟垂れ、若造」であり、長年のキャリアの中で、如何

に教育研究者として大成するため、多くの経験を積むかが重要であり、我が国の芸術系大学の最高

峰である藝大の責務としても、万人が認める、真に卓越した世界最高水準の資質を有する人材の確

保が求められている。 
 

 そのため、本学においては、芸術分野特有の教員のキャリアパスや社会実践力、流動性確保の観

点も踏まえつつ、学外での実践経験を有する中堅クラスの教員について、年俸制とテニュアトラッ

ク制度を併用した雇用を行うことについて検討している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、海外一線級アーティストユニットの誘致や、教員の海外派遣、年俸制の導入

等、これまでにない教員の流動性を高めるシステムを構築・導入するが、上記のとおり、芸術分野

の特色として、若手教員（芸術家）に係る学外での実践活動は、将来的な教育研究者のキャリアパ

スとして必須であることや、大学の教員として定着するより学外活動を重視する者が多い。 
 

そのため、一般的なテニュアトラック制は馴染みにくいが、芸術理論を中心とした一部の分野に

おいてはテニュアトラック制による教員採用は有意義であり、若手よりも、むしろ中堅教員を対象

にテニュアトラックを運用していくことは有効である。 
 

加えて、国内はもとより海外からの採用も含めたテニュアポスト確保の必要性も認められること

から、今後、国際公募による優れた教育研究者の確保を推進する観点からも、テニュアトラック制

度を導入すべく準備を進めていく予定であり、現在、文部科学省とも協議中である新たな年俸制の

制度設計と連動させていく。 
 

具体的には、平成３１年までの教員採用では、中堅教員ポストの補充を中心に概ね１割強をテニ

ュアトラック制度により雇用することとし、その後さらに拡充を行い、平成３５年度には年間採用

者の２５％についてテニュアトラックを導入する。 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （１） 人事システム 

③国際通用性を見据えた人事評価制度の導入・活用【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、国際通用性を踏まえた評価等として、当該教員の教育研究や実践等に係るアク

ティビティを評価する際の一つの要素として、国際的な活動や受賞歴等を勘案している。 
 
 今後、グローバル化への対応として、国際通用性のある人材を確保していくことが喫緊の課題で

あるとの認識の下、年俸制による弾力的な雇用、傑出したグローバル人材の確保はもとより、給与・

人件費にかかる柔軟なシステム設計・ファンディングや業績評価の在り方も含め、学内において検

討を進めているところである。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、年俸制導入とも連動させつつ、国際通用性も含めた、実力・実績主義による

人事評価システム・給与決定プロセスを導入することとしており、特に今回、海外一線級のユニッ

ト誘致として、第一線で活躍しているアーティストやクリエーターを招聘する予定であることか

ら、これらの者に係る人事評価制度を策定する必要がある。 
 
 現在、国立大学における年俸制導入・制度設計については、文部科学省と協議中であり、その中

で、「業績評価システム」については、十分な議論を経てしっかりとした内容とするよう助言を受

けているが、本学では、他の国立大学に先駆けて、既に映像研究科で年俸制により専任教員を採用

してきた実績があり、芸術分野固有の評価指標である、受賞歴や活動実績等定性的指標を踏まえた

総合評価を従前から実施してきた蓄積があることから、これを基盤として、国際通用性を踏まえた

人事評価システムを構築する。 
 
具体的には、上記の海外一線級アーティストユニットや国内一線級アーティスト等の参画を得る

とともに、更に国内からも企業等から有識者の参画を得て、学長の下に設置される「大学改革プラ

ン推進会議」に新設予定の「教員資格審査委員会」において、教員の資質・キャリア等に係る厳格

な評価（ピア・レビューを含めた総合審査）を実施する予定であり、その評価の中で、教員の国際

活動実績等を評価対象とした人事評価を実施する。 

国際通用性を見据えた人事評価システムの構築 
 

学 長 

戦略企画部門 

大学改革プラン推進会議 

教員資格審査委員会
 

学長を委員長とし、理事、副学長、学部長、研究科長の他、外部評価委員

として、「３名以上の外国人教員（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｸｾﾚﾝｽ（海外一線級ﾕﾆｯﾄ））」 

及び「５名以上の外部有識者（世界的芸術家・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業等）」の参画 

を得て、国際通用性を踏まえた総合的な人事評価を実施 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （１） 人事システム 

④国際通用性を見据えた採用と研修【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、グローバル人材育成をはじめ、将来的には当然、国際的な活動が必須となるこ

とから、採用時における評価の観点として、海外での教育研究活動経験や、当人の将来ビジョンに

おいて国際的な展開や活躍等を視野に入れているか等についても確認を行い、採用の是非に際して

の判断材料としている。 
 

また、事務職員についても同様に、語学力や海外での生活や実務経験などを参考とした採用を行

っており、国際性豊かな人材の確保に努めている。  
 

また、採用後の研修についても、昨今のグローバル化に対応できるよう、語学研修の充実をはじ

め、芸術文化に係る内容を中心とした異文化コミュニケーションや国際関係論等、ＦＤ・ＳＤの中

で国際化に対応したメニューを強化している。 

【本構想における取組】 

 年俸制導入や評価制度とも関連するが、国際通用性も含めた、実力・実績主義による人事システ

ム導入においては、当然、国際通用性を踏まえた採用を想定し、語学力についても確認しつつ、採

用段階における模擬授業の実施も課していく。 
 

特に今回、海外一線級のユニット誘致として、第一線で活躍しているアーティストやクリエータ

ーを招聘することとしており、加えて、国内教員の採用についても、年俸制適用により従来とは異

なる弾力的な運用により、高額の年俸設定で、世界的な活躍が期待できる傑出した人材を雇用する

ことが可能となる。 
  

また、研修制度については、現在も大半の教員が国際経験を有しているが、海外での研修や活動

を必須化・制度化することとし、サバティカル制度とも連動させながら、海外戦略拠点への実地研

修や中・短期出向制度を新設する。 
 

 加えて、本人の申し出により、一定期間（１年程度）の海外での実地修練を希望する者に関して

は、渡航や研修に係る経費を大学として支援する制度を新たに設け、国際通用性のある教員・芸術

家の育成を推進することとしており、その際は、今回整備予定の海外戦略拠点を活用して、必要な

教育研究環境や居住環境、サポート体制についても配慮する。 
 

 事務職員についても同様に、海外戦略拠点を活用した、半年から３年程度の海外派遣・勤務を通

常の人事異動のサイクルの中に組み込むこととしており、語学教育や異文化理解等に関しても、必

要な知識や教養が身につくよう、ＦＤ・ＳＤの充実強化を図り、組織力を高める。 



（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ） 

 

44 

様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （２） ガバナンス 

①事務職員の高度化への取組【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年 平成３１年度 平成３５年度 

外国語力基準 英語検定準１級、TOEIC 700、TOEFLiBT 64 

外国語力基準を満たす専任職
員数（Ａ） 

19 人 60 人 85 人 105 人 

全専任職員数（Ｂ） 110 人 120 人 120 人 120 人 

割  合（Ａ／） 17.3 ％ 50.0 ％ 70.8 ％ 87.5 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、事務職員に係る外国語基準は設定していないが、新規採用時における評価の観

点として外国語能力を確認するとともに、採用後における職員研修の一環として、放送大学を利用

した外国語研修を実施している。 
  
一昨年の「大学改革実行プラン」を踏まえ、グローバル化に対応した事職員の採用・育成は急務

であるとの認識の下、採用時における基準の明確化や国際関係専門スタッフの特別枠の設定、さら

には採用後における外国語を含めた国際関係実務に係る、レベル別の段階的な研修の導入等の制度

設計について現在検討中である。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、グローバル化に対応した事務機構やスタッフ体制の整備を強化する観点か

ら、事務職員の外国語基準を「英検準１級」、「TOEIC 700」、「TOEFLiBT 64」として設定することと

し、さらに職員研修の一環として語学研修をプログラムに組む込むことにより、全ての職員に対し、

一定レベルの英語運用能力を習得させることとしているが、特に国際交流担当としての役割を担う

専門スタッフについては、「英検１級」、「TOEIC 900」、「TOEFLiBT 100」のレベルを求めることとし

て、今後の採用においては、採用特別枠を設けて受け入れていく。 
  
また、現職の事務職員に関しても、高度な外国語能力の習得や国際担当セクションへの配置、海

外拠点への配置などを希望するケースが想定されることから、高度な外国語能力を習得するための

エクステンション講座を設け、研鑽を積むシステムを構築する。 
  
さらに、海外戦略拠点や国際交流協定大学（ﾛﾝﾄﾞﾝ芸術大学等）との人事交流（半年～３年程度）

を制度として組み込むことにより、語学力だけでなく、実際に海外において協議・調整・交渉等の

実務を遂行する能力を育成するシステムを構築することしており、その中で、フランス語、ドイツ

語、イタリア語、中国語及び韓国語についても運用能力の向上を図る。 

グローバル化に対応した職員育成システムの構築 
 

◆外国語基準（英語検定準１級・TOEIC 700 

・TOEFLiBT 64）の水準を満たすことを 

必須とした研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの構築 

◆国際交流担当職員に関しては、更に高度な 

 外国語基準（英検１級・TOEIC 900 

・TOEFLiBT 100）に基づく特別枠採用 

◆国際担当セクションへのローテーション人事 

のシステムに加え、海外戦略拠点・国際交流 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （２） ガバナンス 

②具体的ビジョン、中期計画等の策定【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 本学は国立大学法人として、中期目標に対応した中期計画を策定し文部科学大臣の認可を受けて

おり、平成１６年度の国立大学法人化から既に第一期中期目標期間（６年）が終了し、平成２２年

度より第二期中期目標期間に入っているが、中期計画に加え、各年度に年度計画を策定しつつ、ガ

バナンス強化等の改革を、学長の強力なリーダーシップの下で展開している。 
 
また、平成１８年より、学長のリーダーシップをさらに強化するため、年度計画よりもさらに具

体的な政策課題を掲げた「アクションプラン」を毎年度作成して、大学改革・ガバナンス改革等に

意欲的に取り組んでおり、小規模国立大学の機動性・即応性を活かした大学運営・改革を推進すべ

く、平成２４年１２月には、学長、理事、学部長及び研究科長を構成員とした大学改革戦略策定を

担う「戦略会議」を設置し、文部科学省「ミッション再定義」に係る学内の意見集約や、第３期中

期目標期間を睨んだ戦略策定を行う中で、学長のリーダーシップやガバナンス機能を高めてきた。
 
平成２５年４月には学長補佐体制を強化すべく、「副学長２名（教育担当及び研究担当）」と「学

長特別補佐１名」を配置するとともに、さらに平成２５年１１月の「国立大学改革プラン」を受け

て、改革を加速度的に実行するため、平成２６年１月に「大学改革プラン推進会議」を設置し、学

長、理事、副学長、学部長、研究科長及び部局長等による大学改革・機能強化に係る企画・推進を

全学一丸体制で推進している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、グローバル化と併せて、“オール藝大”体制により、大学運営基盤・ガバナ

ンス強化を推進することとしており、平成２６年４月に新たな事務機構「戦略企画課」、５月には

学長の直下に組織される大学若手教職員による「戦略企画インテリジェンス」においてＩＲ機能を

強化し、学長の目指すビジョン・改革を実行するための体制整備を図っている。 
 
また、国立大学改革プランを実行するための教員組織として、これまでの学部学科に対応した講

座制を見直し、分野横断的な全学教員組織「芸術研究院」を新設すべく、現在手続きを進めている。
 
さらにグローバル戦略を実行する新たな機構として「藝大 Global Crossing CORE（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾛｯｼ

ﾝｸﾞｺｱ）」を学長直下に新設し、学長の指示の下、ダイレクトな戦略実行を推進することとしており、

学長の指示を受けて、国際共同プロジェクトやブランディング等の重点戦略を速やかに実行するた

めの専任スタッフ（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ・ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ等）を手厚く配置するとともに、誘致した海外一線級アー

ティストユニットも所属する。 
 
加えて、中央教育審議会や学校教育法改正の動向を踏まえた、「教員の選考」や「部局長の選考」

についても平成２７年４月に見直すこととしており、教員選考については従来の教授会人事を見直

し、学長をトップとする「芸術研究院運営会議」で選考し、学長が決定する。また、部局長につい

ては、各部局から複数名推薦を募りつつ、別途理事等で構成される「部局長推薦会議」において外

部有識者も含めた選考・推薦を行い、両者から推薦された候補者の中から、学長が選考・決定する

よう手続きを改める。 
 
上記のとおり、高等教育政策を踏まえたガバナンス強化等を総合的に進めることにより、学長の

リーダーシップを抜本的に強化し、本構想を含めた大学の機能強化を推進する。 
 
その他、本学宮田学長は文部科学省文化審議会会長であり、文化庁において策定される芸術文化

施策等についても、先導的に実行する立場・役割にあることから、芸術文化政策を的確に踏まえた

中期計画やアクションプランの策定等を速やかに実行するとともに、本構想にも反映させていく。
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （２） ガバナンス 

③迅速な意思決定を実現する工夫【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

現状においては、小規模大学の機動性・即応性を活かしつつ、学長のリーダーシップの下で大学

運営等に係る迅速な意思決定を行ってきたが、平成２４年６月の「大学改革実行プラン」を契機に、

より迅速で機動性・即応性のある大学運営を行う必要性から、法人・部局が一体となった取組を推

進しており、平成２４年１２月には、学長、理事、学部長及び研究科長により大学改革戦略策定を

行うための「戦略会議」を設置し、学長主導の下で、スピード感ある大学戦略の決定を行ってきた。
 
さらに平成２５年４月に「副学長２名（教育担当及び研究担当）」と「学長特別補佐１名」を配

置して学長補佐体制を強化することで、戦略の策定・実行に係る意思決定を迅速化し、さらに平成

２６年１月に「大学改革プラン推進会議」を設置し、学長、理事、副学長、学部長、研究科長及び

部局長等による大学改革・機能強化に係る企画・推進を全学一丸体制で推進することで、全学的な

意思決定を集約化している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、グローバル化と併せて、大学運営基盤・ガバナンス強化を推進することとし

ており、意思決定の更なる迅速化についても推進していく予定であるが、平成２６年４月に新たな

事務機構「戦略企画課」、５月には学長の直下に組織される大学若手教職員による「戦略企画イン

テリジェンス」においてＩＲ機能を強化し、国内外の情勢や関係機関等の状況等を情報収集・分析

するとともに、大学として保有するリソースやシーズ等を統合し一元化することで、大学としての

戦略策定や実行に係る意思決定の迅速化に繋げていく。 
 
また、分野横断的な全学教員組織「芸術研究院」や学長直下の戦略機構「藝大 Global Crossing CORE

（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾛｯｼﾝｸﾞｺｱ）」を新設することで、これまでの教授会や部局との関係性を刷新し、学長主

導による大学としての意思決定の更なる迅速化を図る。 

 
小規模大学の機動性をさらに高めるための 

新たな意思決定プロセス・フレームワークの構築 

教育研究組織 大学戦略機構 

“藝大”Global Crossing CORE

大学基盤機構 

 
教育組織（大学院・学部） 

研究（教員）組織 

藝術研究院 

大学戦略実行会議

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｸｾﾚﾝｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 
ｻﾎﾟｰﾄ 
ｾﾝﾀｰ 

大学美術館、附属音楽高等学校

学内教育研究センター等 

戦略企画部門 

大学改革プラン推進会議 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進委員会 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 

外部機関等 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略 
評価・検証委員会 

海外一線級 
ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ 

国内外の 
産学官 
関係機関 

“上野の杜”
関係機関 

分野横断的な教育組織編成に
よる“ｵｰﾙ藝大“体制の強化 
※教員選考を教授会から同研究院の 

運営委員会（委員長：学長）に移行 

学長直下に大学戦略機構を設置
し、戦略企画部門で策定された戦
略を迅速に実行 

     は新設組織 

ﾀﾞｲﾚｸﾄな指示・迅速な決定

学 長 

外部ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの意見を 
的確且つ迅速に反映 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略等、学長の直下で 
大学改革・機能強化に係る戦略
策定 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （２） ガバナンス 

④意思決定機関等への外国人の参画【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

現状においては、特に外国人を排除している訳ではないが、実態として、役員会や教育研究評議

会、経営協議会等上位の意思決定機関に外国人が参画している実績はなく、学内委員会等において

は、学科講座や学内教育研究施設等、部局・セクションの代表という立場で各種委員会に参画して

いる実態はあるものの、意思決定機関や意思決定プロセス、委員構成等において、外国人が明確に

参画するようなシステム・制度設計にはなっていない。 
 
今後のグローバル展開やガバナンス強化の観点から、外国人教員の参画は必要不可欠であるとい

う認識の下、現在、制度設計を含め検討を行っているところである。 

 

【本構想における取組】 

 本構想においては、海外一線級アーティストユニット誘致により外国人教員が増加する予定であ

り、当然ながら学内の各種会議・委員会にも参画いただくことになるが、とりわけ、現在、大学の

戦略決定の中核となっている「大学改革プラン推進会議」及び「グローバル戦略推進会議」につい

ても、外国人委員の特別枠を設けて参画いただき、その他、ＩＲ機能を担う「戦略企画インテリジ

ェンス」についても、外国人教員・有識者という役割で参画いただく。 
  
その他、本構想におけるグローバル展開のための大学戦略機構として新設する「藝大 Global 

Crossing CORE」においては、外国人ユニットは「グローバルエクセレンス」として構成される主

要スタッフであり、機構の「グローバル戦略実行会議」においては構成員となることから、グロー

バル戦略の実行においても、中核的役割を担い参画していただく。 

 

海外一線級アーティストユニットの意思決定へ参画 

戦略企画部門 

大学改革プラン推進会議 

大学戦略機構 
“藝大”Global Crossing CORE 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進委員会 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 

大学戦略実行会議 

 
グローバルエクセレンス 
＜海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ＞

戦略の 

企画・ 

策定 

及び 

実行に 

参画 
グローバル 

戦略に係る 

学長の 

ブレイン 

として機能 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （２） ガバナンス 

⑤ＩＲ機能の強化・充実【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、学内に設置される「戦略会議」等で議論を進める中で、事務局関係課や関係す

る部局・教員等により、情報収集や情報分析等のＩＲ機能が担保されてきたが、昨年の「国立大学

改革プラン」を踏まえたガバナンス強化を図る観点から、平成２６年４月に、大学戦略の企画立案

や経営戦略を策定するための専門の事務機構として「戦略企画課」を新設し、グローバル展開を含

めた大学の機能強化に向けた具体的な戦略・アクションプランを策定すべく、海外を含めた学外の

情報収集・検証はもとより、学内の様々なリソース・シーズ等を一元化すべく、現在活動を展開し

ている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、ガバナンス機能をさらに強化する観点から、平成２６年５月より、これまで

事務局で担ってきたＩＲ機能を強化・充実させるため、学長の下に、若手教職員及びＩＲに係る専

門スタッフにより構成される「戦略企画インテリジェンス」を設置し、新たに専門的分析等を担う

アドミニストレーター２名を配置して、上記の戦略企画課とも有機的に連携しつつ、グローバルス

タンダードを踏まえた情報収集・分析に係るＩＲ機能の抜本的強化を図っている。 
 
同インテリジェンスにおける分析結果を活用し、同じく学長直下に設置している「大学改革プラ

ン推進会議」における具体的な戦略の企画・立案に繋げることとしており、さらに同会議の下に「グ

ローバル戦略推進委員会」を設置し、インテリジェンスからの情報を基にグローバル戦略を企画・

立案し実行に繋げていくことにより、グローバル人材育成等を総合的に推進する。 

 

 

戦略企画・立案に係る“ＩＲ機能”を発揮する 
ための「戦略企画インテリジェンス機能」の強化 

 
学 長 

戦略企画部門 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ（H26.5 設置） 
 

各部局等の若手教職員（外国人教員含）及び専門スタッフ

（アドミニストレーター）により構成、機能強化戦略策定・

経営方針決定に係る情報収集・分析等、大学運営に係る 

ＩＲ機能強化 

大学改革プラン推進会議 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進委員会

本構想（グローバル戦略）

の実行のための 

海外調査等情報 

収集・分析を実行、

「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進

委員会」に対して 

検証結果等を提供 

連 携 

戦略企画課

（H26.4 設置）

大学改革・機能

強化に係る戦

略企画を担う

事務組織 

連

携 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （１） 教育の質的転換・主体的学習の確保 

①学生の実質的学びの時間の確保に関する取組【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、芸術分野の特性として、「実技」にかかる時間・ウエイトが大きいことから、

単位数との関係においては、実質的な学びの時間は不足なく確保されることは当然として、むしろ

本学の場合、制作等にかける時間を如何に確保するかが課題となっており、カリキュラム編成や指

導方法の在り方も含め、効率的・効果的な年次・科目配当を行うべく不断の見直しを行っている。
 
 また、本学においては、地域自治体や企業等との連携の中で、学生が主体的に取り組む社会実践

活動を推進しており、この活動が、能動的な教育、所謂アクティブラーニングとして、学生の主体

性を培う上で機能していることはもとより、学生自身の学びや活動を見直す上での絶好の機会とな

っており、実績社会との関係性も踏まえたキャリアデザイン構築にも役立っていることから、単に

時間確保のみに依存しない、「実質的な学びの時間」及び「実質的な学びの場」に繋がっている。

【本構想における取組】 

 上記に示すとおり、芸術分野の特性として、「実技」にかかる時間・ウエイトが大きく、制作等

にかける時間を如何に確保するかが課題となっているが、他方、講義や演習においては、自学自修

時間を適正に確保する必要があることから、今後、履修指導の中で実質的学びの時間を確保するよ

う促すとともに、授業科目の中にＰＢＬ的要素・仕組みを組み入れることにより、予習復習が自発

的に行われるような授業方法としていく。 
 
 また、上記に示すとおり、社会実践活動に係る時間の確保も極めて重要であることから、地域自

治体や企業との連携を一層強化する中で、学生の主体的な活動の場をさらに水平展開するととも

に、海外活動まで展開させて「実質的な学びの時間」を発展させていく。 
 
 さらに、本構想においては、学生の学習成果や、学外さらには海外での活動履歴等を蓄積・デー

タベース化して網羅的に把握することで、学習成果の可視化を行うとともに、個々人の活動状況や

成果・達成状況等を見ながら、オーダーメイド型の個別履修指導に繋げていくことを目的として、

新たに「総合キャリア・ポートフォリオシステム」を導入する。 

 

 

 

 

 

 

総合キャリア・ポートフォリオシステム構成イメージ

＜支援メニュー＞ 
・指導教員による個別指導・個別面談 

・シニアチューター・ＴＡによる指導・支援 

・心理士によるカウンセリング・経済的支援 等

＜全学支援スタッフ＞ 
・学生支援課・各学部事務部 
・スタディ・アドバイザー 
・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ・ＴＡ（大学院生） 
・臨床心理士  

履修・活動履歴等をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化
各種情報を体系的に整理・分析

結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 
指導・支援に活用

取得単位等の成績履歴、制作・演奏

等ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動実績、社会実践活動

実績、海外渡航歴、経済的支援状況、

課外活動歴等データの蓄積

客観的なデータに基づき 

学生の活動実績、アクティビ

ティを検証、指導教員にフィ

ードバックするとともに、 

支援対象学生を抽出 
 
→個別指導・個別面談等
 必要な支援を実施 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （１） 教育の質的転換・主体的学習の確保 

②学生の主体的参加と大学運営への反映の促進【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

学生による授業評価実施授業
科目数（Ａ） 

364 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｂ） 256 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｃ） 108 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

全授業科目数（Ｄ） 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目 3,348 科目

 うち学部（Ｅ） 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目 1,820 科目

 うち大学院（Ｆ） 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目 1,528 科目

割  合（Ａ／Ｄ） 10.9 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（Ｂ／Ｅ） 14.1 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

割  合（／Ｆ） 7.1 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、芸術分野の学生の気質として、そもそも自己主張が強く、主体的な活動が専ら

であることから、既に実態として、教育研究活動や課外活動等様々な場面を通じて、学生の主体的

参加が行われているが、教育内容や質的改善に関しては、学生による授業評価・アンケートを継続

的に実施しており、その結果を教育指導方法の改善やＦＤ等に活用するなど、学内におけるＰＤＣ

Ａサイクルに繋げており、学生からの意見を踏まえつつ、教育研究内容や指導方法等についての不

断の見直しを行っている。 
 
 なお、現行の授業評価については、「科目単位」ではなく「教員単位」での評価となっているこ

とや、専任教員のみを対象としていること、２年に１回評価を受審する制度設計となっていること

から、上表中、授業評価の実施割合は１割程度となっている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、学生の意向も反映した人材育成プログラムの改善・充実を図ることとしてお

り、平成２７年からは、非常勤を含めた全教員を対象として、科目毎に授業評価を実施することと

し、留学生も含めた、全学生からの授業アンケートとして、半期毎の周期で実施することにより、

授業内容の不断の検証を行いながら、教育方法の改善を図る。 
 
 特に、海外一線級アーティストユニットにより実施される共同プロジェクトをはじめ、新たにト

ライアルとして実施していく教育プログラムもあることから、参加学生の意見を踏まえつつ検証・

分析し、その結果をフィードバックする中で、卓越したグローバル人材を育成するための教育プロ

グラムとなるよう、ＰＤＣＡサイクルを機能させていく。 
 
 なお、本構想における「大学独自の成果指標と達成目標」において、海外一線級アーティストユ

ニットとの共同プロジェクトや、海外での制作・展示等プロジェクト、国内での社会実践プロジェ

クト、上野の杜で行うイベント実施に係る評価に関しては、学生自身が達成度を自己評価すること

としており、その結果を踏まえたプロジェクト等の内容の改善・充実を図ることはもとより、学生

が自分自身の活動を自己点検・評価するシステムとして運用することで、学生が主体的に自己の活

動をブラッシュアップしていくよう促していく。 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （１） 教育の質的転換・主体的学習の確保 

③ＴＡ活用の実践【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、本学大学院の優秀な学生に対して、教育的な配慮の下で教育補助業務を行わせ

ることにより、補助業務に対する手当支給・処遇改善や、大学教育の充実、指導者としてのトレー

ニングの機会提供を図ることを目的にＴＡ制度を運用しているが、芸術分野の場合、実習・実技に

係る教育指導のウエイトが大きく、技術指導を中心に少人数による手厚い教育が必要であることか

ら、ＴＡ制度は有効に機能しており、学部学生を中心に教育の質の確保・向上に役立っている。 
 
大学院生においては、ＴＡとして実際に指導的役割を担うことにより、学修した知識の修得やコ

ミュニケーション能力が高まることはもとより、教授すること難しさや相手の感覚を理解すること

の重要性等を認識できるため、ＴＡ自身の教育効果という面においても有効に機能している。 
 
なお、ＴＡの人数は、平成２４年度９２名、平成２５年度８９名、平成２６年度９２名となって

おり、例年９０名前後で推移している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、学生の主体的学習の確保の観点はもとより、留学生に対する日本語教育や各

種支援等、あらゆる場面において、大学院生を中心とした上級生による指導や支援を得ていくこと

が必要不可欠である。 
 
 所謂「ＴＡ」としての授業等に係る教育補助的な役割を拡充しつつ、正課外の諸活動・生活支援

等においても指導・助言を与える役割を担う新たな制度設計を行うこととして、「シニアチュータ

ー制度」を新設し、大学院学生等上級生にその役割を担っていただくこととし、大学組織として全

人的・総合的な教育・指導を行うためのシステムを構築する。 
 
 本制度において、指導を受けることになる学生（下級生）への教育効果が高まることはもとより、

上級生から下級生への指導・助言を行うことが、所謂ロールプレイング型の実践教育として機能す

ることになり、他者に指導を行う中で、自身の知識や経験を体系化し、発信できる素地を修得する

ことが可能となり、さらに、芸術家として必要な技術・技能や感性・表現力を高めることができる。
 
 シニアチューターに関しては、事前に研修を行うことを必須化して必要な知識を習得させること

とし、委嘱する人数を段階的に増員することとして、現行ＴＡの倍となる、およそ２００名（美術

研究科・音楽研究科の修士・博士の収容定員の約２０％）の規模を予定している。 

 

 シニアチューター制度によるロールプレイング型実践教育 
 
上級生に対して“下級生を指導する役割”を付与することにより、“自身の知識の定着 

・体系化”や“他人に教授することの難しさ”や“コミュニケーション能力”等を修得 

 

ＴＡ制度を発展させ、授業

等における教育補助だけで

なく、自学自習時の個別指

導・助言や、生活支援等も

含め、総合的に後輩をサポ

ートすることで、教える

側・教えられる側、双方の

教育効果を期待 

総合的な指導・助言 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （２） 入試改革 

①TOEFL 等外部試験の学部入試への活用【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      各年度通年の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

対象入学定員数（Ａ） 0 人 43 人 43 人 43 人 

全入学定員数（Ｂ） 477 人 477 人 477 人 477 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 0.0 ％ 9.0 ％ 9.0 ％ 9.0 ％ 
 

【これまでの取組】 

 現状においては、TOEFL 等外部試験を学部入試に活用した実績はないが、昨今の高大接続の動向

やグローバル人材育成に係る基礎的な外国語能力涵養の必要性等を踏まえ、TOEFL 等、特に外国語

を中心に外部機関が行う客観性のある試験の活用についても、現在、学内において検討している。

【本構想における取組】 

 本構想においては、海外一線級アーティストユニット誘致や留学生拡充等、キャンパス環境や教

育研究内容のグローバル化が推進され、外国語による授業やコース等も増加することから、入学時

点における学生の質の確保や、入学後における成長・発展等の将来性も踏まえつつ、カリキュラム

ポリシーやディプロマポリシーとの関係性も踏まえたアドミッションポリシーを整理し、新たな入

試・学生選抜システムを構築していくこととしている。 

 

 現在、大学入試センター試験の在り方が議論される中、国立大学である本学は、その動向を踏ま

えつつ対応していく必要があるものの、グローバル人材育成の観点からは、外国語によるコミュニ

ケーション能力を適正に評価することが必要であり、入学時点における語学力を重視した学生選抜

を行うことが当然に求められることから、TOEFL 等客観的な評価・判断材料となりうる外部試験を

活用した、語学力水準の確認を行うこととしている。 

 

現時点では、入学後に相当の外国語水準が求められる芸術学科及び楽理科において、個別学力試

験の際に、TOEFL 及び TOEIC を活用することとして、平成２８年度より、学部定員のおよそ 9%にあ

たる４３名を対象として実施するが、対象とする外部試験に関してはさらに拡充する予定で検討を

進めており、加えて、芸術分野で必要となる英語以外の外国語（フランス語、ドイツ語、イタリア

語等）に関しても、外部試験を活用する方向で検討を進めており、その他の学科に関しても同様に

TOEFL 等の活用を検討・導入していくこととしている。 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （２） 入試改革 

②多面的入学者選抜の実施【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現時点においては、学部の場合、各々の専門分野の独自性・個性から、美術学部と音楽学部、さ

らには各学科単位で課す内容等は異なるものの、概ね、大学入試センター試験と個別学力試験、実

技、面接、小論文等で行われており、実技や面接試験を課す中で、将来の芸術家としての適性等を

総合的に判断している。 
 
また、大学院においては、研究科や専攻によって詳細は異なるものの、筆答試験や面接・小論文、

さらに作品やポートフォリオ（志願者のこれまでの活動内容を分かりやすくまとめたファイル）等

により入学者選抜を行っており、一般的な大学とは異なる、芸術分野ならではの、実技や作品、活

動内容等に着眼した選抜を行っているのが特徴である。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、世界で活躍できるグローバル人材育成を目的としていることから、入学試験

の段階において、基礎や学力や実践力を担保しつつも、芸術家としての将来的な可能性や展望等、

多様な視点・観点からの総合的な人物評価が重要となってくることから、多面的な入学者選抜を実

施していく必要があると考えている。 
 

そのため、特に本構想においてウェイトを置く「社会実践」に関する要素として、インターンシ

ップやボランティア活動、さらには、芸術的活動としての展示・公演等のアウトリーチ活動等を重

視するとともに、「グローバル人材」の基礎となる海外留学・研修等に関することについても入学

者選抜において評価していく。 
 

今後、募集要項等においてもアドミッションポリシー等との関係も含め明示した上で運用する予

定であり、平成２８年度本格導入を目途に制度設計等を進めていくこととし、その他、芸術家とし

て重要である、感性や表現力等も含め、語学力に係る TOEFL の活用や、国際バカロレアの活用も視

野に入れつつ、世界の芸術系大学の状況等、グローバルスタンダードも勘案しながら、グローバル

に活躍できる芸術家育成に資する新たな入学試験・選抜方法を開発し実施していく。 

グローバルに活躍できる芸術家育成に向けた 
多面的な入学者選抜実施 

 

インターンシップ 

社会実践活動実績

タ シ プ

海外留学研修実績 

国際活動実績 

ボランティア活動

シ プ

社会実践活動や国際活動等のアクティビティを
実践的なグローバル人材基礎力として積極的 

に評価
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （３） 柔軟かつ多様なアカデミック・パス 

①柔軟な転学科・転学部、Late Specialization 等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、美術、音楽及び映像の３つの分野の個性・独自性から、弾力的に転学部を行え

るような制度設計にはなっておらず、Late Specialization に関しても、芸術分野の特殊性もさる

ことながら、国立大学唯一の総合芸術大学としての責任ある学生選抜が求められることから、入学

者選抜の段階で、個々の専門分野・学科区分に応じた実技・技能の水準を求める必要がある。 
 
 そのため、同一学部内学科間での学生の動きに関しては、学生の意向だけでなく、適正・能力等

を総合的に見極め、他の学生との関係も踏まえて転学科を認めることは制度上ありえるものの、現

状においては、個々の専門分野・学科単位での継続した人材育成が通例となっている。 
  
しかしながら、総合芸術大学としての強み・特色を活かしつつ、分野の枠を超越した多才なアー

ティストを育成する必要性も認められることから、共通科目の充実も含め、柔軟なシステム設計を

現在検討している。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、世界に先駆けて我が国固有の芸術的価値を創出していく観点から、これまで

の専門分野特化型の教育を発展させて、美術、音楽及び映像の３つの分野を横断した複合型の教育

研究を推進することとしており、そのため、教員組織については、“芸術研究院”として、これま

で美術、音楽及び映像の各分野毎の編成から、分野横断的・一体的な組織編制へと改編する。 
  
さらに、新たな大学院組織「グローバルアート創造研究科」を整備して分野横断的な教育研究を

推進することとし、「主専攻・副専攻（メジャー・サブメジャー）」や「ダブルメジャープログラム」

という形での新たな芸術の学びを展開し、社会人の受入れ・学び直しにも対応する。 
 
 その中で、例えば美術研究科の学生が音楽研究科に変わるなど、これまでありえなかったような

学生の転学部・転学科（転研究科・転専攻）といった、多様性のある動きが行えるような制度設計

も検討しており、入学時点では各々の専門性に対応した学部学科に所属することとしつつも、入学

後には、本人が思い描くキャリアデザインに対応できる、柔軟かつ多様なアカデミックパスが展開

できるようなシステムとしていく。 

 

  

 

 
 
★分野横断的・複合的な教員組織 “藝術研究院” の新設により、 
分野の枠を超えた教育研究を推進 

 

  
★新独立研究科「グローバルアート創造研究科」設置により、 
分野横断的な教育研究を実質化 

 

 

 

 

  ★分野横断的な教育研究の推進により、分野の枠を超えた転学科や 
転専攻が可能となるような柔軟な制度設計・システムへと変革し、 
多様かつ多彩なアカデミックパスを実現 

美 術 音 楽 映 像 

複数の分野を専攻できる「ダブルメジャープログラム」の導入 

（「メジャー・サブメジャープログラム」も併せて実施） 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （３） 柔軟かつ多様なアカデミック・パス 

②早期卒業・入学、５年一貫制課程等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、早期卒業・入学や５年一貫制課程等の導入にまでは至っていないが、芸術分野

の特殊性を踏まえた検討は継続的に行われてきており、例えば「飛び入学」に関しては、従前から

本学の附属音楽高等学校から大学への接続の中で、稀有な才能を有する者を早期に受け入れて大学

教育を行う方向での検討を行っており、現在は附属学校以外も含め、早期教育を行う方向でのシス

テム設計を検討している。 
 
 また、５年一貫制課程に関しても、その前提となる大学院博士課程における教育研究指導、論文

審査の在り方を、文部科学省の支援の下で検証してきており、実技に重点を置いた博士課程教育に

ついて、全国の芸術大学に先駆けた制度設計を完了していることから、この成果を活かした大学院

教育を推進する中で、５年一貫教育も含めたグローバル人材育成、世界トップレベルのアーティス

ト育成を実現すべく、現在検討を進めている。  

【本構想における取組】 

 本構想においては、芸術分野の人材育成の革新的取組として、既存の修業年限等に縛られない、

柔軟な人材育成システムの構築を目指すこととしているが、とりわけ、世界トップレベルのアーテ

ィスト育成を目標としていることからも、早い段階からのアーティスト育成システムの導入も重要

な選択肢の一つであり、本学の附属音楽高等学校をはじめ、高校の段階から卓越した人材を発掘す

るため、「飛び入学制度」を導入する。 
 
 特に、今回誘致する海外一線級アーティストユニットとの共同実践の場を、全国各地の、幼児か

ら、小学生、中学生、高校生に対しても幅広に提供する中で、稀有な人材の早期発掘を行うととも

に、国際的センスを涵養できるような人材育成プログラムとして、「卓越人材ディスカバリープロ

グラム」も併せて運用することで、前述の飛び入学制度も実質化されていくものと考える。 

 

  

 

 

 

 

 

 
 
また、本学の博士課程は、世界的に見ても先行的な論文審査方法（実技を重視した芸術分野なら

ではの審査）について、文部科学省からの支援を得て開発し実践していることから、博士課程のコ

ースワークも含め、我が国からグローバルスタンダードとなる博士人材育成を実行することとし、

５年一貫型の大学院プログラムも開発・実施する。 
 
具体的には、新設予定の「グロールアート創造研究科」において、修士・博士を通じた５年間の

人材育成プログラム・５年一貫課程を構築し、明確なグローバルアーティスト育成プログラムとし

て確立させていく。 

 

 

 

 

 

卓越人材ディスカバリープログラム 

海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄとの共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの機会を提供

幼

児

小
学
生

中
学
生

高
校
生

飛び入学
制度の導入 早期教育

の実施 

        博士課程 修士課程 

５年一貫グローバルアーティスト育成プログラム 
世界の先駆けとなる、実技重視型の５年一貫世界トップアーティスト育成 
世界一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄとの共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等を組み入れた実践型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
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様式３ 

４．その他 

（１）教育情報の徹底した公表【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 現状においては、平成２２年６月の学校教育法施行規則改正を踏まえた教育情報の公表に努めて

いるが、本学においては、公的機関としての役割を踏まえた社会への説明責任や教育の質向上はも

とより、我が国唯一の国立芸術総合大学としての役割を担っていることからも、上記規則改正以前

から、学生に関する中退率や就職率、卒後の進路状況等はもとより、教員に関する情報（当人のキ

ャリア・作品も含めたホームページ掲載）や、シラバス・教育内容や様々な社会実践活動等、教育

内容に係る様々な情報について、積極的な公表を行ってきた。 
 
 そもそも、芸術大学の教育研究成果に関しては、他分野とは異なり、外部に対して公表・発信す

ることにこそ意義があることから、本学の大学美術館や奏楽堂等の学内施設での展示・公演活動は

もとより、学外のギャラリーや公会堂等での実践活動を含め、対外的に積極的な発信を行っており、

本学教員に関しても、社会実践活動を積極的に行っているなど、常に外部への公表・発信が行われ

ることを大前提として、第三者からの批評・レビューまでも取り入れた、ＰＤＣＡサイクルによる

教育の質向上システムに繋げている。 

【本構想における取組】 

 本構想においては、教育研究成果の積極的な発信は重要な戦略の一つであり、人材育成プログラ

ムの詳細な内容や、教育研究者等のキャリアや活動状況、学生の社会実践等のアクティビティや創

造した成果、展覧会やコンクールでの受賞歴等も含め、総合的な教育情報の公表を徹底して推進し

ていく予定であり、上記に示した、本学が有する質保証システムの更なる向上に向けた制度設計を

推進する。 
 
 とりわけ、グローバル化推進のためのブランディング戦略として、世界中にも未だ確立していな

い芸術系大学に係るアクティビティの検証（被引用論文数によらない分野特有の評価等）を、本学が世界に

先駆けて実施することとしており、国際社会に対して積極的に公表・発信する中で、本学の国際的

な価値を世界に認識させることが、今回の構想の要であることから、実際に行った展示や演奏など

学外活動実績や対外的な評価も含め、詳細な情報を体系的に整理して発信していく。 
 
 その際、世界をターゲットとした公表・発信を行うことが大前提となることから、当然ながら、

日本語による発信だけでなく、英語を含めた多言語（現時点では、ドイツ語、フランス語、中国語

等を予定）による、ダイバシティ型の情報発信を展開していく。 
 
なお、教育情報を含めたブランディングシステムに係る情報発信に関しては、本学のみならず、

世界の芸術系大学全体の強み・特色を明確化していく必要があることから、本学主催による「国際

芸術系大学サミット」を毎年開催し、情報発信に係る内容等をオーソライズした上で、“オール国

際芸術系大学”による、インパクトのある魅力的な情報を世界に向けて発信していく。 

 

 
 
★芸術分野における 

世界に先駆けた 
ブランディング 
システムの構築 
 
※国際的見地からの 

強み・特色等の 
明確化 

国際プレゼンス

を明確化する為

世界に向けた 

教育情報の 

多言語による 

積極的な発信 

を実行

人材育成システム

や教育内容等 

“藝大”の魅力 

を世界に発信 

“藝大”の固有の

強み・特色を 

積極的に発信し 

ブランド力を向上
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様式４ 

共通観点３ 大学独自の成果指標と達成目標【３ページ以内】 

○ 意欲的かつ挑戦的な独自の定量・定性的成果指標と達成目標が、各大学の構想に応じて設定されているか。

【実績及び目標設定】 

＜定量的＞                 各年度大学が定める時点又は通年の数値を記入 

 
平成２５年度 
(H25.4.1) 

平成２８年度 
(H28.4.1) 

平成３１年度 
(H31.4.1) 

平成３５年度 
(H35.4.1) 

1-④共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｶﾘｷｭﾗﾑ反映 

（科目数） 
3 (科目) 10 (科目) 20 (科目) 30 (科目)

1-⑤共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ

への反映（学位課程数） 
0 (課程) 3 (課程) 6 (課程 10 (課程)

2-③国際交流協定締結大学以外の

海外大学・学術団体・機関等連携数 
54

 

(機関)
75

 

(機関)
100

 

(機関) 
130

 
(機関)

 
平成２５年度 

(通年) 
平成２８年度 

(通年) 
平成３１年度 

(通年) 
平成３５年度 

(通年) 

1-①海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄの誘致

実績 
20 (人) 80 (人) 100 (人) 120 (人)

1-②国内における海外の大学・関係

機関等との共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施件数 
40 (件) 90 (件) 120 (件) 150 (件)

1-③国内における海外の大学・関係

機関等との共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加者数 
201 (人) 600 (人) 900 (人) 1,200 (人)

2-①海外における教員・学生の制

作・展示・公演等活動実績 
18

 
(件) 40

 
(件) 60

 
(件) 80

 
(件)

2-②海外における教員・学生の制

作・展示・公演等活動参加者数 
45

 
(人)

100
 
(人)

150
 
(人) 

200
 
(人)

3-①国内における大学・関係機関等

との共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施件数 
234 (件) 350 (件) 500 (件) 700 (件)

3-②国内における大学・関係機関等

との共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加者数 
1,258  

(人)
2,000  

(人)
3,000  

(人) 
4,200  

(人)

4-①大学美術館・奏楽堂への来場

者数 
417,000 (人) 600,000 (人) 800,000 (人) 1,200,000 (人）

4-②“上野の杜“への来訪者数 15,763，000 (人) 17,500,000 (人) 30,000,000 (人) 33,000,000 (人)

4-③“上野の杜”での本学主

催・共催のイベント開催数 
0 (件) 15 (件) 25 (件) 40 (件)

4-④ｱｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ参加者数 
0 (人) 50 (人) 80 (人) 120 (人)

5-①国際的な展覧会・ｺﾝｸｰﾙ等で

の受賞・入賞実績 
54 (件) 75 (件) 95 (件) 120 (件)

5-②国内における展覧会・ｺﾝｸｰﾙ

等での受賞・入賞実績 
198 (件) 250 (件) 300 (件) 350 (件)

6-①藝大基金獲得状況 177,125 (千円) 5,000,000 (千円) 8,000,000 (千円) 12,000,000 (千円)

6-②受託事業・受託研究等外部資

金獲得状況（藝大基金除く） 
594,459 (千円) 800,000 (千円) 900,000 (千円) 1,000,000 (千円)

＜定性的＞ 

１－⑥ 共同プロジェクト参加者からの当該プロジェクトに対する「達成度」「満足度」及び 

「コメント」を踏まえた総合評価（３要素のアベレージ（定量的＋定性的）） 

 

 

 

           ＜ Total Average ＞ 

平成２６年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

３.８以上 ４.０以上 ４.２以上 ４.５以上 
 

２－④ 海外で実施したプロジェクトに対する参加者からの「達成度」「満足度」及び「コメント」

を踏まえた総合評価（定量的指標＋定性的） 
           ＜ Total Average ＞ 

平成２６年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

３.８以上 ４.０以上 ４.２以上 ４.５以上 

 

◆「達成度」及び「満足度」（５段階評価）：５・４・３・２・１ 
◆「ｺﾒﾝﾄ」の「ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ評価割合」（５段階評価）：５（0～20％）・４（21～40％）・３（41～60％）・２（61～80％）・１（81～100％）

 ※以下、２－③、３―③、４－⑤においても同様の考え方により算定
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３－③ 国内で実施したプロジェクトに対する参加者からの「達成度」「満足度」及び「コメント」

を踏まえた総合評価（定量的指標＋定性的） 
  
           ＜ Total Average ＞ 

平成２６年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

３.８以上 ４.０以上 ４.２以上 ４.５以上 
 

４－⑤ “上野の杜”における大学主催・共催イベント等に対する参加者からの「達成度」 

「満足度」及び「コメント」を踏まえた総合評価（定量的指標＋定性的） 
  
           ＜ Total Average ＞ 

平成２６年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

３.８以上 ４.０以上 ４.２以上 ４.５以上 

 

５－③ ブランディングシステムによる“藝大”のプレゼンス（定性評価） 

    「国際貢献・社会貢献活動」や「伝統文化の継承」等に係る活動実績を評価 
     ※国内外の芸術系大学の実績をリサーチ・相対比較し、グローバルスタンダードで見た 

“藝大”の価値の明確化 

        

 

         
 

【これまでの取組】 

＜教育研究体制・人材育成プログラムのグローバル化＞ 

 長きに亘って培ってきた国際交流実績を踏まえ、欧米やアジアの有力芸術大学はもとより、世界

的な楽団等学術機関や、世界的に著名なアーティスト・クリエーター、デザイナー等、多様な国際

交流ネットワークを活かし、短期的に来日いただき、学生の指導等を行っている。 
 
＜海外での教育研究活動、国際発信・展開＞ 

 教員・学生共、東アジアから欧米まで、様々な国際活動を展開しており、例えば、欧州の芸術系

大学との共演等による海外公演や、東アジアにおける文化財保存・修復に係る活動、新興国での人

材育成支援、映像分野における日中韓との共同制作など、教育研究力を活かした多様な活動を展開

している。 
 
＜社会実践・アウトリーチ活動等、社会連携・展開＞ 

 台東区、足立区、茨城県取手市や神奈川県横浜市等、多数の自治体との連携による活動や、民間

企業等との連携による社会実践活動を広く展開しており、教員・学生がチームとなって現地に赴き、

制作活動やコンサート等演奏など、教育研究力を活かした多様なプロジェクトを推進している。 
 
＜“上野の杜”の国際芸術文化拠点基盤形成＞ 

 “上野の杜”は我が国屈指の文化資源の集積として、本学大学美術館をはじめ、東京国立博物館

や国立科学博物館、国立西洋美術館、東京都美術館、東京文化会館等多数の文化施設が存在してお

り、これまで様々な連携を行ってきたが、今般２０２０年東京オリンピックを目指し、世界的な芸

術文化拠点と飛躍すべく、現在、本学が中核となり「上野“文化の杜”新構想」を検討している。
 
＜“藝大”のブランド化・国際プレゼンス向上＞ 

世界的に未だ確立されていない芸術系大学の世界ランキング等、国際プレゼンスに係るグローバ

ルスタンダードを確立すべく、平成２２年度には「芸術大学評価の指針」を作成し、さらに現在、

中央美術学院、清華大学、パリ国立高等美術学校及びシカゴ美術館附属美術大学等とも検討を開始

しているなど、世界の一流大学の参画を得ながら鋭意検討を進めている。 
 
＜グローバル戦略実施に係る財政基盤確立＞  

 厳しい行財政事情に鑑み、安定的な財政基盤を確立し、グローバル戦略実施をはじめとする教育

研究活動の活性化に資するため、創立１２５周年（平成２４年）から、創立１５０周年（平成４９

年）までに２５０億円獲得を目標とする基金を設置している。 

◆平成２８年度までにアジアでのポジションを明確化 
◆平成３１年度までに世界的なポジションを明確化 
◆平成３５年度までに世界最高峰の芸術大学に飛躍 
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【本構想における取組】 

 本構想においては、６つの着眼点による目標及び成果指標を設定し、グローバル戦略の着実な実

行と成果の発信に重点を置いて取り組むこととしている。とりわけ、“藝大”のブランド化・国際

プレゼンス向上に関しては、世界の先駆けとなる試みとして先駆的に推進する。 
 

＜教育研究体制・人材育成プログラムのグローバル化＞ 

 グローバル人材育成に係る教育システム・プログラムの強化に関する指標であり、特に、海外一

線級アーティストユニット誘致の状況や、これに伴う国際共同プロジェクトの実施状況（件数・参

加者数）や同プロジェクトの達成度・満足度等のレビュー、さらには、その実績を踏まえたカリキ

ュラムへの反映（ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰや授業科目への反映等）について成果を明らかにする。 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の１－①～１－⑤、「定性的指標」の１－⑥ を参照】
 
＜海外での教育研究活動、国際発信・展開＞ 

 将来的に国際舞台で活躍するための基盤となる発信力・展開力の強化に関する指標であり、特に、

海外における教員・学生の制作・展示・公演等の活動実績（件数・参加者数）や、同活動の達成度・

満足度等のレビュー、海外での諸活動の結果拡大される国際交流機関・ネットワーク強化の状況（国

際交流協定締結大学だけでなく、芸術・学術団体やギャラリー・個人事務所も含めた関係機関・ス

テークホルダー数）について成果を明らかにする。 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の２－①～２－③、「定性的指標」の２－④ を参照】
 
＜社会実践・アウトリーチ活動等、社会連携・展開＞ 

 グローバル人材として自身の活動・実績の展開（アウトリーチ）や、社会や他者との協働での活

動を通じた表現力・コミュニケーション能力・感性等の涵養等、芸術家としての基礎力に関する指

標であり、自治体・企業をはじめとする国内関係機関等との共同プロジェクトの実施状況（件数・

参加者数）や同プロジェクトの達成度・満足度等のレビューについて成果を明らかにする。 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の３－①～３－②、「定性的指標」の３－③ を参照】
 
＜“上野の杜”の国際芸術文化拠点基盤形成＞ 

 本学が立地する“上野の杜”の、教育研究・人材育成フィールド「リージョナル・キャンパス」

機能について、2020 東京オリンピックを契機とした、世界的な芸術文化拠点、教育研究拠点への

発展に関する指標であり、本学の美術館・奏楽堂への来場者数、“上野の杜”への来訪者数や本学

主催・共催のイベント数、同イベントの達成度・満足度等のレビュー、さらには、上野文化施設の

学芸員等に対するキャリアアッププログラム提供（参加者数）について成果を明らかにする。 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の４－①～４－④、「定性的指標」の４－⑤ を参照】
 
＜“藝大”のブランド化・国際プレゼンス向上＞ 

 国際的な活動・成果等から、国際的見地からの“藝大”の価値や強み・特色の明確化に関する指

標であり、国際的な展覧会・コンクール等での受賞・入賞実績、国内の展覧会・コンクール等での

受賞・入賞実績、さらには、国際貢献・社会貢献活動や伝統文化の継承等、本学が担う社会的、国

際的役割等に係る活動実績等について成果を明らかにする。 

※国際的な展覧会・コンクール等は、「国際ビエンナーレ」や「国際音楽コンクール世界連盟」加盟コンクール、

「国際映画祭」等、世界的に権威あるものに精査 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の５－①～５－②、「定性的指標」の５－③ を参照】
 
＜グローバル戦略実施に係る財政基盤確立＞  

 グローバル戦略を持続的に実行していく上で、自己財源による事業実施が必要不可欠であること

を踏まえた、支援期間終了後を見据えた財政基盤確立に関する指標であり、本学が平成２４年から

平成４９年までの２５年間で実行することとしている“藝大基金”の獲得実績、さらには、本構想

に連携・協力予定の国内外関係機関からの受託事業・受託研究等外部資金の獲得状況について成果

を明らかにする。 

【具体的な目標値は、上記「定量的指標」の６－①～６－② を参照】 
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様式５ 

共通観点４ 構想実現のための体制構築【２ページ以内】 
○ 構想を推進し実現できるだけの学内体制の整備が計画されているか。環境の変化に応じ自己変革できる体制

を構築できているか。また、事業終了後も継続して取り組むものとなっているか。 

【本構想における取組】 

 本構想におけるグローバル戦略において、“オール藝大体制”による総力結集型の事業展開が必

要不可欠であり、学長の強いリーダーシップの下、小規模大学の機動性・即応性を活かしつつ、加

速的に事業を展開していくための戦略の企画・立案と実行のための体制、とりわけ、海外一線級ア

ーティストユニット誘致や海外戦略拠点整備、ブランディングシステム構築等に係る体制整備が必

要となる。 
 
また、分野横断的・複合的な教育体制を活かしつつ、海外一線級アーティストユニットとのコラ

ボレーションによるグローバル人材育成プログラムを実質化し、国際共同カリキュラム（ジョイン

トディグリー）に発展させていく上では、国際化に対応した新たな教育組織（大学院）を整備する

必要があり、さらに、ユニット誘致等に伴う、外国人教員・留学生の増加や、国際交流の活性化等

にも対応した事業実施体制・支援体制の整備（専門スタッフの配置等）が必要である。 
 
加えて、同構想におけるグローバル戦略の進捗状況等を客観的に把握・分析し、厳格な外部評価・

検証を行うための第三者機関を設置する必要がある。 
  
本構想に係る体制整備・フレームワークの全体像は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、具体的なフレーム構築内容・ポイントを示す。 

 学長のリーダーシップの下でグローバル戦略を企画・策定するため、既設の「大学改革プラン推

進会議」の下に「グローバル戦略推進委員会」を新設するとともに、戦略策定に必要な情報収集・

分析等ＩＲ機能を担う「戦略企画インテリジェンス」を新設する。さらに、従来、学部学科（講座）

所属である教員組織を抜本的に見直し、新たに「藝術研究院」として分野横断型・全学一体的な研

究（教員）組織を編成する。 

 

 

 

 

 

 「藝術研究院」は、分野横断的・全学一体的な教育研究推進だけでなく、中央教育審議会の提言

や学校教育法等改正の動向を踏まえたガバナンス機能強化を担うものであり、例えば、「教員選考」

に関して、これまでの教授会人事から、同研究院運営員会（委員長：学長）において選考を行う方

式へ変更することにより、学長のリーダーシップ強化にも資する。 

 

                                    ：新設組織 

戦略企画部門 
学 長 

大学改革プラン推進会議 

教育研究組織 大学戦略機構 

“藝大”Global Crossing CORE

大学基盤機構 

 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進委員会 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 

教育組織（大学院・学部） 

研究（教員）組織 

藝術研究院 

大学戦略実行会議

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｸｾﾚﾝｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 
ｻﾎﾟｰﾄ 
ｾﾝﾀｰ 

外部機関等 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略 
評価・検証委員会 

海外一線級 
ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄ 

国内外の 
産学官 
関係機関 

“上野の杜”
関係機関 

藝術研究院 
◆芸術表現学系 

純粋美術表現領域／応用美術表現領域／音楽表現領域
／映像制作領域／映像技術領域 

◆芸術理論学系 
美術理論領域／音楽理論領域 

◆芸術資源学系 
   文化財保存領域／アーカイブ領域 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略 
推進委員会 

学長を委員長として、理事、副学

長、学部長・研究科長等により構

成（推進会議より分属）、総合的

なｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略を企画・立案 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 
 
各部局等の若手教職員及び専門ｽﾀ

ｯﾌ（ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰﾀｰ）により構成、機能
強化戦略策定・経営方針決定に係る
情報収集・分析等、大学運営に係る
ＩＲ機能強化 

大学美術館、附属音楽高等学校

学内教育研究センター等 

戦略企画部門 
学 長 

大学改革プラン推進会議 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略推進委員会 

戦略企画ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ 
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さらに、策定されたグローバル戦略を速やかに実行するための新たな大学戦略機構として、学長

の直下に「藝大 Global Crossing CORE（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾛｯｼﾝｸﾞｺｱ）」を新設し、教員・スタッフ等の採用・

人事を含め、学長主導による戦略実行を推進することとし、「副学長（グローバル戦略担当）」を新

たに配置し、大学戦略の迅速な実行を担う「大学戦略実行会議」を設置することにより、スピード

感あるグローバル戦略実行を実現する盤石の体制を確立する。 

本事業においては、海外一線級アーティストユニットを誘致して、世界最高水準の教育体制を整

備することとしており、所属については、学長の指示の下、機動的活動が可能となるよう、学長直

下に配置することとして、「藝大 Global Crossing CORE」内に、海外一線級アーティストユニット

の所属組織「グローバルエクセレンス」を整備する。 

また、同 CORE 内には、戦略実行を支援するための「グローバルサポートセンター」を新設し、

外国人教員・留学生へのサポートや国際的な渉外活動等コーディネートを担うスタッフ（教員 1・ｺｰﾃﾞｨ

ﾈｰﾀ２・ｽﾀｯﾌ４）を配置するとともに、同センター内に「チューターステーション」を設置し、「シニアチュ

ーター」としての役割を担う大学院生を組織化し、機動的に活動できる体制・システムを構築する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、グローバル戦略の評価・検証については、自己点検評価に加えて、外部により構成される

「グローバル戦略評価・検証委員会」において実施する。自己点検評価に関しては、「グローバル

戦略推進委員会」に評価部会を設置して実施し、その結果を踏まえ、以下の各界有識者により構成

される評価・検証委員会において厳格な評価検証を行い、結果を推進委員会にフィードバックし、

ＰＤＣＡサイクルに繋げることにより、恒常的な質の保証や戦略の推進・加速化を後押しする。 

 

 

 

 

 

平成２８年度においては、分野横断的・複合的な教育研究実践と海外一線級アーティストユニッ

トとのコラボレーションによる国際共同プロジェクト等を体系化し、人材育成プログラムとして構

築するとともに、既設の大学院研究科・専攻等の再編を行い、国際化やグローバル人材育成に対応

した、新たな教育組織として、独立研究科「グローバルアート創造研究科」を新設するとともに、

国際的に高度専門人材育成ニーズが高く、特に我が国において人材育成機能強化が求められている

「オペラ」に係るグローバル人材育成について、国際ネットワークを活かし実行するため、音楽研

究科内に「オペラ専攻」を新設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

グローバル化に対応した新たな大学院組織整備 

大学戦略機構“藝大”Global Crossing CORE 

 ◆グローバル・クリエーション推進拠点 
    ミッション：国際戦略展開（ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾈﾏ・国際ｱﾆﾒｰｼｮﾝ・音楽創造）/国際共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成  等   

◆グローバル・マネジメント推進拠点 
   ミッション：国内外ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤構築/国際発信・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ/総合ｱｰｶｲﾌﾞｼｽﾃﾑ構築/ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材育成 等 

 

グローバル戦略評価・検証委員会
＜外部委員予定者＞ 

  青柳正規（文化庁長官） ／ 遠山敦子（公益財団法人パナソニック教育財団理事長（元文部科学大臣）） 
  福井 俊彦（一般財団法人キヤノングローバル戦略研究所理事長（元日本銀行総裁）） ／ 高階秀爾（大原美術館館長） 

滝 久雄（ぐるなび代表取締役会長・創業者（株）NKB 取締役会長・創業者）／ 石田義雄（東日本旅客鉄道（株）監査役） 
   中村 胤夫（（株）三越伊勢丹社友） ／ 秋元 康（作詞家・放送作家・プロデューサー） 他 

大学院独立研究科 

の新設 

 

グローバルアート創造研究科 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｰﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ 
専攻(M) 定員 12 名 

ｱｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻(M)
定員 8名 

ｱｰﾄｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専攻(M)
定員 8名 

音楽研究科（既設）

大学院専攻 
の新設（専攻増） 

オペラ専攻(M)
定員 8名 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略実行会議 
機構長（戦略担当副学長）をトップに、各

拠点推進ユニットリーダー、グローバルエク

セレンスリーダー、戦略担当教員、グローバ

ルサポートセンター長等により構成、学長か

らの指示に基づき、戦略を迅速に実行 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｸｾﾚﾝｽ 
海外一線級アーティストユニ

ットの所属組織として新設、同

エクセレンス内に、分野・戦略

に対応した「戦略ユニット」を

設置 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
専任教員 1名、国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 2 名、専門ス

タッフ 4名を配置し、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略に係る各種

ｻﾎﾟｰﾄに対応、外国人教員や留学生支援、日本

人の留学支援等に対応、大学院生ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰによ

り構成される「チューターステーション」設置
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様式５ 

本事業の実施計画 

①  現在の準備状況及び年度別実施計画【３ページ以内】 

【構想実施に向けた準備状況】 

 本構想においては、学長の強力なリーダーシップの下、一昨年の「大学改革実行プラン」を踏ま

え検討を進めており、国立大学「ミッション再定義」や「日本再興戦略」、さらには「国立大学改

革プラン」を受けて、本学の強み・特色を活かしつつ、大学の使命、国家プロジェクトという覚悟

で展開していく。 
 
特に海外一線級アーティストユニット誘致に関しては、現時点において、ロンドン芸術大学セン

トラルセントマーティンズ、パリ国立高等美術学校、ハーバード大学、南カリフォルニア大学、ベ

ルリンフィルハーモニー管弦楽団、ベルリン芸術大学、ウィーン音楽演劇大学、リスト音楽院、フ

ランス国立映画大学、中央美術学院及び清華大学美術学院等関係機関と具体的な交渉・協議を進め

ており、既にユニット誘致候補者を特定しており、本年１１月から段階的にユニットメンバーの来

日を予定している。 

その後、平成２７年４月以降、ユニット誘致を開始する予定となっており、海外戦略拠点につい

ても併せて調整を進め、東京都とも連携した展開として、東京都の「姉妹友好都市」及び「アジア

大都市ネットワーク２１」とも連動させて、現在、ロンドン、パリ、ベルリン、北京、ソウル等と

整備に向けて最終的な協議を行っている。 
 
また、ブランディング戦略に関しては、既に本学では、平成２２年度に「芸術大学評価の指針」

を作成済みであり、さらに、現在、中央美術学院、清華大学、パリ国立高等美術学校、ベルリン芸

術大学及びシカゴ美術館附属美術大学等と検討を開始するなど、世界の一流大学も巻き込んだ形で

話を進めている。 
 
「上野“文化の杜”新構想」に関しても、文部科学大臣からの指示の下、昨年１１月から検討を

開始しており、本学（学長：文化審議会会長）が委員長校となり、文化庁をはじめ、上野の文化施

設や東京都・台東区等関係者を巻き込んで議論を進めており、本年６月には本構想の取りまとめを

行うこととして、本構想のグローバル戦略を踏まえた内容で現在整理中である。 
 
さらに、学内体制については、平成２４年度に「戦略会議」を設置して学長にリーダーシップの

下で検討を進め、本年１月には「大学改革プラン推進会議」として、部局長も加えた全学的な体制

で戦略策定を進めるとともに、本年５月には「グローバル戦略推進委員会」及び「戦略企画インテ

リジェンス」を設置し、グローバル戦略を実行するための体制を強化した。 
 
その他、分野横断的・複合的教員組織である「藝術研究院」の新設と、学長直下に設置する大学

戦略機構「藝大 Global Crossing CORE（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾛｯｼﾝｸﾞｺｱ）」の設置に関しても、既に学内におけ

る機関決定を行い、現在文部科学省と協議を行っており、「グローバルサポートセンター」や「シ

ニアチューター制度」等の戦略実行の基礎となる制度・体制等の準備に関しては、ユニット誘致等

開始よりも前倒しで整備する。 

【平成２６年度】 
４月～「海外一線級アーティストユニット」誘致、「海外戦略拠点整備」に係る協議 
    ※平成２５年度９月から交渉開始、継続中 

４月～「グローバルアート創造研究科」、「（音楽研究科）オペラ専攻」の新設、「藝術研究院」等
の新設に係る文部科学省協議  
※平成２５年７月から検討開始、「ジョイントディグリー」導入に係る制度設計も併せて検討中 

４月 「飛び入学」「ナンバリング」「シラバス英語化」「外国語授業・コース」「クオーター制」
     等の新たなシステム導入に係る検討開始 
５月 「グローバル戦略推進委員会」・「戦略企画インテリジェンス」設置 
     ※国際的な教育研究・人材育成ﾆｰｽﾞ、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ等について情報収集、分析・検証を開始 

１０月 「藝大 Global Crossing CORE（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾛｯｼﾝｸﾞｺｱ）」「グローバルサポートセンター」設置
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１０月 「グローバル戦略推進委員会」開催 

１０月 「海外一線級アーティストユニット」誘致「海外戦略拠点」整備に向けた交渉・調整開始

１０月 「年俸制」に係る新たな制度創設、承継職員の年俸制切替開始 

１０月 「国内連携基盤強化」に係る関係機関との協議・調整開始 

１０月 「ブランディングシステム」開発検討着手（CORE 内「グローバル・マネジメント拠点」）

１１月 「上野「文化の杜」新構想」のとりまとめ（文化庁）を踏まえた具体的戦略策定 

１１月 「上野の杜」文化施設学芸員等を対象とした「キャリアアッププログラム」開発開始 

１１月 「飛び入学」導入に係る制度設計開始、全国各地の幼児から高校生を対象とした 

「卓越人材ディスカバリープログラム」開発開始 

１１月 「海外一線級アーティストユニット」候補者来日による「国際共同プロジェクト」試行 

１２月 「ブランディングシステム」における教育情報の多言語国際発信機能に係る検討開始 

 １月 「社会実践（ソーシャルプラクティス）プログラム」開始 

 １月 「ブランディングシステム」開発に係る国内及び海外芸術系大学との協議開始 

３月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催 

 ３月 「国際芸術系大学サミットシンポジウム」開催（“上野の杜”文化施設等との共催） 

 ３月 「グローバル戦略推進委員会」における初年度レビュー実施（結果を踏まえ計画補正） 

３月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（評価スキーム検討及び初年度レビュー検証）

【平成２７年度】 

 ４月 「藝術研究院」設置（教員選考方法等の見直し） 

 ４月 「総合キャリア・ポートフォリオシステム」開発着手、「シニアチューター」配置 

４月 「海外一線級アーティストユニット」誘致（「ファインアート分野」及び「映画分野」） 

    ユニットメンバーとの「国際共同プロジェクト」開始 

 ４月 「海外戦略拠点」整備（パリ（フランス）、北京（中国）） 

     海外における制作・展示・公演等「海外国際プロジェクト」開始 

 ４月 「上野の杜」文化施設学芸員等を対象とした「キャリアアッププログラム」試行開始 

 ４月 「上野の杜」文化施設との「総合アーカイブネットワーク」検討開始 

 ４月 「上野の杜」における「アートコンシェルジュ機能」構築に向けた検討開始 

 ４月 「上野の杜」における「国際芸術の祭典」開催に向けた関係者会議開始 

 ５月 「ブランディングシステム」開発に係る有識者会議・情報収集等開始 

７月 「上野の杜」をリージョナルキャンパスとした「上野アートプロジェクト」開始 

 ７月 「卓越人材ディスカバリープログラム」試行開始（～８月：夏期休業期間） 

 ８月 「ブランディングシステム」における教育情報の多言語国際発信試行開始 

１０月 「海外一線級アーティストユニット」誘致（「音楽表現分野」、「オペラ分野」、  

「工芸・文化財分野」、「アニメーション分野」） 

１０月 「海外戦略拠点」整備（ロンドン、ベルリン、ローマ） 

１２月 「海外戦略拠点」整備（ウィーン、ブダペスト、ボストン、ソウル） 

 １月 「ブランディングシステム」プロトタイプ案作成 

 ２月 「国際芸術系大学サミット」開催（“上野の杜”文化施設等との共催）※以後毎年継続 

 ２月 「グローバル戦略推進委員会」における２年目レビュー 

 ３月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（２年目レビュー検証） 

【平成２８年度】 ※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 

 ４月 「グローバルアート創造研究科」、「（音楽研究科）オペラ専攻」設置 

 ４月 「飛び入学」「ナンバリング」「シラバス英語化」「外国語授業・コース」「クオーター制」

     等の新たなシステム導入 

 ４月 「総合キャリア・ポートフォリオシステム」運用開始 

 ４月 「海外戦略拠点」整備（ロサンゼルス、台北、ハノイ、ジャカルタ） 

 ４月 「上野の杜」文化施設等を対象とした「キャリアアッププログラム」開始 

（履修証明制度として運用） 

５月 「ブランディングシステム」試行に係る「ブランディング開発推進会議」設置 

７月 「ブランディングシステム」試行に係る国内外芸術系大学への情報収集・調査実施 

８月 「上野の杜」における「国際芸術の祭典」開催 

１０月 「海外戦略拠点」整備（クアラルンプール、ウランバートル） 
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１１月 「ブランディングシステム」試行に係る制度設計開始（評価項目・ウェイト決定等） 

１２月 「グローバル戦略推進委員会」における３年目レビュー開始（～１月末） 

 ２月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（３年間の総レビュー ３月取りまとめ） 

 ３月 「ブランディングシステム」試行の制度設計完了  

 ３月 「グローバル戦略推進委員会」「大学戦略プラン推進会議」におけるグローバル戦略の 

進捗状況、外部評価・検証結果を踏まえた計画補正等改善・強化 

【平成２９年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 

 ４月 「上野の杜」文化施設等との「総合アーカイブネットワーク」構築・運用開始 

 ４月 「ブランディングシステム」に係る国際芸術大学レビュー試行開始 

 ７月 「卓越人材ディスカバリープログラム」構築・運用開始 

１０月 「ブランディングシステム」試行結果取りまとめ、「ブランディング開発推進会議」 

による試行結果検証、「国際芸術系大学サミット」開催（関係大学へフィードバック）

１１月 「ブランディングシステム」試行結果に係る国内外大学関係者、産業等学外関係機関等 

からの意見聴取（～１月） 

２月 「ブランディングシステム」のブラッシュアップに係る「ブランディング開発推進会議」

    による検討（～６月） 

３月 「グローバル戦略推進委員会」「大学戦略プラン推進会議」におけるグローバル戦略の 

進捗状況を踏まえた評価・検証  

【平成３０年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ４月 「上野の杜」における「アートコンシェルジュ機能」に係るシステム構築、単位認定等 

カリキュラムへの反映開始 
 ６月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催、これまでの実績を踏まえた中間評価実施に係

る学長からの諮問、第１回中間評価実施 
 ７月 「ブランディングシステム」構築、正式運用に係る海外・国内の芸術系大学に対する情報

発信、第１回正式運用のための調査・情報収集開始 
 ９月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（第２回中間評価） 
１１月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（第３回中間評価）学長に答申 
１２月 「グローバル戦略推進委員会」「大学戦略プラン推進会議」における外部評価結果を踏ま

えたグローバル戦略の改善・見直し（誘致するユニットや海外拠点の廃止・変更含） 

【平成３１年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ４月～ 見直し後の「新グローバル戦略」に従った戦略・改革の実行 
     ※新たな戦略初年度のため、「グローバル戦略評価・検証委員会」を、６月及び９月、 

及び１２月の３回開催し、評価結果に基づき３１年度中に速やかに計画を補正 

 ４月～ 「上野の杜」に係る事業の総合評価、オリンピック開催前年度の東京都、文化庁等との
調整、新たなプロジェクト、イベント等実施に係る協議、グローバル戦略への反映 

 ４月～ 海外連携大学・関係機関等の連携による「グローバルアート・コンソーシアム」設置 

【平成３２年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ４月～ 見直し後の「新グローバル戦略」に従った戦略・改革の実行（継続） 
 ４月～ 東京オリンピック開催前のコンシェルジュシステム起動等の活動開始 
 ７月～ 東京オリンピック・パラリンピック開催、プロジェクト・イベント等、教員・学生等 

によるコンシェルジュシステムをフル稼働（～９月） 
１０月 「グローバル戦略推進委員会」の自己点検評価、オリンピック後の関係者ヒアリング実施
１２月 「グローバル戦略評価・検証委員会」開催（～３月(全３回)オリンピック対応評価実施）

【平成３３年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ４月～ 見直し後の「新グローバル戦略」に従った戦略・改革の実行（継続） 
     ※新たな「ユニット誘致」「海外拠点整備」等推進、外部評価は年度末（２月）実施 

【平成３４年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ４月～ 見直し後の「新グローバル戦略」に従った戦略・改革の実行（継続） 
     ※外部評価は年度末（２月）のみ実施 

１月 「グローバル戦略推進委員会」の自己点検評価（最終自己点検評価（～６月）全８回実施）

【平成３５年度】※基本的に前年度からの事業を継続、新たに以下について実施 
 ７月～「グローバル戦略評価・検証委員会」開催、これまでの実績を踏まえた最終評価実施に係

る学長からの諮問による最終事業評価（～１２月答申（全５回））実施 
１月～「グローバル戦略推進委員会」「大学戦略プラン推進会議」における最終評価結果を踏ま

えた３６年度以降のグローバル戦略構築に向けた改善充実   
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様式５ 

②  財政支援期間終了後の事業展開【１ページ以内】 

 本構想については、平成３６年度以降も継続・発展させていく予定であり、最終年度における事

業の評価・検証結果を踏まえたグローバル戦略の改善充実により、更なるバージョンアップを図り、

１０年後の未来における社会情勢・ニーズ等を十分に勘案・検証した上で、本学のグローバル戦略

の基軸である、海外一線アーティストユニット誘致・海外戦略拠点に係る対象分野や構成員、対象

地域等の抜本的な見直し・拡充を行う。 

とりわけ、東アジアをターゲットとした海外展開に関しては、さらに発展・拡充させていく予定

であり、留学生の獲得も併せて、海外拠点や現地大学・ＯＢ等とのネットワーク基盤の拡充を図り

ながら推進していく。また、国内外で展開される共同プロジェクトについても、内容の一層の充実

を図りながら教育プログラムとしての体系化を促進し、海外の芸術系大学とのジョイントディグリ

ー等人材育成プログラムとして実質化していく。 
 

さらに、“上野の杜”を中心とした国内連携基盤強化やブランディングに関しても、関係機関・

ステークホルダーをさらに拡充しながら発展的に展開していく。 

“上野の杜”に関しては、１０年の間に、国際芸術都市に発展させ、文京区、秋葉原、東京駅ま

で発展させた「文化資源連携」を構築した後、さらにリージョナルな展開を図ることとし、２０２

０年東京オリンピックを視野に、現在東京都において、芸術文化振興を含めた特区構想を検討して

いる「六本木」、「渋谷」及び「池袋」の各エリアとの広域連携による、より広範かつ斬新な芸術文

化振興活動へと発展させることとし、これに連動させて産学官の連携基盤についても一層強化し、

「オールジャパン」の取組として発展させていく。 

ブランディングに関しても、世界中の全ての芸術系大学からの参画を得て、“オール国際芸術系

大学”によるグローバルワイドなコミュニティ形成を実現させることにより、国際社会に対して大

きなインパクトを与える、ダイナミックなムーブメントとなるよう、本学が中核となり、「国際芸

術系大学サミット」の開催等をはじめとする、国内外の芸術系大学が一丸となった国際的活動を展

開していく。 

当然ながら、本事業を継続する中で、事業に係る評価・検証も継続し、ＰＤＣＡサイクルを機能

させて不断の検証を行い、絶えずバージョンアップを図っていくことにより、サスティナブルなグ

ローバル戦略として確立していく。 
 
本構想は本学の大学改革の中核をなすものであることから、事業実施に係る財政基盤を確保する

ため、「藝大基金」の活用や、退職者ポスト（平成３５年度末までに教員８７名・事務職員２７名退職）の振替を予定し

ているが、連携大学・関係機関等との関係においても、国際交流・連携事業の成果を活かし、グロ

ーバルな“アート・コンソーシアム”を平成３１年度目途に整備予定であり、これにより、他機関

等からの人材派遣・コストシェア等、産学官共同による事業の実質化を図り、サスティナブルな事

業実施体制・システムを構築し、平成３６年度以降の事業展開・発展に繋げていく。 

 

③  財政支援期間終了後の事業展開に向けた資金計画 

※本項目については、採択された大学に対して中間評価時に記入していただく予定としておりま

す。申請段階で記入する必要はありません。 
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様式６Ｂ 

個別観点Ｂ 大学の特性を踏まえた特徴【４ページ以内】 

○ 各大学の特性を踏まえた、特徴ある取組となっているか。 

【これまでの取組】 

本学は我が国唯一の国立総合芸術大学として、伝統的な芸術文化の継承・振興と新たな芸術文化

の創造を使命として世界水準の教育研究等を展開しており、現在、以下の取組を推進している。 

＜教育研究・人材育成＞ 

◆世界一流の教育体制による最高水準の実践型教育の実施 

 本学の卓越した教員組織を活かした、手厚い少人数教育・個別指導はもとより、国内及び海外の

一流アーティスト・クリエーター等による世界最高水準の実践的な教育・指導を実施している。 

（第一線で活躍するアーティストを獲得するため、他の国立大学に先行して年俸制を導入） 
 
◆教育研究成果の発信、第三者評価を通じた質保証システムの構築 

 大学美術館や奏楽堂、さらには学外施設・海外機関等との連携による、展示・演奏・発表等成果

の積極的な発信、第三者によるレビュー・フィードバックによる質保証システムを構築している。
 
◆世界トップレベルの人材育成のための大学院博士課程の充実 

 高度な理論に裏打ちされた、傑出した実践力を武器にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに活躍できるｱｰﾃｨｽﾄ等、芸術分野

における高度博士人材育成のための芸術実践領域（実技系）博士プログラムを開発・実施している。
  
◆大学の多様な芸術教育研究リソースを活かした諸活動の推進 

 大学美術館や図書館、総合芸術ｱｰｶｲﾌﾞ等学内基盤の機能強化により、大学の有する多様な文化資

源等を保存・継承しつつ、国内はもとより国際社会に向けた情報発信等を総合的に推進している。
 
◆多数の受賞歴や卓越した人材輩出等、傑出した成果・実績 

 国内の各種展覧会・コンクール等での多数の受賞・入賞はもとより、世界的に権威ある受賞実績

を有するなど、国際的に活躍するアーティスト等卓越した人材を多数輩出している。 

 

 

 

＜産学官連携・社会連携・国際交流＞ 

◆国内の芸術系大学との連携基盤・ネットワーク構築 

 学生交流ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑや共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催等、本学が中核となり、国内２８公私立芸

術系大学との連携・共同による教育研究・人材育成や文化芸術振興等諸活動を推進している。 
          
◆産業界等との連携による芸術文化振興・研究活動等の推進 

 製造業等ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業やﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、文化施設等との幅広い連携・ネットワークを活かし、芸術を活

かしたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出（文科省「COI-T」採択）や新たな芸術文化の創造・発信等を推進している。
         
◆地域自治体等との連携による地域活性化に向けた取組 

 茨城県取手市や神奈川県横浜市、東京都足立区、台東区、墨田区をはじめ、多数の自治体等との

連携・共同により、実践的な芸術教育研究を分野横断的に展開し、地域活性化に貢献している。 
 
◆“上野の杜”の中核機関としての文化芸術・人材育成等の振興 

 日本屈指の文化資源の宝庫“上野の杜”の中核機関として、文化庁や東京都、台東区をはじめ、

多様な文化施設・関係機関等との連携により、芸術文化振興活動を展開している。 
 
◆アジア・欧米を中心とした海外一流大学等との緊密な連携・交流 

 アジアの芸術系大学の中核として、アジア総合芸術センターを中心に人材育成や文化財保存等の

諸活動を牽引するとともに（「藝大ｱｰﾂｻﾐｯﾄ 2012」開催等）、欧米の芸術系大学等との人材交流・共

同プロジェクト実施等、国際的なネットワークを活かした、世界水準の活動を展開している。 

＜権威ある受賞歴・入賞歴の例＞ 
 シューベルト国際ピアノディオコンクール。オタワ国際アニメーションフェスティバル、サグレブ国際アニメーション映画祭、ローマ国際

映画祭、紫綬褒章、現代工芸美術展内閣総理大臣賞、ジュエリーデザインアワード優秀賞、グッドデザイン賞、日展入選、日本美術展入選、
日本音楽コンクール第１位、大阪音楽コンクール第１位  他 

＜連携協力実績のある国内の芸術系２８公私立大学＞ 
女子美術大学、多摩美術大学、東京造形大学、日本大学芸術学部、武蔵野美術大学、上野学園大学、国立音楽大学、尚美学園大学、情報科

学芸術大学院大学、昭和音楽大学、洗足学園音楽大学、玉川大学、東京音楽大学、東京工芸大学、東邦音楽大学、桐朋学園大学、フェリス女
学院大学、文化女子大学、文星芸術大学、武蔵野音楽大学、明星大学、横浜美術大学、秋田公立美術大学、金沢美術工芸大学、愛知県立芸術
大学、京都市立芸術大学、広島市立大学、沖縄県立芸術大学   

＜産学連携実績のある主な企業＞ 
パナソニック、ソニー、キャノン、エプソン、ケンウッド、アップル、トヨタ、JR 東日本、東京メトロ、三菱地所、三井不動産、鹿島建設、

NHK、ｽﾀｼﾞｵｼﾞﾌﾞﾘ、ｴｲﾍﾞｯｸｽ 日本経済新聞社、朝日新聞社、毎日新聞社、産経新聞社、ＴＢＳ、日本通運、新日鐵、日本航空、岩波書店、
ＦＥＮＤＩ、大日本印刷、凸版印刷、東京ガス、三井物産、電通、ネスレ、LINE、花王、理研、郵船クルーズ、河合楽器製作所 等 

本年度のカンヌ国際映画祭（短編部門）において、本学佐藤雅彦教授と卒業生制作の
短編映画「八芳園」が、128 カ国 3,450 本の中から 9つの招待作品の１つに選出
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【本構想における取組】 

＜国立総合芸術大学としての使命、我が国の芸術文化政策と連動した戦略実行、 
学長の“超”強力なリーダーシップ・小規模大学の機動力の発揮＞ 

 本学は“芸術分野”における真理の探究、普遍的役割を果たすべく教育研究を遂行する使命を受

けた、数ある国立大学でもオンリーワンの存在であり、美術、音楽及び映像の３つの分野を備え、

世界水準の教育研究を展開する国内唯一の芸術大学として、高等教育政策・芸術文化政策の立案・

遂行において中核的役割を果たし、国民や社会から付託に応えてきた。 

 このことは、本学発足から現代に至るまで、長きに亘り脈々と引き継がれてきたが、グローバル

時代への早急な対応が求められる今日、グローバル人材育成をはじめ、芸術文化に係る国際発信や

国際貢献等、本学が国家のために果たすべき役割や社会からの期待は極めて大きくなっている。 

 “藝大”の歴代大学長は、我が国の芸術文化振興に対して、中核的・先導的

役割を果たしてきたが、現学長の宮田亮平は、文部科学省文化審議会会長であ

る他、安倍総理主催「アジア・ゲートウェイ戦略会議」をはじめ、我が国の政

策決定に係る主要会議等委員を歴任するなど、まさに我が国の芸術文化政策の

中心・リーダー的存在であることから、宮田学長をコンダクターとした“オー

ル藝大”体制での本構想は、単に“藝大”のみの取組に止まらない、オールジ

ャパンの“国家戦略”であり、他大学にはない、最も大きな特色である。 

 さらに、学長のリーダーシップ・ガバナンス機能強化が叫ばれる今日、宮田

学長の“超”強力なリーダーシップ・牽引力の下、小規模大学の機動性・即応

性を活かし、新たな組織体制・システムにより実行する本構想は、本学の特色を最大限活かした、

革新的・挑戦的な戦略である。 
 
＜国際交流実績・ネットワーク基盤を活かした海外一線級アーティストユニット誘致 

・海外国際戦略拠点整備等、ダイナミックなグローバル戦略の実行＞ 

本学は我が国唯一の国立総合芸術大学として、これまで長きに亘り培ってきた海外一流芸術系大

学や関係機関、世界的なアーティスト・クリエーター等との国際的な交流実績やネットワーク基盤

は、質・量とも、国内はもとより世界的にも最高水準を誇る。 

 

 

 

 

 

 

国際交流協定に基づく大学数だけでも、１８か国５３大学と国内芸術大学では圧倒的最多数を誇

るが、本学固有の特性として、協定によらない交流実績はさらに多く、加えて、ベルリンフィルハ

ーモニー管弦楽団やウィーン国立歌劇場、世界的デザイナーや建築家、国際的な映画監督など、大

学のみに限定されない、芸術団体・各種機関や個人レベルでの緊密なネットワークを広範に有して

いるのが大きな特徴である。 

 本構想においては、この特徴的な国際ネットワーク基盤を活かして、海外から一線級のアーティ

スト等をユニットとして誘致し、世界最高水準の共同プロジェクト等をカリキュラムに導入して、

グローバル人材育成に係るプログラムを確立し、芸術分野においては、未だ世界的にも類を見ない

国際共同カリキュラム（ｼﾞｮｲﾝﾄﾃﾞｨｸﾞﾘｰ）へと発展させる。 

 

 

 

その他、教員・学生の国際流動性・双方向性を確保するため、海外戦略拠点を整備することとし、

単なる“サテライトキャンパス”にはとどまらない、芸術分野において重要な教育研究成果発信機

能を備えた“藝大グローバルギャラリー”として展開することも、本学固有の特徴的な戦略である。

＜誘致予定の海外一線級ｱｰﾃｨｽﾄﾕﾆｯﾄのﾒﾝﾊﾞｰ構成の例＞ 

美術（ファインアート分野）：Graham Ellard（ﾛﾝﾄﾞﾝ芸術大学教授） ／ Mary Jane Jacob（ｼｶｺﾞ美術館附属美術大学教授） 他 

音楽（音楽表現分野）：Peter Riegelbauer（ベルリンフィル管弦楽団） ／ Ulrich Wolff（ベルリンフィル管弦楽団） 他 

映像（アニメーション分野）：Ruth Lingford（ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学教授）／Alexander Zahlten（ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学教授）／ Michel Ocelot（ｱﾆﾒｰｼｮﾝ監督（ﾌﾗﾝｽ）） 他

＜国際交流大学の例＞ ハーバード大学、南カリフォルニア大学、スミソニアン研究所フリーア美術館、シカゴ美術館附属美術大学、英

国王立音楽院、王立北部音楽院、ユニバーシティ・フォー・ザ・クリエイティブ・アーツ、ロンドン芸術大学、ロイヤルアカデミースクールズ、グラスゴー美

術大学、ミラノ工科大学、トリノ工科大学、ウズベキスタン国立音楽院、ウィーン音楽演劇大学、ウィーン工科大学、ウィーン応用芸術大学、ウィーン美

術アカデミー美術学部、カタルーニャ工科大学、ミュンヘン音楽演劇大学、シュトゥットガルト音楽演劇大学、ワイマール・バウハウス大学、ハレ・ブルグ・

ギービヒェンシュタイン芸術大学、シュトゥトガルト美術大学、アナドール大学、ミマール・シナン美術大学、シベリウス音楽院、アアルト大学、パリ国立高

等音楽舞踊院、パリ国立高等美術学校、フォーラム・ド・イマージュ、ナント芸術大学、エコール・ブール国立工芸学校、ブロツワフ美術大学、リヒテンシュ

タイン国立大学、ソウル大学校美術大学、ソウル大学校音楽大学、韓国芸術綜合学校、大邱大学校、韓国映画アカデミー、韓國傳統文化大學校、国立

台南芸術大学、国立台湾芸術大学、国立台北芸術大学、中央美術学院、中央音楽学院、清華大学美術学院、上海音楽学院、中国美術学院、新疆芸

術学院、陝西師範大学音楽学院、ラサール芸術大学、シラパコーン大学、RMIT 大学、シドニー大学、グリフィス大学 他 

宮田亮平 
東京藝術大学長 
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海外拠点整備においては、本学の国際ネットワーク基盤を活用し、ユニット誘致とも連動させて

推進するが、本学固有の特徴であり、世界的な強み・特色である「文化財保存・修復」や「工芸」

の教育研究力を活かして、東アジア新興国を中心に、本学からの“一線級ユニットの派遣・輸出”

を戦略的に展開するなど、本学の国際的役割も踏まえた戦略を展開する。  

加えて、海外展開においては、大学単体の取組に止まらず、東京都の「姉妹友好都市」及び「ア

ジア大都市ネットワーク２１」の国際交流基盤、さらに 2020 東京オリンピックとも連動させた、“オ

ールジャパン”の海外展開戦略を実行していくことも本構想の大きな特徴である。 
 
＜国立総合芸術大学としての分野横断型教育研究推進、世界トップアーティスト育成のための 

大学院博士課程プログラム強化・独自の質保証システム構築＞ 

本学は我が国唯一の国立総合芸術大学として、美術、音楽及び映像に係る世界水準の教育研究を

広く展開しているが、これは世界的にも稀であり、世界では、美術や音楽等個別分野に特化してい

る芸術系大学が一般的な中、本構想においては、世界的にも稀少な、この特徴を活かし、多様な芸

術分野に係る世界トップレベルの教育研究実績やリソースを活用しつつ、分野を超えて有機的に連

携・融合させ、多角的・多面的なアプローチによる新たな芸術文化の創造を探求する。 

分野の枠を超えた教員組織「芸術研究院」を新たに編成し、個々の分野の強み・特色を有機的に

統合するとともに、新たな独立研究科「グローバルアート創

造研究科」を設置し、複数の専門分野の専攻を可能とする「ダ

ブルメジャープログラム」等、分野横断的な教育研究を推進

し、国際社会に新しい芸術価値を創造・発信できる卓越した

グローバル人材育成を実行する。 

さらに、分野横断的な教育体制を活かし、本学が世界に先

駆けて開発している、芸術分野固有の“実技”に重点を置い

た博士人材育成「芸術実践領域博士プログラム」について、

海外一線級ユニットとの国際コラボレーションによる実践

プログラムを組み込むとともに、海外ユニットを審査員に加

えた国際水準の公開型学位審査制度に発展させ、本学固有の

教育研究施設である大学美術館・奏楽堂はもとより、“上野

の杜”文化施設や海外“藝大グローバルギャラリー”におけ

る教育研究成果の公開・レビューを実施することにより、世

界中で本学にしか存在しない、世界トップレベルのアーティ

スト育成のためのハイブリッドなシステムを構築する。 
 

＜産学官連携基盤を活かした社会実践活動推進、芸術分野を活かした新たなイノベーション創出＞

 芸術分野の教育研究には、産学官との連携・協力が必要不可欠であり、常に社会との関係性の中

で教育研究活動が展開されることが大きな特徴である。文部科学省や文化庁との関係における国策

への対応はもとより、東京都や台東区、足立区、墨田区、横浜市等自治体や三菱地所、トヨタ、ソ

ニー、ＬＩＮＥ等産業界との連携による社会実践活動実績を活かし、本構想では、社会実践やアウ

トリーチ活動等をプログラム化し、芸術分野の特徴を活かしたアクティブラーニングとして、これ

まで以上に多くの学生を参画させることで、学生の展開力・発信力を飛躍的に高めるとともに、グ

ローバル人材の基盤となるコミュニケーション力や表現力等を向上させる。 

また、イノベーション創出に関しては、“芸術と科学の融合”という他大学にない特徴を活かし、

グローバル企業等との連携の下、様々な取組を推進しているが、文部科学省「革新的イノベーション創

出プログラム（COI STREAM）」の採択（COI-T：（「感動」を創造する芸術と科学技術による共感覚イノベーション（連携企

業：ＪＶＣケンウッド））に代表されるように、今日のグローバル化時代に対応したイノベーション創出ニ

ーズに対して、本学の芸術文化力が果たすべき役割や期待が高まっている。 

本構想においては、芸術分野の強みを活かした本学固有の“アートイノベーション”を推進し、

産学官連携による教育研究体制を一層強化して、グローバル人材育成プログラムを確立し、新たな

大学院組織「グローバルアート創造研究科アートイノベーション専攻」として実質化していく。 

大 学 美 術 館 

奏 楽 堂 
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＜我が国屈指の文化集積“上野の杜”の中核機関としての芸術文化振興・人材育成等の推進 
“コンシェルジュ”としてのリソース活用＞ 

 本学が立地する“上野の杜”は、我が国屈指の文化資源の集積であり、本学をはじめ、数多くの

文化施設が存在しており、パリやロンドン、ワシントンＤＣ等、世界の芸術文化都市に比肩するポ

テンシャルを有している。 

 

 

 本構想は、“上野の杜”のポテンシャルと本学の特色を活かした、他に類のない固有の戦略であ

り、2020 年東京オリンピック開催を契機に、“上野の杜”を国際芸術文化都市に発展させるべく、

現在、文部科学大臣の指示の下、本学を中心に、文化庁をはじめ、上野文化施設、東京都や台東区、

ＪＲ東日本等関係者を参集し「上野“文化の杜”新構想」を国家プロジェクトとして推進している。

 この構想の中で、国際化に対応できる傑出した芸術家や文化資源活用を担うアーキビスト等グロ

ーバル人材育成をはじめ、“上野の杜”のロケーションを

活かした社会実践活動や教育研究、“藝大”の人財を活か

した“上野の杜”の活性化等、大学の教育研究力や人的・

物的リソースを活かした、“上野の杜”の国際芸術文化都

市の実現を目指している。 

 本学が“上野の杜”における中核的機関として“コン

シェルジュ”の役割を担い、教員や学生、文化資源をフ

ルスペックで活用するための情報発信・活動拠点となる

“国際芸術リソースセンター「International Resource Center 

of the  Arts」（通称“ＩＲＣＡ）”を整備予定であり、ＩＲ

ＣＡを“上野の杜”の中核施設として、本学が有する芸

術作品・図面・教材・演奏記録・映像・写真・楽器等、

世界的にも価値の高い芸術文化リソースはもとより、“藝

大”の有する人財リソースを活かして、“上野の杜”を“世

界最高峰の総合アートアーカイヴ”として世界に公開し

ていくことにより、“上野の杜”を国際的芸術文化都市へ

と飛躍させる。 
 

＜芸術分野（芸術大学）における先導的ブランディングシステム構築による国際プレゼンスの明確化＞

日本再興戦略等において、大学の国際ランキングに着眼したグローバル化推進が提言される中、

芸術系大学については、国際ランキング等の評価・指標が未だ存在せず、「欧米有力」イメージが

先行しており、本学をはじめ、アジアの芸術系大学の強みや特色が必ずしも明らかではない。 

本構想の成果を図る上でも、大学の国際的な位置付け等「国際プレゼンス」の明確化（ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝ

ｸﾞ）が必要であるが、その際、“どの大学が先導するか”が重要なポイントであり、信憑性・信頼

性のない“お手盛り”の評価は無意味であることから、アジアの中核であり、世界の有力芸術系大

学からも認められる本学が、世界に先駆けて推進することに大きな意味がある。 

本学では、平成２２年度に「芸術大学評価の指針」を作成済みであり、さらに海外の一流芸術系

大学とも評価の在り方について既に検討を開始しているなど、先駆的に世界一流大学も交えてブラ

ンディングを推進できる点において、世界的芸術大学である本学でしか実現しえない計画である。

本構想では、未だ明確化されていない世界の芸術系大学の相対的な強みや特色を、本学が中核と

なり、世界の有力芸術系大学や誘致予定の海外ユニット等とも連携しつつ検証・分析する“先導的

ブランディングシステム”を構築し、芸術分野におけるグローバルスタンダードを整備する。 

芸術分野の場合、「被引用論文数」等の一般的指標が馴染まないことから、学生や卒業生、教員

の国際的な展覧会・コンクール等での受賞・入賞歴をはじめ、制作等活動実績・アクティビティや、

社会実践・国際貢献活動に係る実績等、芸術分野の特殊性を踏まえた多様な観点に基づき検証を行

い、本学を含めた世界の芸術系大学の強み・特色を明らかにし、広く世界に発信していく。 

＜“上野の杜”の主な文化施設＞ 
東京国立博物館、国立科学博物館、国立西洋美術館、国際こども図書館、東京都美術館、東京文化会館、上野の森美術館、上野動物園、 
東京文化財研究所、国立教育政策研究所、日本学士院、日本藝術院会館、黒田記念館本館、上野東照宮、清水観音堂、寛永寺五重塔  等

「上野“文化の杜”」新構想における本学構想



（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ） 
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様式８ 

他の公的資金との重複状況【１ページ以内】 

 ○ 当該申請大学において、今回申請している構想に含まれる他の補助金に、文部科学省が行っている国際化拠

点整備事業費補助金、大学改革進等補助金、研究拠点形成費等補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が

行っている国際交流事業の補助金等による経費措置を受けている取組がある場合、また、現在申請を予定して

いる事業（大学教育再生加速プログラム、大学の世界展開力強化事業等）がある場合は、それらの取組名称及

び内容について、１事業につき３～４行程度を目安に記入してください。その中で、今回の申請内容と類似し

ているものがある場合には、その相違点についても言及してください。 

  

 

特になし 

 



様式９

補助金申請額
（①）

大学負担額
（②）

事業規模
（①＋②）

該当ページ

38,000 74,000 112,000
20,000 68,000 88,000
10,000 20,000 30,000 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000 様式6B p68 32行目

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践基盤設備（一式） 45,000 45,000 様式6B p67 22行目

18,000 6,000 24,000
5,000 1,000 6,000 様式３ 1(3)①11行目

13,000 5,000 18,000 様式6B p67 22行目

62,000 62,000
48,000 48,000
22,000 22,000 様式３ 1(3)①11行目

10,000 10,000 様式３ 2(2)②27行目

10,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 様式３ 1(3)②22行目

14,000 14,000
8,000 8,000 様式6B p67 22行目

4,000 4,000 様式6B p68 32行目

2,000 2,000 様式３ 3(1)③16行目

64,400 64,400
16,000 16,000 様式6B p67 22行目

32,000 32,000 様式6B p67 22行目

8,000 8,000 様式6B p68 32行目

6,000 6,000 様式6B p69 28行目

2,400 2,400 様式6B p68 32行目

35,600 34,000 69,600
12,000 30,000 42,000
6,000 15,000 21,000 様式３ 1(6)⑧11行目

6,000 15,000 21,000 様式３ 3(1)①20行目

6,000 6,000
4,000 4,000 様式6B p68 27行目

1,000 1,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,000 1,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,500 4,000 14,500
9,000 4,000 13,000 様式３ 4(1)28行目

900 900 様式6B p68 27行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,100 2,100
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

600 600 様式6B p69 28行目

5,000 5,000
5,000 5,000 様式6B p68 32行目

合計 200,000 108,000 308,000

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

支援期間における各経費の明細【年度ごとに１ページ】

記載例  ：教材印刷費　　　○○○千円
　　　　　　　　       ○○部×＠○○○円
　　　　　：謝金　 　　　　 ○○○千円

　　　　　 　　  　　　○○人×＠○○○円

　・

②謝金

補助金申請ができる経費は、当該構想の遂行に必要な経費であり、本事業の目的であるスー
パーグローバル大学創成支援のための使途に限定されます。（平成２６年度スーパーグロー
バル大学創成支援公募要領参照。)【年度ごとに１ページ】

＜平成２６年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ（一式）
　・実践型ﾌｧｸﾄﾘｰｼｽﾃﾑ（一式）

［人件費・謝金］
①人件費

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費

　・

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×100名×2回）

［旅費］

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）6/12月

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×20人）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）6/12月

　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ開発

①外注費
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP開発）

　・ﾕﾆｯﾄ誘致等協議（派遣）（@400千円×20人×2回）

　・
［その他］

　・
②消耗品費

　・

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×40名×2回）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×15名）

　・ﾕﾆｯﾄ誘致等協議（招聘）（@800千円×20人×2回）

　・産学官外部有識者招聘（@50千円×40名×2回）

　・ﾕﾆｯﾄ事前協議（@50千円×40名×4回）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）6/12月

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）6/12月

②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×4,000部）

　・

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発（@300千円×3回）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発（@300千円×2回）

　・

　・
　・

⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料（@30,000千円×2/12月）

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整

平成２６年度

⑤光熱水料
　・

（単位：千円）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

33,000 8,000 41,000
10,000 3,000 13,000
10,000 3,000 13,000 様式6B p67 22行目

　・

23,000 5,000 28,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式6B p67 22行目

85,500 104,000 189,500
80,000 104,000 184,000
24,000 20,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 48,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

5,500 5,500
1,000 1,000 様式6B p67 22行目

500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

34,300 12,000 46,300
8,000 8,000 様式6B p67 22行目

10,000 6,000 16,000 様式6B p67 22行目

10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

6,000 6,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

47,200 80,500 127,700
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,500 10,500
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

900 900 様式6B p69 28行目

3,200 3,200
2,000 2,000 様式6B p67 22行目

1,200 1,200 様式6B p69 28行目

20,000 77,500 97,500
20,000 10,000 30,000 様式6B p68 32行目

67,500 67,500 様式３ 1(6)9行目

合計 200,000 204,500 404,500

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

［その他］

　・
　・

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×15名）

①設備備品費
　・先端音響制作ｼｽﾃﾑ（一式）

　・
②消耗品費

　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費

［人件費・謝金］

②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）

　・ﾕﾆｯﾄ事前協議（@50千円×10名×2回）

　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名）

　・ﾕﾆｯﾄ誘致等協議（派遣）（@400千円×10人×2回）

　・

［旅費］
　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・ﾕﾆｯﾄ誘致等協議（招聘）（@800千円×10人×2回）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×3回）

①外注費
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP開発）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・

　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整
　・

　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×9箇所）×6/12月

　・

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整

　・
　・

⑤光熱水料
　・

⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料

平成２７年度

②謝金

＜平成２７年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

①人件費

　・

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

33,000 3,000 36,000
10,000 3,000 13,000
10,000 3,000 13,000 様式6B p67 22行目

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

103,500 85,000 188,500
99,000 85,000 184,000
24,000 20,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 19,000 29,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

16,300 6,000 22,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

6,000 6,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

47,200 238,000 285,200
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,500 10,500
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

900 900 様式6B p69 28行目

3,200 3,200
2,000 2,000 様式6B p67 22行目

1,200 1,200 様式6B p69 28行目

20,000 235,000 255,000
20,000 10,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 200,000 332,000 532,000

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

①設備備品費

　・
　・
②消耗品費

　・

②謝金

［旅費］

＜平成２８年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

［人件費・謝金］

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費

①人件費

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・
　・
　・
［その他］

　・

平成２８年度

　・高精度映像ｼｽﾃﾑ（一式）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×15名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・
　・

①外注費
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・
②印刷製本費

　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×3回）

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費

　・
⑥その他（諸経費）

　・
⑤光熱水料
　・
　・
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

113,500 75,000 188,500
109,000 75,000 184,000
24,000 20,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 29,000 19,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

16,300 6,000 22,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

6,000 6,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

47,200 238,000 285,200
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,500 10,500
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

900 900 様式6B p69 28行目

3,200 3,200
2,000 2,000 様式6B p67 22行目

1,200 1,200 様式6B p69 28行目

20,000 235,000 255,000
20,000 10,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 200,000 319,000 519,000

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

①人件費

［物品費］
①設備備品費
　・
　・
　・

　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費

＜平成２９年度＞　　　経　費　区　分

②消耗品費

［人件費・謝金］

②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）

　・

　・
［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×15名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・
　・

　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

②謝金

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持

　・
　・
［その他］
①外注費

　・

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×3回）

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）

③会議費

　・

　・
⑤光熱水料
　・
　・
　・
⑥その他（諸経費）

平成２９年度

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

109,500 79,000 188,500
105,000 79,000 184,000
21,000 23,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 28,000 20,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

16,300 6,000 22,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

6,000 6,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

51,200 239,000 290,200
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

14,000 4,000 18,000
10,000 2,000 12,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,500 10,500
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

900 900 様式6B p69 28行目

3,200 3,200
2,000 2,000 様式6B p67 22行目

1,200 1,200 様式6B p69 28行目

20,000 235,000 255,000
20,000 10,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 200,000 324,000 524,000

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・
　・

＜平成３０年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費
　・
　・

　・

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×15名）

　・
②消耗品費

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・

　・

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

②謝金

［人件費・謝金］
①人件費

平成３０年度

　・

　・
⑥その他（諸経費）

　・

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×12,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

［その他］
①外注費

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×3回）

④通信運搬費

　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持

　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・
⑤光熱水料

　・
②印刷製本費

　・
　・

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

115,500 73,000 188,500
111,000 73,000 184,000
21,000 23,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

15,000 5,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

12,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 28,000 20,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

14,300 6,000 20,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

36,100 248,000 284,100
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,200 10,200
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,400 2,400
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

900 900 様式6B p69 28行目

10,000 245,000 255,000
10,000 20,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 188,900 327,000 515,900

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・
⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・

平成３１年度

　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整
　・
⑤光熱水料
　・
　・

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×2回）

④通信運搬費

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・
②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・
　・
　・
　・
［その他］
①外注費

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×10名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・

　・
［人件費・謝金］
①人件費

②謝金

①設備備品費
　・
　・
　・
②消耗品費

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

＜平成３１年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

88,500 100,000 188,500
84,000 100,000 184,000
10,000 34,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

6,000 6,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 28,000 20,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

14,300 6,000 20,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

36,100 248,000 284,100
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,200 10,200
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,400 2,400
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

900 900 様式6B p69 28行目

10,000 245,000 255,000
10,000 20,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 161,900 354,000 515,900

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・

平成３２年度

　・
　・
　・
⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×2回）

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整
　・
⑤光熱水料

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）

［その他］
①外注費
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・
②印刷製本費

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・
　・
　・
　・
　・

②謝金

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×10名）

②消耗品費
　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・
［人件費・謝金］
①人件費

＜平成３２年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費
　・
　・
　・

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

72,500 116,000 188,500
68,000 116,000 184,000
10,000 34,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

12,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 20,000 20,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 18,000 30,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

12,300 6,000 18,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

2,000 2,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

36,100 248,000 284,100
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 27行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,200 10,200
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,400 2,400
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

900 900 様式6B p69 28行目

10,000 245,000 255,000
10,000 20,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 143,900 370,000 513,900

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・

平成３３年度

　・
⑤光熱水料
　・
　・
　・
⑥その他（諸経費）

　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×2回）

④通信運搬費
　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整

　・
②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費

　・
　・
［その他］
①外注費
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×5名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・
　・
　・

［人件費・謝金］
①人件費

②謝金

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

　・
　・
②消耗品費
　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・

＜平成３３年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費
　・

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

52,500 136,000 188,500
48,000 136,000 184,000
10,000 34,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

10,000 10,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

12,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 10,000 30,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 8,000 40,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

12,300 6,000 18,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

2,000 2,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

36,100 248,000 284,100
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

10,000 3,000 13,000
6,000 1,000 7,000 様式6B p68 27行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,200 10,200
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,400 2,400
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

900 900 様式6B p69 28行目

10,000 245,000 255,000
10,000 20,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 123,900 390,000 513,900

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・
⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・

平成３４年度

　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整
　・
⑤光熱水料
　・
　・

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×2回）

④通信運搬費

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）
　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・
②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×7,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・
　・
　・
　・
［その他］
①外注費

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×5名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・

　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・
［人件費・謝金］
①人件費

②謝金

①設備備品費
　・
　・
　・
②消耗品費
　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費

＜平成３４年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）
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様式９

（前ページの続き） （単位：千円）
補助金申請額

（①）
大学負担額

（②）
事業規模

（①＋②）
該当ページ

23,000 23,000

23,000 23,000
8,000 8,000 様式３ 1(3)①11行目

15,000 15,000 様式6B p67 22行目

26,500 162,000 188,500
22,000 162,000 184,000
4,000 40,000 44,000 様式３ 1(3)①11行目

20,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

20,000 20,000 様式３ 2(2)②27行目

12,000 12,000 様式３ 1(3)②22行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@20,000千円×８名×3/12月） 10,000 30,000 40,000 様式３ 1(1)①12行目

　・海外一線級ﾕﾆｯﾄ人件費（@8,000千円×24名×3/12月） 8,000 40,000 48,000 様式３ 1(1)①12行目

4,500 4,500
　・産学官外部有識者招聘（@50千円×10名） 500 500 様式6B p68 32行目

4,000 4,000 様式３ 3(1)③16行目

12,300 6,000 18,300
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄ（派遣）（@400千円×40人） 10,000 6,000 16,000 様式6B p68 32行目

2,000 2,000 様式6B p69 28行目

300 300 様式6B p68 32行目

40,100 249,000 289,100
3,500 3,500
2,000 2,000 様式３ 1(6)⑧11行目

1,500 1,500 様式３ 3(1)①20行目

14,000 4,000 18,000
10,000 2,000 12,000 様式6B p68 32行目

2,000 1,000 3,000 様式３ 1(6)⑧11行目

2,000 1,000 3,000 様式４ p59 5･11･18･24･30行目

10,200 10,200
9,000 9,000 様式３ 4(1)28行目

600 600 様式6B p68 32行目

600 600 様式6B p69 28行目

2,400 2,400
1,500 1,500 様式6B p67 22行目

900 900 様式6B p69 28行目

10,000 245,000 255,000
10,000 20,000 30,000 様式6B p68 32行目

225,000 225,000 様式３ 1(6)9行目

合計 101,900 417,000 518,900

（大学名：東京藝術大学）（申請区分：タイプＢ）

　・
⑥その他（諸経費）
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実践ｽﾀｼﾞｵ借料
　・海外戦略拠点借料（@15,000千円×15箇所）

　・
　・

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ開発会議（@300千円×2回）

④通信運搬費

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ広報（HP維持・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ）

　・

　・事業広報・ｱﾝｹｰﾄ関連（@1千円×1,000部）

③会議費
　・国際芸術系大学ｻﾐｯﾄ開催
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発会議（@300千円×2回）

平成３５年度

　・ユニット誘致等連絡調整
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ連絡調整
　・
⑤光熱水料

　・総合ｷｬﾘｱﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵｼｽﾃﾑ維持
　・
②印刷製本費
　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×12,000部）
　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ関連（@1千円×3,000部）

　・
　・
　・
　・
［その他］

②謝金

　・ｼﾆｱﾁｭｰﾀｰ謝金（@10千円×200名×2回）

①外注費

［旅費］

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ（派遣）（@400千円×5名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発等有識者招聘（@30千円×10名）

　・

②消耗品費
　・国際ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事務費
　・共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ材料費
　・
［人件費・謝金］
①人件費

＜平成３５年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］
①設備備品費
　・
　・
　・

　・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）

　・日本語・外国語担当教員（@6,000千円×２名）

　・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ(@8,000千円×1名・@6,000千円×6名）

　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌ（@8,000千円×1名・@6,000千円×2名）
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